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　全宅連は2014年に『ハトマークグループ・ビ
ジョン』を策定しました。これは、全宅連が10
年後に目指す組織の理想の姿とその実現に向けた
取り組みをまとめたもので、『ハトマークグルー
プは、みんなを笑顔にするために、地域に寄り添

い、生活サポートのパートナーになること』とい
う目標を掲げました。その内容は、「地域」及び
「地域の生活者」を顧客と捉え、ハトマーク会員
が継続して「地域まもり」「家まもり」「資産まも
り」のお手伝いをし、顧客満足度を超える感動の
サービスを提供することで、「消費者の笑顔」「地
域生活者の笑顔」「地域コミュニティの笑顔」を
実現するというものです。

はじめに

①地域コミュニティ希薄化・居住
ニーズ・ライフスタイルの多様
化

②消費者の不動産リテラシー向上
③個人主体のキャリア開発、働き

方改革
④相続税増税
⑤東京オリンピック
⑥業法で関連事業者と連携（士業

との協調拡大）
⑦業者選択基準が知名度よりサー

ビス内容、業者への期待
⑧空き家対策としての民泊参画
⑨住宅ローン低金利
⑩単身世帯、外国人増加
⑪女性の社会進出・従業員増加
⑫IT化進展
⑬公益法人としての行政・地元団

体・地縁組織への影響力、宅建
試験・法定講習実施、

⑭既存住宅活性化の流れ

　機 会 〔O〕
①消費税増税、政策変化、取引書

式不統一
②人口減少による取引機会減少、

地価下落
③業者への期待（知識・提案）増

加
④大 手 の 寡 占 化、異 業 種 参 入、

FC展開会社の攻勢
⑤ネット社会（IT進展、AI出現‐

仲介業不要）の進展
⑥事業承継問題、後継者不足
⑦東京オリンピック後の冷え込み
⑧人口減少による業者数減少の懸

念
⑨他団体との入会競争激化・会員

増加
⑩都市と地方の格差
⑪経営資源（財源、体制）不足に

よる会員要求（PR,サイト等）
の未達

　脅 威 〔T〕
①ハトマークブランド
②47協会体制、10万会員の多様

性
③中小企業活躍、地域密着
④公益法人、業法に規定された唯

一の団体
⑤行政・有識者等とのつながり（政

策提言力・立案力・実現力）
⑥教育研修システム（キャリア

パーソンなど）
⑦データ・ノウハウ、契約書式等

や報告書などの多様なコンテン
ツ

⑧ハトマークサイト運営
⑨ハトマークG（全宅管理、支援

機構、全宅住宅ローン）の会員
支援

⑩ハトマークGの役職員
⑪不動産総合研究所

　強 み 〔S〕
①不動産業界の根強いイメージの

悪さ
②47宅建協会が別法人組織、公

益法人での事業制約
③スケールメリットが活かされて

いない
④会員の大半が中小零細、会員格

差、帰属意識薄い
⑤宅建協会、会員、消費者への情

報伝達体制不足
⑥ハトマークの認知度の低さ、情

報発信力不足
⑦ハトマークサイトの活用不足
⑧会員データ収集力・分析力不足
⑨全宅連財政基盤のぜい弱性
⑩会員業者の高齢化、後継者不足
⑪会員数減少（女性会員少ない、

会員離職率高い）
⑫組織・経営のPDCA不回転
⑬政策の変化

　弱 み 〔W〕

戦略の柱 戦略のテーマ 具体的事業（所管委員会）

ハトマーク・グループビジョン
私たちが目指す理想の姿とそれに向けた取り組み

私たち、「ハトマークグループ」は、みんなを笑顔にするために、
地域に寄り添い、生活サポートのパートナーになることを目指します。

「地域」を顧客と捉え、ハトマーク会員が継続した地域まもり・家まもり・資産まもりのお手伝いを行い、
顧客満足度を超えた感動のサービスにより「消費者の笑顔」「地域生活者の笑顔」「地域コミュニティの笑顔」を実現

経営資源認識

　これまで培ってきた組織力やノウハウや制度、各種情報
提供サイト、さらにはビジョンを体現する会員こそが経営
資源である。

競争認識

　「個者」が従来の意識を変革し、地域生活者に対して生
活サポートのパートナーとなるための継続的努力が必要と
なる。

顧客認識

　顧客対象＝「みんな」をその地域で生活し諸活動する「地域生活者」とし、「消費者」「ハトマーク会員」「宅建協会」それぞ
れが「みんな」である。

環境変化・事業経過に伴う新たな認識

2017年～2020年　戦略課題及び具体的事業

全宅連第2期中期計画　ハトマークグループ・ビジョン2020

◆会員業者の成功事例を通じた啓発、ＰＲ展開（研究所、広報啓発）
◆成功事例収集、事例発表会・表彰の実施（研究所）
◆全国、地区連で一体的・効果的ＰＲの展開（広報啓発）

◆民間情報サイトとの提携（情報提供）
◆建築業界、金融機関等との連携強化（研究所）
◆経営コンサル講座、ビジネスモデル策定支援（総務財務、研究所、人材育成）
◆マーケットデータの収集（研究所）
◆会員の業態とニーズの把握（研究所）
◆全宅管理、ハトマーク支援機構との連携強化（総務財務）

◆空き家対策の相談・提案（研究所）
◆不動産キャリア形成（研究所）
◆教育研修体系モデルの構築（資産守りが出来るスキル＝FP等）（人材育成）　
◆タウンマネジメントスクールの実施（研究所）
◆会員向けＩＴ・ＡＩへの対応（情報提供）

◆支部単位での地域守りのための活動への協力（研究所）
◆女性・青年会員向けセミナーの実施、活用（総務財務）
◆協会ビジョン策定支援（組織）
◆一般社団協会の公益移行支援（組織）
◆組織的ＰＲ戦略の専門家の招聘・助言（広報啓発）
◆全宅連と宅建協会の人事交流（総務財務）

◆地域内における関連業界・士業ネットワーク構築（総務財務、組織）
◆地域経済団体（商工会議所等）・他業種（建築系団体等）と地域大学との情報交換（総

務財務） 
◆ハトマークグループポータルサイトの一元化（広報啓発）

◆不動産業界の魅力発信、就業のためのセミナー、出前授業の実施（人材育成、広報啓発）
◆開業支援研修パック（総務財務）

◆国民の住宅取得を支援するため土地住宅税制の見直し（政策推進）
◆空き家対策・地方創生等のための各種規制緩和等（政策推進）
◆47協会連携による震災等大規模災害時における賃貸住宅の供給体制の整備（政策推進、

情報提供）

◆居住ニーズ多様化に対応した情報提供（含むサイト）の体制構築・実施（広報啓発）
◆業界統一の取引書式制定（政策推進）
◆ハトマークサイトの信頼性やハトマークサイトにしかない物件情報のPR（情報提供）
◆47協会連携による空き家・相続相談（政策推進、研究所）

◆消費者に対する住生活教育の実施（広報啓発、人材育成）

住生活をサポートする
政策の実現

居住ニーズに応える住まいの
情報発信・交流

地域貢献活動の向上を通じた
ハトマークブランドの確立

家守り・資産守り・地域守りに
応えるための人財育成

家守り・資産守り・地域守りに
対応する組織変革

地域パートナーシップの構築

不動産業への就業者増加

持続的な事業環境の改善

【テーマ1】

【テーマ2】

【テーマ5】

【テーマ6】

【テーマ7】

【テーマ8】

【テーマ9】

【テーマ4】

【テーマ3】
人生を豊かにする住生活教育

対消費者

全国10万社のスケール
を活かした地域生活者
の豊かな住生活の実現

対ハトマーク会員

地域生活者に選ばれる
個者になるための実践
※「個者」とは…
ハトマーク会員（会社）及び
従事者（個人）を含みます。

対宅建協会

ハトマークグループ力
強化のための取組
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①消費税増税、政策変化、取引書

式不統一
②人口減少による取引機会減少、

地価下落
③業者への期待（知識・提案）増
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⑤ネット社会（IT進展、AI出現‐

仲介業不要）の進展
⑥事業承継問題、後継者不足
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念
⑨他団体との入会競争激化・会員

増加
⑩都市と地方の格差
⑪経営資源（財源、体制）不足に
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⑨ハトマークG（全宅管理、支援

機構、全宅住宅ローン）の会員
支援

⑩ハトマークGの役職員
⑪不動産総合研究所

　強 み 〔S〕
①不動産業界の根強いイメージの

悪さ
②47宅建協会が別法人組織、公

益法人での事業制約
③スケールメリットが活かされて

いない
④会員の大半が中小零細、会員格

差、帰属意識薄い
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戦略の柱 戦略のテーマ 具体的事業（所管委員会）

ハトマーク・グループビジョン
私たちが目指す理想の姿とそれに向けた取り組み

私たち、「ハトマークグループ」は、みんなを笑顔にするために、
地域に寄り添い、生活サポートのパートナーになることを目指します。

「地域」を顧客と捉え、ハトマーク会員が継続した地域まもり・家まもり・資産まもりのお手伝いを行い、
顧客満足度を超えた感動のサービスにより「消費者の笑顔」「地域生活者の笑顔」「地域コミュニティの笑顔」を実現

経営資源認識

　これまで培ってきた組織力やノウハウや制度、各種情報
提供サイト、さらにはビジョンを体現する会員こそが経営
資源である。

競争認識

　「個者」が従来の意識を変革し、地域生活者に対して生
活サポートのパートナーとなるための継続的努力が必要と
なる。

顧客認識

　顧客対象＝「みんな」をその地域で生活し諸活動する「地域生活者」とし、「消費者」「ハトマーク会員」「宅建協会」それぞ
れが「みんな」である。

環境変化・事業経過に伴う新たな認識

2017年～2020年　戦略課題及び具体的事業

全宅連第2期中期計画　ハトマークグループ・ビジョン2020

◆会員業者の成功事例を通じた啓発、ＰＲ展開（研究所、広報啓発）
◆成功事例収集、事例発表会・表彰の実施（研究所）
◆全国、地区連で一体的・効果的ＰＲの展開（広報啓発）

◆民間情報サイトとの提携（情報提供）
◆建築業界、金融機関等との連携強化（研究所）
◆経営コンサル講座、ビジネスモデル策定支援（総務財務、研究所、人材育成）
◆マーケットデータの収集（研究所）
◆会員の業態とニーズの把握（研究所）
◆全宅管理、ハトマーク支援機構との連携強化（総務財務）

◆空き家対策の相談・提案（研究所）
◆不動産キャリア形成（研究所）
◆教育研修体系モデルの構築（資産守りが出来るスキル＝FP等）（人材育成）　
◆タウンマネジメントスクールの実施（研究所）
◆会員向けＩＴ・ＡＩへの対応（情報提供）

◆支部単位での地域守りのための活動への協力（研究所）
◆女性・青年会員向けセミナーの実施、活用（総務財務）
◆協会ビジョン策定支援（組織）
◆一般社団協会の公益移行支援（組織）
◆組織的ＰＲ戦略の専門家の招聘・助言（広報啓発）
◆全宅連と宅建協会の人事交流（総務財務）

◆地域内における関連業界・士業ネットワーク構築（総務財務、組織）
◆地域経済団体（商工会議所等）・他業種（建築系団体等）と地域大学との情報交換（総

務財務） 
◆ハトマークグループポータルサイトの一元化（広報啓発）

◆不動産業界の魅力発信、就業のためのセミナー、出前授業の実施（人材育成、広報啓発）
◆開業支援研修パック（総務財務）

◆国民の住宅取得を支援するため土地住宅税制の見直し（政策推進）
◆空き家対策・地方創生等のための各種規制緩和等（政策推進）
◆47協会連携による震災等大規模災害時における賃貸住宅の供給体制の整備（政策推進、

情報提供）

◆居住ニーズ多様化に対応した情報提供（含むサイト）の体制構築・実施（広報啓発）
◆業界統一の取引書式制定（政策推進）
◆ハトマークサイトの信頼性やハトマークサイトにしかない物件情報のPR（情報提供）
◆47協会連携による空き家・相続相談（政策推進、研究所）

◆消費者に対する住生活教育の実施（広報啓発、人材育成）

住生活をサポートする
政策の実現

居住ニーズに応える住まいの
情報発信・交流

地域貢献活動の向上を通じた
ハトマークブランドの確立

家守り・資産守り・地域守りに
応えるための人財育成

家守り・資産守り・地域守りに
対応する組織変革

地域パートナーシップの構築

不動産業への就業者増加

持続的な事業環境の改善

【テーマ1】

【テーマ2】

【テーマ5】

【テーマ6】

【テーマ7】

【テーマ8】

【テーマ9】

【テーマ4】

【テーマ3】
人生を豊かにする住生活教育

対消費者

全国10万社のスケール
を活かした地域生活者
の豊かな住生活の実現

対ハトマーク会員

地域生活者に選ばれる
個者になるための実践
※「個者」とは…
ハトマーク会員（会社）及び
従事者（個人）を含みます。

対宅建協会

ハトマークグループ力
強化のための取組
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ます。また、2017年には宅建業法の大きな改正
が行われ、低額物件の売買や交換における媒介報
酬が改正されるとともに、建物状況調査（インス
ペクション）が不動産取引の中に組み込まれまし
た。既に大手企業は建物検査と保証等を組み込ん
だサービスシステムを独自に開発し、消費者の満
足度やブランド力を高めることで都市部を中心に
シェアを伸ばしています。さらに、消費者の価値
観は多様化し、SNSをはじめ情報取得手段も変化
する一方で、異業種からの新規参入や人工知能
（AI）などの技術革新により、不動産ビジネスの
方法が変わりつつあります。
　このような環境の変化を踏まえて、次期中期計
画では、「全国10万社のスケールを活かした地域
生活者の豊かな住生活の実現」「地域生活者に選
ばれる個者になるための実践」「ハトマークグ

ループ力強化のための取組」という３つの戦略を
柱に据えました。そして、情報分析力、コンサル
ティングスキル、多様な提案力、ITリテラシーな
ど、高い課題解決能力を備えた人材を育成するこ
とで、地域や地域の生活者の課題に応え、信頼さ
れるパートナーになろうと考えています。
　幸い全国の不動産業者の中にはこのビジョンで
描いた姿を既に実現し、地域においてなくてはな
らない存在になっているトップランナーが数多く
います。不動産総合研究所では2015年からその
人たちを取材し、取り組みを紹介してきました。
ここで取り上げた事例を参考にして各不動産業者
が今後地域の中でどのような役割を果たしていく
べきか等について、議論を深めていただきたいと
思います。



報告書の構成と内容
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（1）報告書の構成

　本報告書では、25の企業や協会の取り組みを

紹介している。第１章では、「これからの不動産

業の役割を考える」というテーマで、有識者４名

から専門家の視点で提言をしてもらった。第２章

では、「地域の安全性を確保する取り組み」を取

り上げた。2017年の“改正住宅セーフティネッ

ト法”の施行やこれから本格化する高齢化社会を

見据えて、住宅確保要配慮者に対する住宅斡旋に

積極的に取り組む企業の事例を集めた。第３章の

「顧客志向の企業経営の実践」では、社員を主役

とする企業経営や、取引終了後も顧客を継続的に

フォローし、生涯にわたり顧客に価値提供してい

る企業などを紹介している。第４章の「地域を魅

力的にする試み」では、タウンマネジメントの観

点で、自分たちが商売をしているエリアにおいて、

既存の建物を活用したり、行政と協力しながら地

域の魅力を高め、地域の価値を向上させる取り組

みを集めた。

（2）報告書の内容

①これからの不動産業の役割を考える
　清水千弘日本大学教授は、人口減少と高齢化社

会は地価を大幅に押し下げ、住宅市場にとってマ

イナスのインパクトをもたらすが、住宅を投資財

ではなく消費財として見ることにより“幸せの

チェーンを創る”ことができると述べる。さらに、

AIなどの技術革新が不動産業界にも押し寄せる

ことを踏まえ、これからは、金融知識を身に付け、

市場の変化を読み取り、自分の立ち位置を知り、

専門性を高め、ネットワークの力を生かすことが

必要になり、その上で社会的な介在価値を高め、

消費者の幸せと地域の幸せを実現していくことが

これからの中小不動産業者の果たすべき役割にな

ると語る。東京都千代田区でまちづくりに長く関

わっていた小藤田正夫氏には、まちづくりの施策

として最近よく聞くようになった「家
や

守
もり

」が果た

していた真の役割について、歴史的事実を踏まえ

て説明してもらった。小藤田氏は、江戸時代に不

在地主に代わりまちの管理をしていた「家守」が

明治時代に解体され、その役割が“不動産会社”

と“区役所”と“町会”に移管されたが、地域の

価値を高めるために必要なタウンマネジメントの

担い手が抜け落ちてしまったと分析する。そこで、

オーナーの代理人たる不動産会社が、地域産業の

活性化と地域コミュニティを再生するという役割

を果たし、地域の“安全”と“繁盛”をもたらす

ように、オーナーと緊密に協力していくべきだと

述べる。㈱ブルースタジオの大島芳彦氏には全国

各地で展開している「リノベーションまちづく

り」の考え方とそこから導かれる不動産会社の役

割について語ってもらった。不動産の価値は、敷

地や建物ではなく、そのエリアにこそ価値があり、

各地域に眠る価値を“見立てる”ことが必要で、

まちづくりは、“あなたでなければ”“その場所で

なければ”“今でなければ”の３つの視点からオ

ンリーワンの価値を見出し、ストーリー化するこ

とが重要だと説く。そして不動産会社には、ス

トーリーに共感した若い事業者と土地建物のオー

ナーとの橋渡し役の役目を担って欲しいと期待を

込める。章司法書士事務所の太田垣章子氏は、約

2,000人の大家が抱える家賃滞納などの賃貸ト

ラブルの対応の経験から、トラブルの増加の原因

の一つに、大家が仲介会社・管理会社・家賃保証

会社に依存しすぎることで、貸主と借主の間の関

係性が希薄になったことをあげる。これからは大
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家も良好なコミュニケーションを通じて借主との

距離を縮めると共に、管理会社も空室率を改善し、

新たなビジネスチャンスをつかむべく、物件の小

さな変化に気付き、泥臭い仕事を率先して行うべ

きだと提言する。

②地域の安全性を確保する
　太田垣氏も大家が高齢者に部屋を貸したがらな

い大きな理由として、賃借権が相続されるという

民法の規律を課題としてあげているが、高齢者を

始めとする社会的弱者に対する住宅支援はあまり

進んでいない状況がある。特に住宅を確保するた

めに、大家の理解や協力を得ることが非常に困難

だ。この章では、物件を確保するための方策を中

心に住宅確保要配慮者に対する各社の取り組みを

紹介している。多くの不動産業者がこの問題に関

心を持ち、これらの事例を参考にしながら、１件

でも多く社会的弱者のために住宅が提供されるこ

とを望みたい。

　㈲MYJホームの宮路常幸氏は高齢者を中心と

した住宅の斡旋に取り組んでいる。大家の不安解

消のために、見守りセンサーの設置やホームヘル

パーの利用、オリジナル保険の活用をすると共に、

金融機関にいた経験を生かし、高齢者のために

“20のサービス”を用意し、入居のみならず、葬

儀生前契約支援や死亡事務支援などの終活までサ

ポートすることで、入居者の安心を得ている。上

野不動産の上野一郎氏は、市からの依頼を中心に

約10年間延べ1,000人以上の社会的弱者に住宅

の斡旋を行う。損得抜きの誠実な行動の積み重ね

が、行政、オーナー、入居者の信頼になり継続的

な仕事につながっている。また、物件を確保する

ために、10年以上賃料を値下げしないことを保

証するサブリース契約や、客付け仲介でも２カ月

以内の成約を約束している。㈲トラックスホーム

の川田洋史氏は、生活保護者を中心に住宅の斡旋

を行う。同社は物件を確保するために古いアパー

トを収益物件に仕立て、投資物件として新たな

オーナーに購入してもらうことで、約500室近

い部屋を安定的にキープしている。また、地域社

会の10年後を見据え、インバウンド向けの宿泊

ビジネスも展開する。阪井土地開発㈱の阪井ひと

み氏は、精神障がい者を中心に約20年間で

1,000人以上に住宅の提供を行う。物件確保の

ために自ら物件を購入し、改修のための投資をし

ている。社会的弱者も一般の人と同様、本人の意

思を尊重すべきだという考えのもと、一般人と同

居型アパートや長期入院者のためのアパート、

シェルター付き物件や家賃１万円のシェアハウス

といった物件のバリエーションを用意し、選択肢

として提供している。

③顧客志向の経営の実践
　ハトマークグループ・ビジョンに掲げた“みん

なの笑顔”を実現するには、地域守り・家守り・

資産守りのお手伝いを継続的に行うことが必要で

ある。この章では、取引をする前から取引後も継

続的に顧客に価値を提供し続けている企業を紹介

する。

　価値住宅㈱の高橋正典氏は、“お客様に選んで

もらえる会社になる”ために、売買仲介の取引全

てにインスペクションや住宅履歴書、コールセン

ター、瑕疵保険を付ける。さらに契約後も定期検

査を中心とした“住宅管理”を継続的に行うこと

で、一度取引した顧客と生涯にわたりお付き合い

する関係性（“生涯顧客化”）を構築している。

岡庭建設㈱の池田浩和氏は工務店として、家を

“作る”ことだけでなく、家作りの前に“学ぶ”
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ことや、家を作った後“守る”ことも重要だと考

える。そこで、“家づくりの学校”を開催し、アフ

ターフォローのための“おうちクリニック”とい

う仕組みを作り顧客に提供している。さらに、地

域を良くしていくために、地元のお店を支援する

マルシェの開催や、地域防災を見据えて有事に住

人同士が“ツナガル”ことができるための企画を

実施している。㈱ファースト・コラボレーション

の武樋泰臣氏は、“社員が主役で会社の発展と個

人の幸せが一致する企業”を目指す。そのために

経営理念を明確にし、“ノルマなし、歩合なし、

業務命令なし”という方針を出し、働き方が選択

できるコース設定といった制度的な支援をすると

共に、社員が会社のビジョンと自分の生き方につ

いて徹底的に話し合い、共有できる場を設ける。

社員の満足度を高めることが顧客満足度を上げ、

業績の向上につながるという正のスパイラルを実

現している。

④地域を魅力的にする試み
　小藤田氏が示した、家守が果たしていた地域の

タウンマネジメントの役割を担い、既存建物の活

用などを通じてエリアの価値を高める取り組みを

している不動産業者は全国各地に存在する。

　阿部多不動産㈱の阿部俊夫氏は、93年の企業

の歴史の中で、CSR活動や協会の活動に積極的に

取り組み、市民への利益の還元と業界のイメージ

向上に取り組む。なかでも中心市街地の活性化の

ために空き家・空き地問題を解決するための

NPO法人を民間業者と地域住民、鶴岡市が連携

して立ち上げ、その理事長を務める。NPO法人

つるおかランド・バンクは、空き家・空き地・狭

隘道路を、点ではなく面でとらえ小規模の土地を

連鎖させて再生する区画整理事業を行う。設立以

来すでに60件以上の、市場で流通することが困

難な“問題あり物件”の課題を解決し、全国から

も注目される取り組みになった。石橋不動産㈱の

石橋遼大氏は、鶴岡市が消滅可能都市になってし

まう危機感から、その玄関口である駅前に建つ既

存ビルの再開発に取り組む。鶴岡市の特長を徹底

的に分析し、その強みである“食の文化”を発信

する拠点を作ることで、訪れた人がまち中を回遊

してもらえるようにした。しかも、同社はそのプ

ロジェクトにおいて、不動産業者の職能を生かし、

権利関係の集約化の面で貢献している。（公社）

埼玉県宅地建物取引業協会（内山俊夫会長）は、

協会としては初の試みである“タウンマネジメン

トスクール”を実施した。スクールは、顧客に対

する提案能力の向上と会員同士の交流を目的に、

タウンマネジメントの実践者による講演・現地見

学・ワークショップ形式の討議会・グループ発表

で構成され、参加者は10年後の不動産業のある

べき姿について自ら考え、熱い議論を交わした。

（公社）埼玉県宅地建物取引業協会埼玉東支部草

加地区では、行政の取り組みである“そうかリノ

ベーションまちづくり構想”に、会員企業が積極

的に関与している。リノベーションスクールでは

若い企業家たちが熱い思いでオーナーに事業提案

するが、オーナーとの間でリスク負担などの調整

がうまくいかず頓挫するケースが多い。そこで事

業がスムーズに行くように、宅建業者が黒子とし

て介在し、その活動を支援している。㈱磯野商会

の磯野達雄氏と章雄氏は地主として、約7,500

坪の敷地の中で戦後まもなく建てられた米軍ハウ

スを再生し、「ジョンソンタウン」として統一さ

れた街並みに整備した。まちの魅力を高めるため

には、“良いコミュニティ作り”と“まち並みの

美観を維持する”ことが重要だというポリシーの
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もと、建物の間の塀をなくし、建物の外壁や植栽

に規制を設けることで価値を高め、メディアに多

く取り上げられる人気のまちになった。協永ソフ

トエンジニアリング㈱の橋本樹宜氏は、東京都心

のど真ん中でまちづくりを実践するにはどうすれ

ばいいかということを掘り下げて考え、“地域の

歴史と文化の語り部になること”と結論付けた。

そのためPTA会長や町会の青年部長を自ら買っ

てでて、お祭りの運営や地域住人を対象に地域の

歴史の勉強会を実施する。マンションデベロッ

パーにも直接交渉し、住人の自治会への加盟を依

頼している。㈱尚建の徳山明氏は、不動産会社は

今まで“モノ”を先に作り人や店舗を入れてきた

が、これからは“コト”を先に考えてそれを実現

するために“モノ”を提供する役割に変わってい

くべきだと考え、“Things.YANAKA”などの既

存住宅再生のプロジェクトを推進している。その

ような活動を通じて、地域の商店街を良くし、不

動産業を将来子どもたちが憧れる職業にしたいと

いう夢をもつ。㈱NENGOの的場敏行氏は、不

動産業は“目の前の人を幸せにするプロフェッ

ショナル”であるべきで、その仕事はプロデュー

ス業だと述べる。個人の幸せの実現のために、物

件においては作り手参加型の“仕立てる賃貸”と

いう仕組みを作り、まちづくりにおいては、企画

段階でまちの気候・歴史・風土・文化を読み込み、

まちのビジョンを作り、“らしさ”をデザインす

ることを重視する。㈱泉不動産の小酒井比呂志氏

は、創業後約30年にわたり、老朽化した長屋や

借地・借家問題に取り組む。日本で初めて産学連

携で“リノベーションスクール”を開催し、家主

に対し長屋を資産として活用する方法を示した。

また、DVやストーカーの被害者支援にも取り組

み、不動産を通じて人を幸せにし、社会から尊敬

される不動産業界になることを目指す。㈱フラッ

ト・エージェンシーの吉田創一氏は、不動産業は

地域に根付いた“まちづくり業”だと述べる。地

域商店街の活性化事業では、“前払い家賃制度”

を導入しオーナーの協力を得やすくし、“若手起

業支援”と“地域活性”を目的にその用途を検討

する。また、学生や留学生の支援、京町家の維持

保全など、地域の社会問題の解決のために自ら投

資し、リスクをとる姿勢を貫いている。㈱フジ開

発の上田耕太郎氏は、大手不動産投資顧問会社や

金融機関で培った経歴を生かし、行政や地元企業

と共にまちづくり会社を作った。そこは、空き家

対策、重点土地利用区域のマネジメント、公的不

動産の活用という市の課題に対して、シンクタン

ク兼事業推進プレイヤーの役割を果たす。その活

動は将来のための種まきであり、結果は自分たち

に必ず還ってくると語る。㈲すべ産業の須部貴之

氏は、地域の魅力向上のためには人が交わり、コ

ミュニティが生まれることが重要だと考え、その

ための場づくりとして“のきさき市”の開催や、

異業種交流会、リノベーションスクールの誘致な

どありとあらゆることを実施。市
いち

場
ば

の企画では、

学生を中心に人材を育成して地域に新たな産業を

興すことまで視野に入れる。㈲窪商事の窪勇祐氏

も、人と人、人と地域をつなげ地域の価値を向上

させるために、シェアスペースやコミュニティス

ペース付き賃貸マンションの建築や、地元青年部

の立ち上げなどをしている。さらに、社会的弱者

のためにシングルマザー向けシェアハウスや車椅

子の人のためのDIY可能な賃貸マンションを企

画した。社会のためにいいことはすぐ実践する窪

氏のスタンスに、多くの同志が集まり協力してく

れている。
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各社の特長
協会名・企業名 内　容

清水千弘氏

住宅を投資財ではなく消費財として見ることにより幸せのチェーンを創ることができ
る。そのためには、AIなどの技術革新を見据えながら、金融知識、市場変化の把握、
自社の立ち位置の把握、専門性、ネットワークといった力をつけ、社会的な介在価値
を高め、消費者と地域の幸せを実現していくべきだ。

小藤田正夫氏
不動産会社は、江戸時代に「家守」が果たしていたタウンマネジメントの担い手にな
ることができる。オーナーの代理人として地域産業の活性化と地域コミュニティを再
生する役割を果たし、地域の“安全”と“繁盛”をもたらすようにすべきだ。

大島芳彦氏
㈱ブルースタジオ

不動産はエリアにこそ価値があり、各地域に眠る価値を“見立てる”ことが重要。ま
ちづくりは「人の価値」「場所の価値」「時間の価値」の3つの視点からオンリーワン
の価値を見出し、ストーリー化して共感者を集める。不動産会社は、その共感者と空
き家のオーナーとの橋渡し役になるべきだ。

太田垣章子氏
章司法書士事務所

家賃のトラブルは、大家が不動産会社や家賃保証会社に依存しすぎたために、借主と
の関係性が希薄化したことが大きな原因だ。今後、大家は借主とコミュニケーション
をとって距離を縮めると共に、管理会社も物件の小さな変化に気付き、泥臭い仕事を
率先して行えば空室率も改善し、ビジネスチャンスが生まれる。

㈲MYJホーム
高齢者の住宅斡旋について、大家の不安解消のために見守りセンサーの設置や保険を
活用すると共に、高齢入居者のための“20のサービス”を用意し、入居時のみなら
ず、葬儀生前契約支援や死亡事務支援など、終活までサポートしている。

上野不動産
高齢者を中心に延べ1,000人以上の住宅を斡旋。誠実な行動の積み重ねが行政、オー
ナー、入居者の信頼になり継続的な依頼を獲得。10年以上賃貸値下げなしを保証する
サブリース契約や、仲介でも2カ月以内の成約を約束することで物件を確保している。

㈲トラックスホーム
生活保護者を中心とした住宅の提供に取り組む。古いアパートを収益物件に仕立て、
投資物件として新たなオーナーに売却することで、500室以上の部屋を安定的に確保
している。地域社会の10年後を見据えインバウンド用の宿泊ビジネスも展開する。

阪井土地開発㈱
精神障がい者を中心に1,000人以上に住宅を提供。自ら投資をして物件購入するこ
とで部屋を確保。社会的弱者も本人の意思を尊重すべきだという考えのもと、アパー
トやシェアハウス、市内や郊外といったバリエーションを選択肢として用意している。

価値住宅㈱

“お客様に選んでもらえる会社になる”ために、売買仲介取引全てにインスペクション
や住宅履歴書、コールセンターなどを付け、売買契約後も“住宅管理”を継続的に行
い、一度取引した顧客と生涯にわたりお付き合いする関係性（“生涯顧客化”）を構築
する。

岡庭建設㈱

工務店として家を“作る”ことに加えて、事前に“学ぶ”ことや家を作った後“守る”
ことが重要だと考え、”家づくりの学校“を開催し、アフターフォローのための“おう
ちクリニック”という仕組みを提供。さらに、地域のお店や防災活動の支援なども行
っている。

㈱ファースト・コラボレーション
“社員が主役で、会社の発展と個人の幸せが一致する企業”を目指す。そのために、社
員が会社のビジョンと自分の生き方について徹底的に話し合える場を設けた。社員の
満足度を高めることが顧客満足度を上げ、業績の向上につながることを実証している。

阿部多不動産㈱
業界のイメージを向上させるために、CSR活動や宅建協会の活動に積極的に取り組
む。周年事業の単身高齢者世帯向け火災報知器の提供と設置および協会が取り組む献
血活動は地域から大変感謝された。

NPO法人つるおかランド・バンク
空き家・空き地・狭隘道路を点ではなく、面でとらえ小規模の土地を連鎖させて再生
する区画整理事業を実施。すでに60件以上、市場で流通しにくい困難な物件の課題
を解決している。
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報告書の構成と内容

協会名・企業名 内　容

石橋不動産㈱

駅前の既存ビルの再開発に積極的に取り組み、鶴岡市の特長を徹底的に分析し、その
強みである“食の文化”を発信する拠点を作ることで、訪れた人がまち中を回遊する
仕組みにした。その過程で不動産業者の職能を生かし、権利関係の集約化で貢献をし
ている。

（公社）埼玉県宅地建物取引業協会
協会主催の“タウンマネジメントスクール”を実施。タウンマネジメントの実践者に
よる講演・現地見学・ワークショップ形式の討議会・グループ発表を通じて、10年後
の不動産業のあるべき姿について自ら考えると共に、会員同士の交流も行った。

（公社）埼玉県宅地建物取引業協会
埼玉東支部草加地区

“そうかリノベーションまちづくり構想”に会員企業が積極的に関与。若い事業者たち
とオーナーとの間に黒子として介在し、リスク負担などの調整を行い、事業がスムー
ズになるよう手助けをしている。

㈱磯野商会
米軍ハウスを再生し、「ジョンソンタウン」として統一した街並みに整備した。建物の
間の塀をなくし、建物の外壁や植栽に規制を設けることで、“良いコミュニティを作
り”“まち並みの美観を維持する”ことで地域の価値を高め、人気のまちにしている。

協永ソフトエンジニアリング㈱

都心のど真ん中でまちづくりを実践するために、地域の歴史と文化の語り部になる。
PTA会長や町会の青年部長を自ら務め、お祭りの運営や地域住人を対象にした地域の
歴史の勉強会を実施。マンションデベロッパーにも住人の自治会への加盟依頼を直接
交渉している。

㈱尚建
不動産会社は、今まで“モノ”を先に作り人や店舗を入れてきたが、これからは“コ
ト”を先に考えてそれを実現するために“モノ”を提供する役割に変わっていくべき
だと考え、空き家再生のプロジェクトや地域の商店街の活性化事業を推進している。

㈱NENGO

不動産業者は“目の前の人を幸せにする”プロであるべきで、その実現のために、賃
貸物件においては作り手参加型の仕組みを作り、まちづくりでは、地域の魅力が長く
続くよう、まちの気候・歴史・風土・文化を読み込み、“らしさ”をデザインすること
を重視する。

㈱泉不動産
老朽化した長屋や借地借家問題に取り組む。そのために産学連携で“リノベーション
スクール”を開催し、資産として活用する方法を示す。また、不動産業界が社会で尊
敬されるように、DVやストーカーの被害者支援にも積極的に取り組む。

㈱フラット・エージェンシー
地域に根付いた“まちづくり業”を目指し、商店街の活性化については、“前払い家賃
制度”を導入しオーナーの負担を減らし、“若手起業支援”と“地域活性”を目的にそ
の用途を検討する。社会問題の解決のために自ら投資をし、リスクをとる姿勢を貫く。

㈱フジ開発
地域の活性化や空き家対策が将来の収穫の種まきだとの認識を持ち、地元企業と共に
まちづくり会社を作り、空き家対策、重点土地利用区域のマネジメント、公的不動産
の活用という市の課題に対して、シンクタンク兼事業推進プレイヤーの役割を果たす。

㈲すべ産業
地域の魅力向上のためには人が交わり、コミュニティが生まれることが重要だと考え、
そのための場づくりとして“のきさき市”の開催や異業種・同業種の交流会などを実
施。市場では、人材を育成して地域の新たな産業を興すことまで視野に入れる。

㈲窪商事

人と人をつなげ地域の価値を向上させるために、シェアスペースやコミュニティスペ
ース付き賃貸物件、地元青年部を立ち上げる。さらに、社会的弱者のためにシングル
マザー向けシェアハウスや車椅子の人も住みやすいDIY可能な賃貸マンションも実現
した。
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1967年岐阜県大垣市生まれ。東京工業大学大学院理工学研究科博士後期課程中退、東京
大学大学院新領域創成科学研究科博士(環境学)。シンガポール国立大学不動産研究センター
教授、日本大学スポーツ科学部教授、マサチューセッツ工科大学不動産研究センター研究員。
専門は不動産経済学、応用統計学、ビッグデータ解析など。

清水千弘 氏

まちづくりには� �
ローカルスターが必要

　私は経済学者として大学で統計学や数学を教え
ています。専門はAIやビッグデータ解析で、現
在日本大学スポーツ科学部でデータサイエンティ
ストの養成やスポーツのデータ分析をしています。
本日は経済学者の視点、AIやビッグデータの研究
者の視点から、これからの不動産業をどう考えて
いけばいいのかについてお話をしたいと思います。
　私自身通常の研究とは別に、地域に入り、まち
づくりや空き家再生の取り組みの現場を見たり、
国交省で若手の官僚たちとアカデミックな勉強会
などをしています。そこでわかったことは、「国

やまちを救うのは１人の人間のリーダーシップ、
１人のスターが生まれるか否かにかかっている」
ということです。都市の魅力が何でつくられるの
かというと、そこに大きな資源があるとか、歴史
的な建造物があるということではなく、そこに１
人の素敵な人間がいるからそのまちは輝いてくる
ということに、日本だけでなく世界のまちをいろ
いろ見る中で感じました。スターといっても世界
的に有名なスーパースターだけでなく、地域には
ピカッと光る“ローカルスター”がいます。私が
シンガポール国立大学の教授をしていたときも、
リー・クアンユー※1という１人のスーパースター
がシンガポールのまちを創り上げていきました。
今回のタウンマネジメント・スクールの中からも

わが街と住まいを
創造する力

日本大学スポーツ科学部

本報告書98Pに記載された、埼玉県宅建協会のタウンマネジメント・スクールにおける基調講演の講演録

です。不動産経済学の分野において第一人者である清水千弘氏の講演は、世界から見た日本という視点と

豊富なデータから導き出された内容で構成されており、これからの不動産業のあり方を考える上でとても

参考になります。

中小宅建業者の出番がやってきた
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第１章　これからの不動産業の役割を考える

多くのローカルスターが生まれることを願ってい
ます。

6つのQuestionに� �
どう答えるか

　シンガポール国立大学はアジアでNO.1と評価
されている大学で、世界中から優秀な学生が集
まってきます。その学生たちが生活をする学生寮
の入り口には、“Creative and Innovation”と
書いてあります。つまり、“創造的なことをしよ
うじゃないか！”“イノベーションを起こそう
じゃないか！”ということです。そしてその先に
くるのが産 業（industry） です。 つまりイ ノ
ベーションを起こしたらそれを産業にしなくては
なりません。イノベーションはお金儲けに変わっ
て初めて実践になるのです。
　ここで、皆さんに６つの質問（Question）をし
ます。その際、注意してほしいのは、“Question 
and Thinking”ということです。問いを与えら
れたら自分で考え、最後は行動に移してください。
Question1：私たちは、どうして家を買う（借
りる）のでしょうか？
　シンガポール大学には、大学院生も含めると
2,000人 が 通 う 世 界 最 大 の 不 動 産 学 部

（Department of Real Estate）があります。そ
の優秀な学生達に授業の最初にこの質問をすると、
実は誰も答えられません。シンプルな質問です。

「何故人は家を買う（借りる）のでしょうか？」
Question2：幸せを実現するための不動産仲介
のあり方とは？
　家を買ったり借りたりするときには、何千万、
家賃でも何十万も支払いますから不幸になろうと
思って家を買う人はいないでしょう。私も経験が
ありますが、意気揚々と田舎から出てきて、頑張
るぞという気持ちで大学に通うために家を借りる。
愛する人と結婚して家を買う。このように私たち
は“幸せになろう”と思って家を買ったり借りた

りします。
　では、「幸せの実現のために、皆さんは一体ど
のようにしてそのお手伝いをしていますか？」。
これが２番目の問いです。
Question3：幸せの家とはどんな家？
　そもそも「 幸せな家とはどんな家でしょう
か？」。人はどんな家なら幸せを感じるのかとい
うことを皆さんは考えたことがあるでしょうか？
Question4：2030年、 あなたは何をしていま
すか？
　経済学者のグレゴリーマンキュー※2のテキス
トの最後に「自分を拘束しなさい」ということが
書いてあります。「人間は合理的ではない、楽な
方向に動いてしまう。人間は嘘をつく、楽な方向
に嘘をつく」「市場という機能を上手く活用し、
生かそうと思うのなら“自分を拘束しなさい”」
とあります。つまり、自分自身に約束し、そこか
らぶれないようにしなさい、ということです。目
標をしっかり持ち、どんなつらいことがあろうと
もぶれずにやっていこうという覚悟がないと自分
の想いは実現しません。
　では、あなたは今から約10年後の2030年に向
けてどんな目標をもち、その達成に向けてどのよ
うに自分を拘束していきますか？
Question5：あなたにとっての財産とは何です
か？
　家は人生の最大の財産といいますが、財産とは
一体何なのでしょうか？

『The Economist』日本特集
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Question6：子ども達にどんな日本・まち・会
社を残したいですか？
　企業の経営者として皆さんは子どもにどのよう
な会社を残したいですか？　国やまちなどを含め
て、子ども達にどのような財産を残したいので
しょうか？　そのことについて考えてみて下さい。

不動産業は、� �
幸せの25%に貢献する産業

　消費者は「幸せ」になるために家を買ったり借
りたり投資をしたりします。トルストイは“アン
ナカレーニナ※3”に、「幸せな家族は一様に幸せ
である。不幸な家族はそれごとに不幸である」と
書いています。結婚したり、子どもが生まれたり
など、幸せになっていく絵は皆一緒です。しかし、
不幸は一様に起こるわけではなく、思ってもみな
かったことが各自ばらばらに、しかも突然ふりか
かってきます。そのようなことに対して、住まい
を提供する者として何ができるのでしょうか？
　私は住宅価格指数の研究をしていることから、
内閣府の委員として消費者物価指数を見ています。
私たちは食事をしたり、服を買ったりしてお金を
使い、幸せを得ていますが、そのことを「消費を
して効用を得る」といいます。消費者物価指数の
分析から分かったことが、日本でも欧米諸国でも、
その最大のウエイトを占めているのが“住宅”で、
人は住宅にお金を使って約25%の効用を得ている

ということです。
　一方、不動産業がGDPに占める割合は日本全
体で約10%になります。つまり皆さんの仕事は、
幸せの25%、経済活動の10%に寄与しているの
です。このように、不動産業は幸せと経済に対す
る貢献度が非常に高い重要な産業です。そして経
済の成長は将来の子ども達の幸せに影響します。

日本はこれから未知の世界に� �
突入する

　AIを使ってわかることは、データから見える未
来です。それによると日本の未来には明るい要素
は１つもありません。The Economistという雑誌
に日本の特集が組まれましたが、そこではInto 
the Unknown（ 未 知の世 界へ） そしてlosing 
Japan（日本消滅）と書かれており、日本は有史
以来どの国も経験したことがない速度で高齢化が
進んでいて、このままいくと国が消滅するだろう
と予測されています。
　実際に統計数字を見ても、日本の生産年齢人口
は1990年のバブルのピークの時期から減り始め
ています。バブルはプラザ合意以降の過剰流動性
がもたらしたといわれていますが、実はそうでは
なく、労働人口が多く、若い力があったからです。
その労働人口が減っていけば、かつては世界の十
数%を占めていた日本の経済力もどんどん小さく
なり、これからはアジア諸国にも抜かれていきま
す。それがlosing Japanです。さらに、日本はそ
の前にlosing town（地方消滅）という問題が起
こります。その原因は子どもの出生率の低下です。
今、世界の老齢人口依存率※4は約10%ですが、
日本は38%くらいです。それが2040年になると
70%を超えてきます。夕張市が破たんした時はこ
の数字は90%を超えました。
　するとそこから将来の地価も予想できます。私
はAIで計算し、研究した結果を正確に知らせる
必要があると思い、このまま高齢化が進むと“日1970年～2025年の推移。青線は人口、赤線は生産年齢人口
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本の国土全体の地価が1/3になる”という本を出
しました※5。しかも首都圏ではこれから一気に高
齢化が進み、高齢化の問題は今後地方ではなく大
都市圏の大きな課題になります。そこで、どうす
ればこの状況をうまく乗り越えられるのかについ
て皆さんに考えて欲しいと思います。

技術革新はどんな未来を� �
創造するか？

　次のテーマは「テクノロジーの進歩でどんな未
来が待ち受けているのか」ということです。“技術
革新はどんな未来を創ろうとしているのか”“家は
どのようにつくられ、どのように変質していくの
か”。そして、“これからはどのような生活が待っ
ているのか”ということを考えてみます。キーワー
ドは「第４次産業革命」で、スマートフォンの誕
生やSNSの普及など今まで想像すらしなかったこ
とがこれからも起こってきます。
　プロダクションの変化でいうと、例えば昔は電
話をかける時は受話器を回していましたが、今は
スマートフォンに話しかければつながる時代にな
りました。家も、外出先からスマートフォンに声
をかければ冷房が自動的に入り、時間設定してお
けばライトが朝起こしてくれるようなことが既に
できるようになりました。タクシーを呼ぶと、ス
マートフォンに何分後に迎えにきて何分後に学校
に着くと表示がでるので、私はそれを見て“30分

後に授業を始めるよ”と学生に配信しています。
既に3Dプリンターで家ができるようになり、自
動車をつくる実験も行われています。
　では、私たち不動産業はどうなるのでしょう
か？　マイケル・オズボーン准教授※6はその著書

「雇用の未来」の中で、10年後には専門家の仕事
の多くはAIに代替されるとし、その中には不動産
のブローカーが入っていました。私は15年近く前
に、AIエンジンを使った住宅ローンとアパート
ローンの自動審査のシステムをつくりましたが、
当時３日かかっていた審査がこれにより２時間に
短縮され、現在は15分でできるようになりました。
不動産の実務においても、いくつかのサイトでは、
マンションの部屋単位で、売却するとどのくらい
の価格になるのかがわかるものが出てきています
し、米国では2000年頃から、不動産仲介の工程
の中の、価格査定や税金の計算、ローンの診断な
どの部分はAIに置き換えられてきました。そのよ
うな業務は今後、専門家がやる仕事としてはなく
なっていくのかもしれません。
　AIが発達し、人間の知性を超えるシンギュラ
リティの瞬間がいつ来るのかということが世界中
で議論されています。トム・ミッチェル教授※7は、

「それはマルチラリティ（multilateral）だ」と
言っています。つまりそのような変化は私たちが
気が付かないところで絶えず起こっており、ある
日突然一気に変わってしまう、ということがあり
得るということです。

2020年～2040年の人口推移。棒グラフは総人口、折れ線は高齢者の比率 土地価格指数
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　先日ニュースで、３メガバンク合わせて３万
2,500人を今後リストラするとの報道がありま
した。これも2000年あたりから少しずつ準備が
始まっていて、気が付いたらその規模になってい
たということです。このような思いもよらぬこと
が予測される中で、不動産業はどうあるべきかと
いうことを今から危機感をもって考えておく必要
があります。

住宅を「投資財」ではなく「消費財」
ととらえ、幸せのチェーンを創る

　日本について暗い未来の話をしましたが、ここ
からは「不動産の専門家の未来像はどういうもの
か」ということについて考えたいと思います。
　家は家族にとって最大の資産だといいましたが、
一方で日本の地価は1/3になるとも述べました。
では、6,000万円で買ったマンションが2,000
万円になり、4,000万円も損をすることがわかっ
ているものを、私たち不動産業者は消費者に買わ
せてしまって果たしていいのでしょうか？　消費
者は幸せになるために家を買うと言いました。ト
ルストイも、家族は一様に幸せになると書いてい
ます。では、私たちは不幸になるお手伝いをして
しまっていいのでしょうか？　土地神話があった
ときには確かに家を買うだけで幸せになれたかも
しれませんが、これからは不幸になる人をたくさ
んつくることになってしまうのでしょうか？

　その疑問に対して、私がマサチューセッツ工科
大学不動産研究センターで研究成果としてまとめ
た答えが、住宅には２つの側面があるということ
です。１つは「投資財」としての側面です。1,000
万円で買った家が2,000万円に上がることもある
し、それを賃貸して、家賃収入として５%がリ
ターンすることもあります。そういうことを目的
として買うことが投資財としての側面です。もう
１つが「消費財」としての側面です。私たちが家
を買う目的は、結婚して幸せな時を過ごしたいと
か、一緒に結婚記念日を祝ったり、子どもの誕生
日を家族で過ごせる場所が欲しいなどというため
です。機械で動く家はなるほど便利ですが、そこ
から受ける幸せは実は微々たるものです。やはり
家というものは“家族と時間を共有する場所”ま
たは、“生活をそこに刻む場所”だと思います。家
は25％の幸せを感じる場所であり、人はそのため
にお金を払っていると述べました。では、その
25％の幸せは何かというと、“その場所で家族と
一 緒に過ごす時 間や経 験 ” です。 その幸せは
6,000万円の住宅でも2,000万円の住宅でも違わ
ないと思います。そのように考えると、地価が下
落する局面では、人々は“効用を最大化するため
に、消費財として家を買う”ということになりま
す。その視点からすると、仮に毎年５%ずつ資産
価値が下がっていくとしても、それは投資に対す
る価値が下がるだけであって、そこに住んでいる
人から見れば大きなお世話な話です。家は家族の
歴史であり、そこには家族の想い出が刻まれて、む
しろ時間が経つにつれて家の価値は深まっていく
のです。このように意識を変えるだけで、つまり

「消費財」か「投資財」かという定義を変えるだけ
で、住宅に対する価値は全く変わってきます。日
本の地価はこれから必ず下がります。しかし、そ
の場合でも日本人にとって住宅は最大の資産であ
ることに変わりはありません。従ってこれからは、
資産価値から解放されて住宅を「消費財」ととら
えていく必要があります。

インターネットで人とモノがつながる
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　そうすると、これから幸せの家を実現するため
に、不動産業者は何をしなければならないので
しょうか？　そのために必要な条件は、まず“幸
せの家に出会う”ということです。そのためには
マッチング機能を充実させなければなりません。
どんな人が幸せになろうと思い家を買おうとして
いるのか、その人たちの幸せを実現するためにど
んな家がふさわしいのか、ということを考える必
要があります。次に必要な条件が、“幸せの家に
住み続けられ、そこで家族との思い出を熟成でき
る”ということです。そのためには、子どもが成
長し、間取りが合わなくなってきたらどういうリ
ノベーションをすれば幸せが維持できるのか？も
しそれでも部屋が足りない場合は、住み替えを通
じて幸せを実現することができるのか？というこ
とについて考えます。この連鎖をチェーンといい
ます。売り手の思いをつなげるチェーンです。
　今から15年くらい前にイギリスでこのチェーン
をどうつなげるかの研究が行われ、売り手が物件
の情報を開示するホームインフォメーションパッ
ク（Home Information Pack）という仕組みが
できました。日本ではそこから情報開示やインス
ペクションの制度だけが取り上げられましたが、
実はそれ以上に、チェーンを回すことによって、

“幸せの家の連鎖”を作り上げていくという考え方
が重要なのです。
　つまりこれからは、資産価値から解放されて、

「住宅を社会（個人間ではない）で交換して、幸
せになる人を増やしていくこと」が不動産仲介業
の重要な位置付けになると思います。

不動産業者が社会的介在価値を� �
高めるために必要な条件

　そのために、私たち不動産会社はどのようなス
キルを身に付けなくてはならないのでしょうか。
　1つ目は、金融知識（Financial Sophistication）
です。バブル崩壊の時もリーマンショックの時も、

最高益を出しながら金融知識が不足していたため
に倒産した建設会社や不動産会社がたくさんあり
ました。他方で、消費者も家を買っているようで
実は住宅ローンを買っているのです。幸せになろ
うと思って家を買ったのにローン破綻してしまう
人が大勢います。これからの不動産業者はまず金
融の知識を身に付けなければなりません。それは
自社の防御のためでもあり、お客様を幸せにする
ためでもあります。
　また、これから世の中が必要とするものがどん
どん変わってきます。ダイナミックリサーチ&ス
トラテジー（Dynamic Research and Strategy）
といういい方をしますが、市場の変化を読み取り、
世の中が皆さんにどんな価値を求めているのかを
リサーチして、事業戦略に生かしていく力を身に
付けなければなりません。これが２つ目です。
　３つ目が、パフォーマンスカルチャー（Perfor-
mance Culture）です。自分の会社を正しく見
て、その優位性がどこにあるのかについて評価す
ることが必要です。業績が良くても実は自社には
力がなく、たまたま市場が良かっただけかもしれ
ません。そうであれば市場が悪化すれば業績も一
気に落ちるでしょう。
　そして４つ目は、スペシャリゼーション（Spe-
cialization）です。自分たちはどのような専門
性を提供してお金をもらっているのか。自社の専
門性と競合優位性を明確にし、磨いていかないと
社会への介在価値は徐々に小さくなっていきます。
　最後はピープル＆パートナー（People and 
partners）ということです。皆さんは宅建協会に
属しています。そこにはネットワークの強さがあ
ります。１人だけで勝負するのではなく、ネット
ワークを生かして仕事をしていけば１人ではでき
ないことも実現できるようになります。
　これから私たちは「幸せの家の実践」というこ
とを考えていかなくてはなりませんが、幸せを与
えるということは、「社会的な介在価値をつくる」
ということです。そしてその価値に対してお金が
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払われ、産業になり、持続的なビジネスになりま
す。私たちは社会やお客様にどんな価値を提供し、
どんな“ありがとう”をもらうのでしょうか。時
代の変化に伴い、望まれる価値の内容も変わって
きます。金融知識をつけ、市場の変化を読み取り、
自社の立ち位置を知り、専門性を高め、力をつけ、
自分の力が足りないところは他の人と組み、ネッ
トワークの力を生かすことによって社会的な介在
価値を高めていくことが、これからの時代に生き
残っていく条件になるでしょう。
　Apple社の創業者のスティーブ・ジョブズ※8の
最後の言葉には、「どうかこれからは家族を愛し、
配偶者を愛し、友人を愛し、そして全ての人を大
切にして欲しい」とあります。そのジョブズに
パーソナルコンピュータのアイデアを与えたとい
われているアラン・カーティス・ケイ※9は、「未
来は怖がるものではない。未来は創るものだ」と
言っています。本日の講師陣の話や全宅連不動産
総合研究所がまとめた報告書（RENOVATION）
には、クリエイティブな仕事、イノベーションし
た仕事をし、それをストーリーにして広めること
で、地域と家族を幸せにしている実践例がたくさ
ん詰まっています。このような例を参考にしなが
ら、これから皆さんがどのような未来を創り、ど
のような財産を子ども達に残していくのかという
ビジョンを考えて欲しいと思います。
　シンガポールでは、私が日経新聞に書いたエッ

セイ※10がきっかけとなり、国を挙げて“果たし
てシンガポールはこれから生き残ることができる
のか？”という議論が起こりました。そしてその
結論は「Yes,No or Maybe」というものでした。
つまり、“今この瞬間、あなたがどんな選択をす
るかによってシンガポールはこれからも成長し続
けるかもしれないし（Yes）、間違った選択をす
ると成長することができなくなるかもしれない

（No）。ただしその選択は今この瞬間にしなけれ
ばならず、その選択を先延ばしにするとどうなる
かわからない（Maybe）”ということです。
　同様に皆さんは“あなたのまちはこれから生き
残ることができるのか”ということを考えなくて
はなりません。今この瞬間、自分たちのまちをど
のようにしていくかということについて正しい選
択ができれば生き残れるでしょうし、間違った選
択をしてしまったり、行動ができなかったりする
と生き残れないかもしれません。
　繰り返しになりますが、科学技術はこれからど
んどん進歩します。自分が持つどの専門性をこれ
から磨いていけばいいのか、その専門性をどう生
かし、どのような価値を提供していけば、社会に
も貢献でき、商売にもつながるのか、ということ
を考えて下さい。私はいよいよ「中小宅建士の出
番がやってきた」と思っています。皆さんにはと
ても大きな潜在力があります。皆さんの中から
ローカルスターが生まれ、ネットワークを生かし
て行動していけば、地域を発展させることができ
るとても大きな力になると思います。

※１	 Lee Kuan Yew　シンガポール初代首相。在籍期間1959年-1990年
※２　N. Gregory Mankiw　ハーバード大学経済学部教授
※３　ロシアの作家レフ・トルストイの長編小説。1877年
※４　The Old Age Dependency Ratio　15～64歳の人口に対する65歳以上の

人口の割合。
※５　「日本の地価が３分の１になる! 2020年 東京オリンピック後の危機」（光文

社新書）2014年
※６　Michael A. Osborne　オックスフォード大学准教授
※７　Tom Mitchell　カーネギーメロン大学教授
※８　Steven Paul "Steve" Jobs　アップル社の共同設立者の１人。"The last 

wirds of Steve Jobs"
※９　Alan Curtis Kay　アメリカ合衆国の計算機科学者。マイクロコンピュータ

以前の時代に、個人の活動を支援する「パーソナルコンピュータ」という
概念を提唱した。（出典：wikipedia）

※10	 2015年9月1日日本経済新聞朝刊「経済教室」

投資市場に学ぶダウンサイジング社会におけるリスクマネジメント
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1952年千葉県生まれ。大学卒業後、1975年、千代田区役所に勤める。千代田まちづくり
サポート事業、現代版家守事業などの創設展開にかかわる。また、神田地域の人たちと『江
戸名所図会』で有名な斎藤月岑の研究会を設立。2004年、生誕200年を記念して居宅跡

（神田司町二丁目）に顕彰碑を建立。定年退職後は、ＮＰＯ神田学会理事、東都町造史研究
所理事など、都心町造の調査研究を行っている。共著書『コンバージョン、SOHOによる
地域再生』『神田まちなみ沿革図集』『外濠』。

小藤田正夫 氏

１．バブル後の神田のまちづくり

   私は1997年から８年間、千代田区の外郭団体
である「（財）千代田区街づくり推進公社」で、
地域に入るようなまちづくりの仕事をしていまし
た。当時はいわゆる「バブル景気」が崩壊した後
で、神田では、地上げで放火にあった建物や塩漬
けになったままの空き地や空きビルが点在し、夜
間人口の減少はもとより、印刷業や繊維業の地域

産業構成も大きく変わり、昼間人口も減少してい
る状況でした。そんな中で、地域コミュニティの
再生と新たな地域産業の育成に取り組まなくては
なりませんでした。
　バブル期に活用された制度の１つに総合設計制
度があります。小割された宅地をまとめ、周辺を
公開空地にして高層ビルを建て、住民は上層階に
住み、低層階を店舗、中間を事務所にすればいい
という発想です。しかし、地元の人たちに話をす

文・小藤田 正夫
（2018年２月寄稿）

神田発・現代版「家
や

守
も り

」による
エリアマネジメント

千代田区 環境まちづくり部／東京都千代田区

　「家
や

守
もり

」という言葉を、全国のまちづくりの施策で聞くようになった。家守は江戸時代における地主の代

理人で「家主」とも称され、落語に出てくる「大家」でもある。近年、多くの都市の中心市街地がシャッ

ター通りになり、遊休施設の活性化策として、不動産運用とエリアマネジメントの担い手としての家守と

いう役割が再評価され、既存施設を生かす「リノベーションまちづくり」が地域価値を高めるまちづくり

手法として注目されている。

　「家守」という言葉がまちづくりで初めて使われたのは、2003年3月、（財）千代田区街づくり推進公

社※1が実施した「千代田SOHOまちづくり検討委員会（座長・小林重敬）」からの提言書『中小ビル連携

による地域産業の活性化と地域コミュニティ再生 遊休施設オーナーのネットワーク化と家守によるSOHO

まちづくり施策の展開』※2であった。

本稿では、この提言書の検討経緯から現代版家守の概要と今日的な意味を再確認してみたい。
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ると「それは違う、人は上に住んだらおしまいだ」
と具体的な事例をあげて反論されました。「江戸か
らの商業地に生活しているのだから、洗濯物に陽
があたるのはいいが、商売物にあたったらだめ。
公園や路地に緑があるのはいいが、道路上に中途
半端な緑はいらない。道路が商売の場だ。コミュ
ニティに入りたければ、地べたで挨拶できなけれ
ばだめだ」と。
　そういえば、神保町の古本屋街や柳原通りの羅
紗屋街の店舗は北を向いています。秋葉原に移る
前の多町青果市場では、公道を使い相対で取引を
していました。確かに木造密集地で総合設計制度
を使うのには有効でしょうが、関東大震災後の区
画整理事業で道路率が33％（昭和11年時点）を
超える神田のような都心商業地では、単に前面道
路を広げる発想だけでは地域は活性化できないこ
とを、地域の方々から教えられました。

　図１に見るように、旧神田区の道路率は、駿河
台地区を除き大手町丸の内地区と比べても高いの
です。関東大震災後の区画整理は３ｍから44ｍの
多様な道路（公道）を神田につくることで成立し
ました。同じ道路率でも神田と大手町丸の内とは
都市の設計思想が異なりますが、その際、神田の
ように地権者の多い商業地に対応した都市計画制
度がないことに気付かされました。
　地域が活性化するために必要なのは、バブルが
前提とした法人会社を地域に取り入れることでは
ありません。職住一体であった神田のまちでは、
パソコン１つをかついで商売を始めるような個業
を行う人材の確保と、その受け皿となるスモール

図3／嘉永年間頃の神田商職の街構成（作図協力・深澤晃平）

図1／2003年頃の千代田区町丁別道路率

図2／江戸初期の中央通り両側町
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オフィス、ホームオフィス（最近はあまり聞かれ
なくなった言葉ですが）が必要なのではないかと
考えました。そのためには、神田のまちを構成し
ていた棟割長屋ならぬSOHO向けの仕掛けと、そ
れを運営する新しい中小ビルオーナーと連携した
不動産賃貸業・管理業が求められていました。

２．江戸・古い公共によるまちづくり

  バブル後の低成長期における新しいまちづくり
手法を模索する際、明治以降の近代化で失われた、
江戸という、低成長時代を支えた「古い公共」の
あり方がヒントとなりました。
　江戸を指して「八百八町」と、町の数が多いこ
とを特徴のようにいいますが、幕末期にはその倍
近い1,600余の町がありました。各町は将軍に対
して奉仕する必要があり、国役や公役という役は
ありましたが、幕府は地主から固定資産税にあた
る地子はとりませんでした。町は地域自治の単位
として存在し、そこで必要な上下水道管理、消防
経費、祭礼経費等の「町

ちょうにゅうりょう

入用」は、地主が間口割

で負担し、運営を行うというシステムでした。
　江戸の「町」は、図２で見るように間口60間

（両側で間口120間）、奥行20間の街区が道路
（往還）を挟む両側町が基本でした。京都や大阪な
どでは一筆の宅地を１人の地主が店、奥、箱庭、
離れ等に使いますが、江戸の町屋敷では、間口５
〜６間の短冊状の宅地を、表店と、路地を入ると
一面につくられた九尺二間（六畳程）の棟割長屋
の裏店が並び、宅地半ばに共同の井戸や便所、芥

ごみ

溜
ため

がつくられていました。江戸の町は、稼ぐため
の場所として低層高密度な土地利用が行われてい
たのです。（図３、図４、図５）
　武家地は幕府から一時的に拝領しているだけで
したが、町地は沽

こ

券
けん

地
ち

として町人の個人所有地で
した。現在の公図にあたる「沽

こ

券
けん

図
ず

」（図６）には、
町屋敷の区画割り、土地の寸法や形状、売買金額、

図5／斎藤市左衛門（月岑）所
蔵の沽券図（学習院大学図書館
蔵）

図4／神田三河町の町屋敷図
（『江戸住宅事情』東京都）

図6／町屋敷の入口、表店の横に木戸があり裏長屋に続いている（国会図書
館蔵）
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地主や家守の名前も書きこんであり、土地の売買
や譲渡があると「水帳（御

み

図
ず

帳
ちょう

）」（図７）に記載
し、支配名主が保管していました。
　新しく地主になる、すなわち土地を所有するに
は、その町の地主全員の同意が必要で、新たな所
有者はお披露目により町の構成員となることがで
きました。町中で犯罪が起これば全地主が連座し
て責任を負います。たとえ大金を積まれても、町
に素性の知れぬ者が入らないように、全員同意を
基本とする町政が成り立つようになっていたので
した。「コケンにかかわる」とは、ここから生まれ
た言葉です。
　「町」は、治安維持のために両側町の両端に木
戸が設置されており、夜間は門を閉めていました。
門際には木戸門の開閉の管理のために木戸番屋が
置かれ、また地主自身が公用・町用を勤めるため
の「自身番屋」があり、五人組にて月番で詰めて
いました。そこは、町奉行所からのお触れを伝え
たり、火消道具や捕物の道具を備えた現在の警察、
消防、区役所などの出張所機能を兼ねた場所に
なっていました。（図８、図９）
　地主の負担する「町入用」の原資は、店子の地
代・店賃でした。そのため地主は、店賃を確実に
納めてくれる店子を入れ、育てることが必要であ
り、収益を上げるにはより高い地代・店賃がとれ
るような町を目指す必要がありました。江戸の町
は運命共同体のようでいて、都市型の協同組合の

ようでした。
　地主が“地域に対して無限責任を負う”システ
ムでは、地主自身がタウンマネジメントの役割も
担う半官半民の町役人として位置づけられており、
町奉行所へ訴訟できる市民権を持っていました。
江戸の町は不在地主が多く、代理人として家守を
地面に張り付けざるを得なかったのです。狭い意
味での町人とは、居付地主たる「家持」と地主の
代理人たる家守を指していました。  
  江戸は身分により住む場所や所管となる役所が
違いました。町人の住む町地は町奉行が管轄して
おり、南北の町奉行所は、月番交代制で訴訟事を
引き受け、配下には与力が 50人、その下には同
心が200～300人いました。このわずかな人数で 

図8／自身番屋〈左〉、木戸〈中央〉、木戸番屋〈右〉（国会図書館蔵）

図9／自身番屋に詰め
る家守（国会図書館蔵）

図7／斎藤市左衛門所蔵の水帳写（神宮文庫所蔵）
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町人地を管轄するのは困難なので、「町
ちょうやくにん

役人」と呼
ばれる３人の町年寄と、250～300人の名主（平
均して６～７町を支配）を置きました。さらに、
幕末期の江戸には家守が２万人余りいたのです。
町人人口が50万人だとすれば、実に25人に１人
が家守だったことになります。
　家守は店子の日常的な面倒から奉行所への店子
の訴訟等、地主に代わり町役をこなしていました。
そのため宅地内の差配を行い、地代・店賃を集め、
地主から「年給二十両」、五節句の際の節句銭や
引っ越してくる際の樽代等の「余得十両」、長屋
の便所の糞尿を農家に売ることで「糞代十両、お
おむねおよそ三、四十両」の収入を得ていました
※3。（図10）

３．東京・現在の公共によるまちづくり

  明治に入り幕府が解体すると、沽券地であった
町人地の宅地を除き、武家地は全て上地となりま
した。 大名といっても土地を所有していたわけで
はなく、幕府から地上権を認められ屋敷を構えて
いただけでした。 しかし、旧武家地は広すぎてそ
のままでは家業を前提する地借店借としては使え
ません。従って明治のまちづくりは、宅地内を細
分化する道路づくりとセットで進行します。
　明治２年10月、江戸の公共を支えた「町奉行
所―町年寄―名主―家持・家守」によるシステム
は解体され、道路や上下水道の管理、警察、消防
などは東京府の仕事となり、家守は担っていた役
割から公的な仕事がなくなり、「家守・家主」の名
称は東京府により「地面差配人」へ変更されまし
た。 
　さらに、明治６年、全国レベルで地租改正が行
われます。近世の租税の形態は年貢として農地か
ら物納を基本とすることから、すべての土地に評
価額を定め、一定の率で地租を取る制度に変わり
ました。町人地は沽券図により取引額が明確でし
たが、武家地は取引の対象でなかったため、近隣

図10／古い公共構成
と家守の人間関係（作
図協力・深澤晃平） 図11／明治6年作成の多町二丁目辺の沽券図（東京都公文書館蔵）
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の取引額を参考にして定められました。これによ
り、東京の宅地全てに「地番」が付けられ、「東
京の町」は個々の宅地を束ねるための単なる名称
となり、武家地にも町名が付けられました。地租
は中央政府が集め、地域の行政需要に対し分配さ
れる税制が始まりました。これにより、「江戸の
町」は地域自治の単位でなくなると共に、「家持・
家守」はタウンマネジメントの主体から外されま
した。（図11）
　明治29年には民法が整備され、不動産の法的位
置付けが明確になり、不動産の売買や仲介を行う
業務が可能となりました。一方で江戸から家守業
を担っていた人の減少にともない不動産仲介業が
成立していきます。明治33年頃の神田中央通り

（現・神田須田町一丁目24番地辺）を撮影した写
真（図12）に、貸家周旋業・便利屋と呼ばれた
現在の不動産仲介業の看板が見えます。看板には

「（地）所建物売買貸借取扱」と書かれています。
東京神田の老舗である「藤川不動産」や「光正不
動産」もこの頃の創業のようで、非常に興味深い
写真です。
　地主や家守によるタウンマネジメントの主体が
消え、伝染病等が発生した場合に地域全体で対応
せざるをえない新たな地域主体として、地域住民
を中心とした「町会」が生まれます。町会は、東
京府が拾いきれなかった「伝達機能」や「祭礼」
執行の役割を担うようになりました。

　言い換えれば、近代化により「古い公共」を支
えた家守の末裔が、「区役所」と「町会」、それに

「不動産業」となったわけです。しかし、地域の安
全を支える主体は区役所や町会に残ったものの、
地主が連携して地域価値を高め、高い店賃のとれ
る地域を目指すというタウンマネジメントの直接
的な担い手は消えてしまいました。

４．「新しい公共」としての現代版家守

  バブル期は東京都心の事務所面積が足りなくな
るといわれ、米軍の空襲で焼けなかった都心エリ
アでは強引な再開発が進みました。戦後は持ち家
政策がとられ、宅地が細分化された職住一体の木
造建築物で構成されていましたが、バブル期は地
上げ屋により虫食い状態のようになり、神田地区
も空き地や空きビルが残るエリアとなってしまい
ました。
　塩漬け状態となった地域でのまちづくりをどう
展開するかという課題の前に、都市計画法や建築
基準法は建設時に使うもので、今ある施設を活用
するにはほとんど役だちません。また、産業振興
といっても、小売業振興策はあってもまちの界隈
を特徴づける卸問屋への支援策はなく、まして中
小ビル管理業への支援策は全くありませんでした。
　一方、バブル後は、小規模な在宅による「家業」

図12／明治33年頃の中央通り、限・須田町1-24辺（東京名所図会・著者蔵）
図13／三鷹SOHOパイロット
オフィスの見取り図
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ならぬ「個人業」が期待され、「テレワーク」と
いうITを使いこなすようなワークスタイルも語ら
れるようになりました。このような時代の変化の
中で1998年12月に、㈱まちづくり三鷹による

「SOHOのパイロットオフィス」（図13）が開設
され、見学する機会にめぐまれました。 ワンフロ
アを区割りしてSOHO事業者を集め、そこには井
戸端ならぬコピー機端があり、受付には家守のよ
うな役割の人がいます。これを見て、まさにこれ
は江戸宅地利用と同じだと感じました。
　これからの不動産業は従来型の仲介業ではなく、
テナントの力量を見抜き、育成し、地域の付加価
値を高められる新しい「現代版家
守」としての職能が必要です。し
かしながら、大手不動産業者は組
織で仕事をしているため動けませ
んし、このようなことに取り組も
うとしても、中小ビルには残念な
がら支える組織もなければ「現代
版家守」の担い手もいません。
　そこで、“バブル後の神田の空
きビルを活用するには、不動産経
営の経験のないオーナー（地主）

の代わりに、代理人としての家守をおいて、複数
の中小ビルを束ね運営すればいいのではないか。そ
して、地域内の家守が連携し、個々のビルのみな
らず、地域全体の価値を高めるエリアマネジメン
トを進めればいいのでないか”と考えたのです。

（図14、図15）
　一方行政は、「現代版家守」たる者を評価し、
彼らが活躍できる場を用意することが必要で、会
議室などの収益を上げるのが難しい共有施設や固
定資産税のかからない公共所有施設を活用すれば、
江戸のまちづくりのようなことができるのではな
いかと構想しました。
　ちょうど秋葉原に千代田区に寄付された戦前の
ビルがあったので、これを自らリノベーションし、

“地域活性化につながるSOHO事業者を育成する
施設として活用できる事業人材を公募する”とい
う実験事業を行うことにしました。10年間の定期
建物賃貸借契約にして、区の施設であることから
固定資産税相当分を助成する方法で賃料を安くし
て、財団が連携してまちづくりを推進することに
しました。その結果、2001年12月に誕生したの
が「リナックスカフェ」です。そして、この事業
の実績と課題を踏まえて2003年３月に前出の提
言書を出しました。委員会では、ビル所有者と家
守の事業展開にサブリースではない共同事業者と
しての役割の整理、担保を持たない家守事業者へ
の支援策、民間施設での運用可能性の検討等が行

図14／現代版家守の再生

図15／「SOHOまちづくり」事業のイメージ
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われ、2003年11月には、日本政策投資銀行によ
る家守事業を支援する「SOHOコンバージョン支
援センター」が開設されました。
　この提言書をもとに、構想を実際に試算した民
間施設が「REN－BASE UK01」として誕生し、
さらに発展して「セントラルイースト東京」とい
うアーティストを集積するプロジェクトや秋葉原
で現在進行中の「3331事業」に至っています。ま
た、提言書の内容を具体化すべく、区の施設であ
る「中小企業センター」を普通財産にし、地域の
中核施設としてSOHO用途にコンバージョンして
活用する家守事業者を公募しました。そこから
2004年「ちよだプラットフォームスクウェア」
が誕生し、2006年からは財団は「家守塾」を開き、

「現代版家守」の育成を始めました。これは、現在
全国展開されている「リノベーションスクール」
の先駆けとなったものでした。

５．まちづくりの目的「町々安全・商職繁昌」

　図16は、千代田区の半蔵門近くに鎮座する平河
天満宮の銅鳥居です。天保15年に建設され区の文
化財となっています。地域から寄進された鳥居の
右柱には、「町々安全・商職繁昌」と記されてい
ます。それは、生活している者の場としてエリア
が「安全」で、そこに暮らす町人＝商人・職人が

「繁昌」することを祈願したもので、今も昔も変わ
らない鎮守の意味を持ち、まちづくりの目的とも
いえるものです。
　残念ながら現在は、地域の安全と繁栄の両方を
担うべき組織が見当たりません。中小ビルオー
ナーはそれぞれが競争相手でもあり、個々の敷地
の枠を超えることは難しいようです。しかしなが
ら、江戸からの歴史を見ると、エリアマネジメン
トの担い手は、住民でもなく、テナントでもなく、
地域の不動産所有者だと私は考えています。
　不動産賃貸業・管理業は、江戸・東京を通して、
都市にとって最も重要な都市型産業です。個々の
オーナーが、不動産仲介業を通してテナントに向

き合うのではなく、地
域としてテナントに向
き合える仕掛けが、い
ま再び求められていま
す。自らの資産価値の
向上は、地域価値の向
上を抜きにして成立し
ません。地域に無限責
任を負うべき中小ビル
オ ー ナ ーが連 携して

「地域産業の活性化と
地域コミュニティの再
生」による地域価値の
向上を図るべく、オーナーの代理人たる「現代版
家守」が神田に再登場することを願ってやみませ
ん。
　本稿で紹介した「ちよだプラットフォームスク
ウェア」等の家守実験事業は、公共施設という固
定資産税のかからない施設を逆手にとって成立し
ました。今後の家守事業を支える原資は、都市計
画法などで、個々のオーナーが地域活性化に貢献
する施設をつくると容積が割増しとなり、整備が
できるというものではなく、逆に、エリアマネジ
メントの主体が、地域活性化に貢献する公共的施
設を既存の民間ビル内に設けた場合、そのビルの
固定資産税の一部を地域のエリアマネジメント経
費に使えるという、固定資産税を財源とする新し
いシステムが必要ではないかと考えています。つ
まり、地域が努力し路線評価額を上げることで直
接地域に還元されるシステムが、今求められてい
るのだと思います。地域内の資産活用が、競争で
はなく共有施設として位置づけられて適切に資産
評価がなされていく「新しい公共」による、大都
市内での地域競争を前提としたまちづくりの仕掛
けが必要なのではないかと考えています。

※１　現在「まちみらい千代田」
※２　https://www.mm-chiyoda.or.jp/wp-content/uploads/2014/05/
	 sohoteigen.pdf
※３　『近世風俗史一』喜多川守貞著（岩波文庫）

図16／平河天満宮の銅鳥居
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株式会社ブルースタジオ　クリエイティブディレクター 専務取締役 
1970年東京都生まれ。2000年ブルースタジオにて遊休不動産の再生流通活性化をテーマ
とした「リノベーション」事業を起業。建築設計のほか、不動産商品企画、コンサルティン
グ、グラフィックデザイン、プロパティマネジメントなども手掛ける。2015年、全国で展
開する地域再生ワークショップ「リノベーションスクール」の実績により日本建築学会教育
賞受賞。「ホシノタニ団地」では2016年度グッドデザイン金賞（経産大臣賞）を受賞。大
阪工業大学建築学科客員教授。東京理科大学建築学科非常勤講師。

大島芳彦 氏

“あなた、ここ、いま”の視点で
オンリーワンの価値を見つける

消費者の時代から
当事者の時代へ

株式会社ブルースタジオ／東京都中野区

「モノ」「コト」「時間」を� �
デザインする

　当社は一級建築士事務所として立ち上げてから
18年が経ちますが、「モノ」と「コト」と「時間」
の３つをデザインする会社と表現しています。ま
ず、一級建築士事務所としてモノの設計を行う
Hardware design。私たちは創業当時から既に、
建物を単純につくればいいという時代は終わり、
建物を使いこなすことを考える時代になったので
はないかと思っていました。次に、企画やマーケ
ティングなどを行うSoftware design。これはコ
トのデザインをする仕事で、通常はシンクタンク
や広告制作会社がするような内容です。そして３
つ目がSystem design。つまり時間のデザインを
する仕事で、不動産の仲介や賃貸住宅の管理にあ
たります。不動産は他の耐久消費財と違い消費す
る対象ではなく、誰かの手に渡っていくものです。
その継続性が不動産の特長で、不動産の仕事には

時間をデザインするという感覚をもつことが必要
です。当社は、物件の企画から不動産の仲介や管
理まで手掛けることで、物件を一貫性のある「物
語」に編集することができます。そして、この３
つのデザインの一体化が不動産の価値の最大化を
もたらすことになります。

空き家問題の本質とは

　空き家問題の本質を考える上で重要なのが、建
物や敷地は一体誰のものなのか？という問いです。
確かに不動産とは個々が権利を主張できるもので
すが、本当にその人だけのものだと言ってしまっ
ていいのでしょうか。どの地方にも文化財の指定
を受けるような大きな古民家があります。今では
それを維持するには大変なコストや労力がかかり
ますが、かつては農村社会全体で支えていました。
家族はもっと大勢いましたし、萱の屋根のふき替
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えや、年末の大掃除などは村人が総出で手伝って
いました。大きな家というのは社会的な側面があ
り、地域社会で維持されていました。
　それが近代化の過程で、個人の所有物としての
権利が守られるようになった反面、多くの負担を
個人に強いることになりました。これは大きな古
民家だけでなく、普通の家においても同様です。
例えば核家族の親がかつて個人の資産として郊外
に建てた家を子どもが相続しますが、子はすでに
都心に家を持っているため郊外に残った家がその
まま空き家になってしまいます。家が個から個へ
引き継がれると同時に、空き家という負担も個人
に押し付けることになっています。「核家族化」と

「持ち家」の幻想は空き家問題の本質なのです。
　そこで再認識すべきなのが、不動産は「社会的
な存在」だということです。それを前提に、社会
全体で建物や敷地をどう使いこなすか、どう活用
するかということを考えることが必要です。
　かつて日本の社会には「私」と「公」の間に

「共
とも

」にという意識があり、パブリックコモンがあ
りました。町内会や自治会の活動のように、地域
社会でお年寄りの面倒を見たり、お年寄りが子ど
もの面倒を見たりしながら、敷地を越えて地域の
問題を解決していこうという共助の関係です。し
かし、高度成長の過程で「共」にという意識が
徐々に失われ、公はそれを解決するために盛んに
ハコモノ施設をつくりました。しかし、このよう
な方法はもう制度としても財政的にも破綻しつつ
あり、これからは「共」にという関係を地域社会
の中で新たに再生していくことが大切になります。

時代の変化の中で� �
今までの常識を疑う

　日本はいよいよ人口減少の時代をむかえました。
明治時代の末から約100年かけて１億2800万人
まで増えた人口は、これから100年かけて元に戻
ろうとしています。今後は人口が右上がりの高度

成長時代につくられた常識は通じなくなるという
前提に立つべきだと思います。
　高度成長時代には、多くの設計事務所や不動産
会社はひたすら建物をつくることを考えていまし
たが、これからは「使いこなす」ことを考える時
代になっていきます。その違いが端的に表れてい
るのがリノベーションとリフォームの違いでしょ
う。RE（リ）はもう一度という意味で、リ・フォー
ムはもう一度新たな形（フォーム）にするという
建築上の作業を示しますが、リノベーションはRE
の後にイノベーションが続きます。つまり、もう
一度革新や刷新をしようという発想があり、リ
フォームとは全く違う意味を示す言葉です。
　空室を多く抱えた賃貸住宅に対して、リフォー
ムの考え方で対処すると、和室を洋室に変えると
か、ユニットバスを風呂トイレ別にするといった
ハードウエア面での解決方法になります。それに
対してリノベーションでは、まず何故その物件が
空室だらけになってしまったのかという状況を俯
瞰します。周辺がいつの間にかオフィス街になり
住宅のニーズがなくなったという状況であれば、
設備を変えるのではなく、用途変更して住宅をオ
フィスにした方がいいかもしれません。このよう
に今までの常識を疑い、状況を俯瞰して考えると
ころからスタートすることがリノベーションとい
う発想です。

不動産の価値とは

　不動産の本質的な価値はどこにあるのでしょう
か？　敷地でしょうか、建物でしょうか？　不動
産価値の本質は敷地や建物そのものにあるのでは
ありません。その敷地がある周りのエリアにこそ
価値があるのです。何故なら、その不動産がある
まちが衰退してしまえば、どんなに建物が高性能、
高品質であっても、どんなに敷地が広くても価値
はなくなってしまいます。つまり「敷地に価値は
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なく、エリアに価値がある」ということです。
　そして、エリアの価値を形成するのは“人”で
す。まちは建物の集合体ではなく、人が住んでい
てこそまちになります。エリアとは人が集積して
いる場所であり、エリアの価値は人と人のコミュ
ニケーションといっても過言ではありません。
　さらに不動産には「結果に価値無し、プロセス
に価値あり」という側面もあります。賃貸住宅で
あれば満室稼働していることがいい結果なので
しょうが、通常は不動産を長期にわたり保有する
ことを考えると、現在満室だとしても５年後に空
室だらけではそのプロジェクトは失敗かもしれま
せん。不動産の価値とは成功・失敗ではなく、継
続して生きたものとする事ができているかどうか、
つまりマネジメントのプロセスそのものに価値が
あるといえるわけです。

地域の価値を見立てる

　地域の価値を形づくるのは「蓄積」の価値、つ
まり“蓄積していくということの価値”だと思い
ます。この蓄積の価値と人の価値を合わせて別の
言葉に言い換えると「日常」という言葉になりま

す。人々の暮らしというのは偉大なる日常であり、
それを積み重ねていくことが価値になります。
1920年代に柳宗悦が中心となり民藝運動をおこし
ました。全国各地の焼き物や織物、漆器や木竹工
などの日用雑器など、それまで美術史が評価して
こなかった無名の職人による「用の美」を発掘し
世に紹介する動きです。民藝とは、日本人が積み
重ねてきた生活文化の美、機能美であり、その蓄
積にこそ宿るという美に対する意識です。先人た
ちが工夫に工夫を重ね積み上げてきた多くの価値
を再発見し、再編集し、新たな価値をつくり出す
ことがこれからの時代には必要になります。
　そのためには「見立てる」ことが重要です。私
たちが進めている“リノベーションによるまちづ
くり”は、地域にある空間資源や人的資源など、
地域に眠っている潜在価値をもう一度再発見し、
見立て、編集し直すことによって地域の価値は再
生するという発想です。地域に普通に存在する、
場合によっては打ち捨てられたものを見立てて美
しいと感じる、この発想が持てるのであれば、埃
だらけの空き家に対しても、美しいとか、面白い
という感覚が生まれても不思議ではありません。
　ここ数年、全国の自治体は“リノベーションに
よるまちづくり”を模索し始めました。もうハコ

【事例①：うめこみち】
東京都大田区にある旧家の、江戸時代から７代続く家主の資産運用プロジェク
ト。戦前から残る築90年の母屋、戦中に建てられた賃貸住宅、これからつく
る賃貸物件を１つの家族と見立て、メゾネットと戸建ての賃貸住宅を建て、駐
車場をコモンガーデンにした。建物完成のタイミングで家主が近所の人たちに
声をかけ、コモンスペースで餅つきをしてふるまうことで地域の交流が図られた。
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モノでは地域は発展しない、そればかりか負担ば
かりが増大する。これからは公主導の大きなまち
づくりではなく、民間主導の小さなまちづくりが
必要だと行政も気付き始めています。民間の活力
を生かすということは、新たにハコモノをつくる
のではなく、既存の建物を見立てて使いこなすこ
とによって地域を活性化させるまちづくりの手法
です。

リノベーションによる� �
まちづくり

　見立てることから始まるまちづくりはどのよう
に進めればいいのでしょうか。私は地方自治体の
依頼を受けて、今まで40都市以上の中心市街地を
訪れていますが、まず初めに行うのが「宝探し」
です。それは普段その地域で暮らしている人にとっ
て当たり前すぎて見えない、日常の中で忘れられ
ている潜在的な地域の価値を見つける作業です。
地域の人たちと一緒に、楽しみながらまち歩きを
行います。
　次に全員が会場に集まり「大

おお

喜
ぎ

利
り

」をします。
笑点のコーナーに“なぞかけ”というものがあり
ます。司会者が「・・とかけて・・と説く、その
心は？」と問いかけ、その答えが非常に面白かっ
たり納得感の高いものだったりすると会場が沸い
て解答者は座布団がもらえます。それをまちづく
りにも生かします。つまり、「・・とかけて」とい
うのは見つけた宝物のこと、「・・と説く」という
のは見立てるということです。そして「その心
は？」とは伝えることで、プレゼンテーションで
す。それを聞いて会場が沸けば共感になります。地
域の人にとって当たり前の景色になってしまった
あの空き家をどう見立て、どう使うのかというプ
レゼンテーションを行い、会場が沸けば、“なる
ほどね”という共感を得たことになります。そし
て共感した人たちが家に帰り、家族や友達に話を
すれば共感の輪が広がります。

　私たちが賃貸住宅の企画運営に関わる場合は、
入居者を募集するのではなく、共感者を募集する
のだと考えます。共感の対義語は消費です。高度
成長時代は消費者をどう囲い込むかということが
重要でしたが、これからは共感によって生まれる
当事者を集めることが大事です。消費者は何も生
み出しません。当事者は自らの力で状況をつくり
出します。つまり“みんな同じまちに住む人々な
のだからまちを良くすることを一緒に考え行動し
ようじゃないか”という「共

とも

」にの意識です。そし
て、当事者を増やすためには、親しみの持てるわ
かりやすいビジョンや物語を作ることが必要です。

共感者を集める物語をつくる

　ビジョンや物語を作るには３つの視点から考え
ます。その不動産に関して、「あなたでなければ」

「その場所でなければ」、そして「今このタイミン

【事例②：ホシノタニ団地】
小田急線座間駅前にある築45年の社員寮を賃貸住宅にリノベーションした。
駐車場を「子どもたちが安全に遊べる駅前広場」にし、まちに開くことで賃貸
住宅と地域住人との“境界をボカ”した。2016年グッドデザイン金賞受賞。
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グでなければ」、この３点において他と何が違うの
か、オンリーワンの価値は何かということを明ら
かにします。しかもできるだけわかり易い言葉で。
　何故この３つの視点が必要なのかというと、高
度成長時代には豊かさの象徴として「あなたでな
くても、ここでなくても、今でなくても」いいも
のを求めてきました。そして、高性能で同質なも
のを、全国どこでも、昼間でも深夜でも手に入れ
られる状況をつくってきました。賃貸住宅やまち
についても同様です。東京と同じ価値基準で物件
やまちづくりをしてしまったために、どこも特長
がなく選ばれないまちになってしまいました。
　「あなたでなければ」「その場所でなければ」「今
でなければ」ということは、言い換えると「人の
価値」「場所の価値」「時間の価値」ということに
なります。さらに別の言い方をすれば「キャスト」

「シーン」「シナリオ」です。キャストは登場人物、
シーンは舞台装置、そして時間の流れを生み出す
シナリオです。つまり物語です。“あなた、ここ、
いま”の３点においてオンリーワンであるという
理由を明確にわかりやすく整理するだけで、物件
が物語を持ち共感を呼びます。そして物語をもっ
た物件や地域には、“主体性をもった当事者による
共感によってつながれた持続性のあるコミュニ
ケーション”が生まれます。

これからの不動産会社に� �
求められるもの

　不動産会社は、建物や土地を客観的に見ること
ができるという意味では「社会的な存在」です。
遊休資産の活用策を考えるには個人のオーナーだ
けでは無理ですから、社会的な存在である不動産
会社が積極的に関わることが大切です。
　また、まちの担い手になるという意識を持つこ
とも重要です。個人の資産を上手に管理すること
だけが不動産会社の役割ではなく、その資産も地
域を構成する要素の一つであり、地域の価値が無
くなってしまえば、その不動産の価値をもたらす
基盤そのものを失ってしまうことに気付いてほし
いと思います。まちの担い手になれる不動産会社
が積極的に、地域の未来がどうあるべきなのかに
ついて考えて動かないと、そのまちは人に選ばれ
ないまちになってしまいます。
　そのためにはオーナーの意識の変革を促す必要
があります。どのまちにも昔ながらの資産家や名
士といわれる人たちが多くいます。その人たちの
悩みの一つが相続問題です。しかし残念ながらほ
とんどの場合、古い立派な屋敷や森が失われて、
分譲マンションや細分化されてどこにでもある戸
建て住宅に変わっていきます。そうなる前に、古

【事例③：シーナと一平】
東京都豊島区主催の“リノベーションまちづくり”で生まれたプロ
ジェクト。椎名町の商店街にある店舗併用住宅を地域の拠点にリノ
ベーションした。高齢者は多いがまだ活気がある商店街であり、近
隣にはマンションが多く子育て世代が流入し、池袋の近くでインバ
ウンド需要が期待できる。そこで、高齢者と子育て世代、日常を経
験できる商店街とインバウンド需要をつなぐ装置として、１階をミシ
ンカフェ、２階をゲストハウスに用途変更した。
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い屋敷に対して活用策を積極的に提案し収益を生
むモデルにできれば、資産の承継だけでなく地域
社会の文化も守ることができます。古い屋敷がま
ちの魅力になり、選ばれるまちとして存続するた
めの要素になることで、オーナーは地域社会のア
イデンティティの一部を担うことができます。
　そのような、誰が見ても素晴らしい古くて大き
い家を、空いているなら是非使いたいと思う人は
たくさんいます。特に地方都市に対して熱いまな
ざしを向けているのは20代の若者です。しかし、
そういう人たちと物件のマッチングが上手くでき
ていません。その橋渡しの役割を果たすことがで
きるのも不動産会社です。
　“あなた、ここ、いま”という視点で物件や地域
のビジョンをつくるには、特殊な才能や特別なこ
とが求められているわけではありません。そこに
住む人たちの日常生活に目を向けて好奇心を持っ
て掘り下げればいいのです。そのためには、まず
地域に興味をもち、それまでまちづくりに関心が
なかった人や、行政がやってくれるものだと人任
せだった人たちの意識が変わることが大切です。

豊かなコミュニケーションを� �
つくる

　オーナーには“塀をなくしましょう。門をあけ
ましょう”ということをお願いしています。今ま
では、個々のセキュリティやプライバシーを確保
することが安心で豊かさの象徴でした。そのため
に境界線を明確にし、壁を厚く、塀を高く、鍵や
防犯カメラをいくつもつけてきました。しかし、
本当の暮らしの豊かさは「コミュニケーション」
の中にあります。家族や親しい近所の人と話した
り、一緒に食事をしたりといったコミュニケー
ションが豊かであれば、暮らしは豊かだと感じる
はずです。セキュリティやプライバシーのために
境界を明確にするということは、そのコミュニ
ケーションを絶つことを意味しています。

　地域福祉もハコモノやサービスに頼るのではな
く、地域の中のコミュニケーションによって互助
や共助の関係を築いていくことが地域社会の中で
暮らす安心感をもたらします。社会福祉制度の問
題も空き家の問題も、個の権利を守り境界線を明
らかにしてきたがゆえにその責任が個におしつけ
られ、表出したものです。日本は都心でも地方で
もお互いがあまり干渉せず、関係性を排除してき
ました。これからは、まちの中で挨拶できる関係、
まちにどんな人が住んでいるのかがお互いにわかっ
ている関係性をどう再構築するかという事がとて
も重要になります。

パブリックマインドを持つ

　古くからの地主や資産家は、町内会や商店会の
会長を何年間も務めたり、氏子総代やお祭りの家
長をしてきた、本来地域社会の中で発言力がある
人たちです。その人たちが積極的に地域に対して
心を開いていけば、まちにいろいろな変化が起き
てきます。自分の資産や不動産の価値を高めてい
くためには地域社会との関係性が不可欠なものだ
というパブリックマインドを持ち、地域をどうし
たいと思っているのか、そのために自分の資産を
どう位置付けていくのかなどについて自ら情報発
信をしていけば、賛同してくれる人が生まれてき
ます。ヨーロッパではこれを“ノブリス・オブリー
ジュ（富める者の義務）”といい、ごく当たり前に
資産家が持つべきスタンスと考えられています。
　不動産会社も“何もしなくていいのであなたの
資産運用を任せてください”ではなく、「地域社会
を良い方向に変えるためのサポートをします」と、
パブリックマインドを持って接することでオー
ナーの心を動かしていくことが大切です。それが
できるのはむしろ60代以上の、戦後の日本の社会
の仕組みをつくってきた老舗の不動産会社の方々
なのかもしれません。
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章（あや）司法書士事務所代表。神戸海星女子学院卒業後、オリックス･ブルーウェーブ球
団の広報を経て、平成13年、司法書士に。司法書士事務所に４年半勤務したのち、平成18
年10月大阪市中央区で独立開業。平成24年5月事務所を東京に移転。登記以外はもちろん
賃貸トラブルの訴訟も得意とする。特に家賃滞納による建物明渡し訴訟は、延べ2,000件
を超えて受託。実務を通しての講演には定評がある。また、社会的弱者の支援にも力を注い
でいる。著書に『2000人の家主さんを救った司法書士が教える 賃貸トラブルを防ぐ・解
決する　安心ガイド』（日本実業出版社）。

家賃滞納者の現状について

　私は2001年に司法書士試験に合格し、不動産
の領域で仕事をしていましたが、翌年の司法書士
法改正で簡易裁判所での訴訟代理権が認められた
ことなどが契機となり、滞納家賃の回収や建物の
明け渡しなど賃貸トラブルに関する業務に深く関
わるようになりました。この分野は他の司法書士
がほとんど取り扱わないために、ここ15年で問題
を解決した家主の数は2,000人を超えました。
　賃貸を取り巻く状況は、ここ10年で大きく変わ
りました。家賃の滞納が増加している背景につい
て、これまで対処してきた経験から以下のポイン
トがあげられます。
（1）賃貸物件と家賃保証会社の増加
　低金利や相続税の増税などの影響で、ここ数年、
新築物件を中心に賃貸の物件数が大幅に増加しま
した。特に投資用のアパートやワンルームマン

ションは、家賃保証会社を入れることが当たり前
になり、経済的基盤がない人も容易に部屋が借り
られるようになったのです。昔は、自立できるま
では親元から通い、やがて徐々に経済的基盤がで
き、親などに連帯保証人になってもらいながら初
めて部屋を借りることができました。大家や不動
産業者側もいざという時は連帯保証人しかいない
ので、しっかりと入居審査をしていました。
　それが、家賃保証会社ができたことにより、特
に投資用物件のオーナーなどは、いざとなれば家
賃保証会社が支払ってくれるからと、審査も他力
本願になってしまいました。
（2）家賃保証会社の制度が未整備
　家賃保証会社は、2017年から任意の登録制度が
できましたが、基本的に資本金等の規制がありま
せん。やはり、物件競争が激しくなれば審査も甘
くなり、事故も増えます。また、信用情報や事故
の情報が会社間で共有されないために、同じ人に
複数の会社が被害を被るケースが出ています。

コミュニケーションと泥臭い仕事に
ビジネスチャンスがある

人と向き合い、人に寄り添い
賃貸トラブルを解決する

太田垣章子 氏

章司法書士事務所／東京都千代田区
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（3）家族関係が希薄になった
　社会状況の変化とともに、家族関係がとても希
薄になっています。本来であれば、親は経済的に
子をサポートし、親が高齢になれば逆に子が面倒
をみます。しかし、高齢の入居者に滞納が起きて
緊急連絡先の子どもに電話しても、“何年も前に縁
を切ったから知らない”と言われたり、若い子が
滞納した場合に親に連絡しても、“何年も前に家出
をしたのでもういいです”などと言われてしまう
ことがあります。お互い責任を負うのが嫌なのか、
家族関係が希薄になり、社会全体のモラルが著し
く低下していることを感じます。
（4）審査逃れのテクニックの多様化
　事故案件を受託すると、私たちは戸籍や住民票
を追っていきますが、今は戸籍の名前を簡単に変
えられるようになったので、本人の特定が難しく
なることが多々あります。さらに、極端な話です
が偽造の技術も向上し、印鑑証明書や住民票が本
物と偽物の区別がつかないほどの精巧なものもあ
りました。
　また最近多いのは、審査の通らない人が、いわ
ゆる替え玉を使って契約するケースです。賃貸の
客付け会社と管理会社が違う場合などは、契約者
と違う人が入居していてもわからない場合がでて
きます。昔は自主管理が多く、大家は直接入居者
に部屋を案内していましたし、賃貸借契約書も直
接交わしていました。しかし、最近は管理会社に
丸投げなので、大家は借主の顔を知りません。契
約者と入居者が違えば家賃保証会社は免責される
ことがあるので、大家は家賃保証会社を入れると
安心だと思っていても、実際は全く保証されない
ということが起こります。これも大家が仲介会社
や家賃保証会社に丸投げした弊害だと思います。
　このようにここ十数年の間で、賃貸経営のあり
方が大幅に変わりました。昔は大家が入居者を審
査し、契約し、入居後も通い帳のようなものを持
って家賃を取り立てに行き、入金すればハンコを
押すといった入居者との最低限のコミュニケーシ

ョンがありました。
しかし投資用物件も
増え、募集は仲介会
社、管理は賃貸管理
会社、連帯保証の代
わりに家賃保証会社
を入れ、家賃は自動
引き落とし、という
ように、貸主と借主
の関係性がなくなっ
てしまいました。ま
た、借主側も家族関係が希薄になり、家賃保証会
社の審査さえ通れば簡単に家を借りられるので、
匿名性が強くなった分モラルも低下し、トラブル
も増えてきたと思います。
　実際に、滞納していたお嬢さんの親に電話をす
ると「もう部屋を貸さないで欲しい」といわれる
こともありました。簡単に部屋を貸してもらえる
と、女性は風俗などすぐ働ける場があるので、自
宅に連れ戻してもスマホ１つ持ってすぐ出て行っ
てしまうようです。また、私がこの仕事を始めた
頃は、滞納して明け渡しになった方は申し訳ない
という気持ちで、“せめてきれいにしてお返ししま
す”と掃除をして出ていく方が多かったのですが、
最近の強制執行の例では、執行直前まで部屋で
コーヒーを飲んで、家財を全て残しそのままの状
態で出ていくようなケースもありました。

家賃滞納者への対処で必要なのは�
寄り添う気持ち

　滞納家賃を100％回収することは非常に難しく、
仮に裁判で強制執行となっても大半は差し押さえ
るべきものがありません。一方、事故の解決が遅
れると滞納賃料が毎月加算されるため、家主の負
担も大きくなります。つまり家賃の回収は時間と
の戦いで、彼らに１日でも早く出ていってもらう
ことが重要です。

著書『賃貸トラブルを防ぐ・解決する安
心ガイド』（日本実業出版社）
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　確かにこちらは法律上家賃滞納者に退去を求め
ることができる立場ですが、権利を主張すると必
ず反発されます。そこで一番いい方法は、裁判所
への申し立てと並行して本人と交渉し、出て行っ
てもらえれば裁判は取り下げるというやり方です。
そうすることが、彼らにとっても強制執行という
ペナルティが付くことを避けられ、その後の人生
をやり直すチャンスにもつながります。
　そのため裁判の申し立ては必ず行います。家賃
滞納の場合、借金と違って督促が厳しいわけでは
ないので、滞納者も普段と変わらない生活を送る
ことができます。やはりお尻に火をつけて、返さ
ないといけないという気持ちを持たせる必要があ
ります。その一方で彼らと人間関係や信頼関係を
構築して「大家さんにごめんなさいして、退去し
て少しずつでいいから毎月返していこうよ」「借金
を踏み倒したままで人生なんて回らないから、清
算して人生リセットしようよ」と、相手の懐に
入って交渉した方がスムーズな退去につながり、
滞納家賃の回収率もすごく上がります。絶対に力
だけで押しては駄目で、寄り添うことが大切です。
　それに、滞納者の中には高齢者やシングルマ
ザーのような追い詰められた人たちもいます。そ
の人たちを力ずくで追い出すことはやはりできま
せん。その時は、一緒に不動産会社を回り、家賃
が安い部屋を探します。また、精神疾患がある人
の場合などには、サポートしてくれるNPOの人と
次の部屋を探すこともあります。大家も入居者も
win-winの形にするには、何度も現場に足を運び、
滞納者に寄り添いながら交渉し、場合によっては
転居先も一緒に探すという地道な作業の積み重ね
が、結果として早期解決につながります。

高齢者の入居を支援する� �
『R65＋』を設立

　賃貸トラブルの問題に取り組むようになり、ハ
ウスメーカーなどから建て替え時の立ち退き交渉

の依頼をいただくようになりました。新たに建築
の契約をしても立ち退きがうまくいかずに塩漬け
になっている案件が多く、交渉を不動産会社が行
うと非弁行為になるし、弁護士に頼むと裁判にな
り立ち退き料が法外な金額になります。ただ、立
ち退き交渉の案件は、高齢者がそこに住んでいる
場合がほとんどです。しかし彼らは“引っ越しは
もう嫌だ”“病院が近くにある”などの理由で動き
たがりませんし、それまで家賃の滞納もない、い
い入居者です。そのために、足しげく通い、頭を
下げて、今と環境が変わらないところに部屋を見
つけることで、やっと移ってくれます。しかしそ
のような物件を見つけるのは宝くじを当てるより
大変です。
　このような問題を通じて、高齢者やシングルマ
ザーといった社会的弱者が借りられる物件が非常
に少ない現実にも気付きましたし、「R65不動産」
という65歳以上の高齢者の住宅斡旋を専門にやっ
ている山本透氏※1とも知り合いだったことから、
仲間のFPなどが集まり情報交換をするようになり
ました。そこで、借主だけでなく家主側が安心し
て貸せる仕組みも必要ではないかという話になり、

「R65不動産」にプラス要素を加えて「R65＋
（プラス）」という会社を2017年に設立しました。
同社が間に入り、高齢者でも可という部屋を家主
から借り上げて転貸する仕組みです。一般的に賃
貸物件は１階の部屋が埋まりにくいですが、高齢
者はむしろ１階に住みたい人が多いので、空き室
の解消にもなります。また、高齢者の孤独死によ
り物件の価値が毀損することを心配する大家のた
めに、地域の介
護事業者と連携
した見守りサー
ビスや遺品整理
業務なども請け
負います。

「R65＋」に集まったメンバー
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高齢者の入居を促進するためには�
法制度の見直しが必要

─高齢者の入居を拒む本当の理由

　大家が高齢者に部屋を貸したくない最も大きな
理由は、“賃貸借契約が相続される”という民法の
規定です。孤独死を理由にする大家もいますが、
実際は40～50歳台の独身男性が最も多く、高齢
者はヘルパーや福祉の方が出入りするのでむしろ
病院で亡くなる人のほうが多いのです。
　入居者が死亡すると、その瞬間に賃貸借契約も
部屋の遺留品も全て相続人に引き継がれます。す
ると、大家は相続人を探しあてて賃貸借契約の解
約の手続きをしなくてはなりません。しかし、一
人暮らしの高齢者の場合、過去に何かにつまずい
てしまった人も多く、親子関係が希薄な場合が多
いです。また、入居の際には連帯保証人や緊急連
絡先をとりますが、電話がつながらないことも多
いですし、役所に行っても個人情報の問題で連絡
先をなかなか教えてもらえません。子どもの連絡
先がやっと見つかっても子どもたちは相続放棄す
ることがほとんどで、明け渡し訴訟を起こしたく
ても被告不明では申し立てられませんし、相続財
産管理人をたてようとしても報酬がもらえる見込
みがなければ辞任してしまいます。そうこうして
いる内に、家賃が払われず、滞納の期間は増えて、
大家からすると踏んだり蹴ったりの状態になりま
す。その結果、大家もその間に入る仲介会社も高
齢者は死亡後が面倒くさいから斡旋はしたくない
という事になってしまいます。人口が増加した高
度成長時代は確かに賃借権は財産でしたが、これ
だけ空き家が増え、高齢者が増加する状況を踏ま
えると、“一代限りの賃借権”を認めるなど、法制
度を抜本的に変えていく必要があると思います。

─社会的弱者を救出する仕組みが必要

　高齢者の問題と共にこれからの10年を考える上
で留意すべき点がいくつかあります。まず、増加

する外国人に対する住宅斡旋の問題です。GTN※2

のように外国人専門の家賃保証会社が出てきまし
たが、まだ大家の理解は低い状況です。また、精
神に疾患を抱える人たちも社会の中で放置されつ
つあり、NPOや福祉の人たちが必死で支援してい
ます。しかし、その人たちの住宅を民間のオーナー
だけに依存するだけでなく、行政も所有者不明の
建物などを利用してグループホームにするなどの
打ち手が必要でしょう。
　シングルマザーも経済的にも精神的にも追い込
まれ、貧困の連鎖から抜けきれない現実がありま
す。家賃補助がある公営住宅に入ろうとしても、
３親等以内の保証人を求め、中には非課税世帯は
除くという条件がつく自治体もあります。そのた
めに彼女たちは、年収制限にかかり審査に通りま
せん。本来対象にすべき人が入れず、収入の多い
人が家賃補助を受けて入居できるという矛盾が生
じています。そのために、例えば、行政が空き家
を借り上げて、子育ての期間や経済的に自立でき
るまでは安い賃料で生活できるような手を打って
欲しいと思います。

泥臭い仕事が管理会社の� �
付加価値を上げる

　不動産業界にもIT技術が浸透し、これからはAI
で代替される業務は人間の仕事からはなくなって
いくと思います。司法書士の仕事も登記などの業
務はもっと簡略化されていくでしょう。そうなる
と、最終的には泥臭い部分だけがビジネスとして
残り、そこでしかお金がもらえないようになると
思います。
　これから不動産会社や大家が生き残っていくた
めに最も重要になるのがコミュニケーションだと
思います。大家は緊急連絡先や連帯保証人への連
絡を定期的に行えば、入居者の状況がわかり保証
人側も安心します。保証人も、いきなり大家から

“滞納があります、何とかしてください”と言われ
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代 表 者：太田垣　章子
所 在 地：東京都千代田区隼町3-19隼東幸ビル3階
		  （2018年5月7日より）
電 話：03-5215-7656
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業務内容：賃貸トラブルの訴訟代理、不動産登記、商業法人登記、相続

登記・遺言作成・任意後見、離婚調停・親権問題など法律上
の書類作成や手続きを行う。

章司法書士事務所

※１　株式会社R65 代表取締役。本社：東京都杉並区
※２　株式会社グローバルトラストネットワークス 代表取締役 後藤裕幸氏。本社

東京都豊島区

てもびっくりします。家主と入居者の間について
も、トラブルの有無は日頃からのコミュニケー
ションの密度に比例します。そのためにはまず、
大家自らが積極的に入居者に声をかけて心の距離
を縮めていくことが大切です。
　管理会社も、管理を請け負ったら定期清掃をし
て済ませるだけではなく、こまめに現場に足を運
んで物件の小さな変化やクレームの有無などを定
期的に報告書にまとめれば、大家に対していいア
ピールになります。よくセミナーでは、エントラ
ンスや駐輪場、共用部などを定期的に同じ角度で
写真を撮ることを勧めています。定点撮影は変化
を捉えますから、トラブルを未然に防ぐことがで
きます。さらにその写真をデータ化し、報告書に
加えていくのです。そのように日常業務の中にプ
ラスαの仕事を加えていくだけでも他社との差別
化になりますし、そこに入居者とのコミュニケー
ションが加われば完璧です。
　私はこれまで家賃滞納の明け渡しを2,000件以
上行い、問題のある物件ばかりを見てきました。し
たがってトラブルになる物件の共通点がわかりま
す。それを皆さんに伝えたくて著書にしました。犯
罪者が狙うのは、管理が行き届いておらず、大家
も管理会社も顔を出さない、死角の多い物件です。
ポストにチラシもたまっておらず、ごみステー
ションもピカピカで、入居者同士があいさつする
物件には犯罪者は寄ってきません。
　そして借主も、物件を探す際にはいい人がいる
物件に住みたいと思います。管理が行き届いてい

る物件は入居者がすぐ決まり、その入居者が生き
た広告塔になりまた新たにいい人を呼ぶという好
循環が生まれます。さらにそこにコミュニケー
ションが生まれれば、物件の価値が上がります。
そのような好循環を管理会社が実現できるのであ
れば管理料を10％にしても安いと思ってもらえる
はずです。その意味でビジネスチャンスがやって
きたと思います。そして、管理会社も意識改革し、
手間ひまかけることを厭わないようになるべきだ
と思います。
　私はシングルマザーとして、苦労して仕事と子
育てを両立してきました。その中で感じたことは、
やはり親が元気じゃないと健全な子どもは育って
いかないということです。そして、それには住む
場所は非常に重要な要素になります。そのために
これからも人と向き合い、賃貸トラブルをなくし、
幸せな人を増やしていきたいと思います。 

セミナーの様子
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1948年鹿児島県薩摩川内市生まれの団塊世代。高校卒業後、東京に憧れ城南信用金庫に入
職。2003年に退職後、有限会社MYJホームを設立し、代表取締役に就任。住み手・貸し
手の双方が満足できる住まいの可能性を探り、取り組んでいる。趣味は、農家の出身である
ことから季節の野菜を栽培する家庭菜園。週２日ほどは畑で汗を流す。

手探りでスタートした� �
高齢者支援

─どのような経緯で高齢者の住宅斡旋を始めた

のですか?

　私は地元の信用金庫に30年以上勤め、55歳で
退職した後2003年に創業しました。信用金庫の
顧客は主に中小企業で、在職中からお金と不動産
は近い関係にあると感じていましたので、金融機
関での経験がお客様の困りごとに役立つのではな
いかと思ったことが、不動産業を始めた理由です。
　最初は駐車場やアパートの管理から始め、２～
３年後にインターネットを導入すると徐々に賃貸
仲介件数が増えていきました。管理戸数は３カ年
計画を立て増やしていき、現時点でオーナー22人、
管理戸数51戸、駐車場は８カ所・108区画になり
ました。管理手数料は０%～５％の範囲でサービ
ス内容と家賃によって変えています。　　
　創業当時はまだネットがそれほど普及していな

かったため、そこそこの集客が見込めましたが、
徐々に競争が激しくなり、何か特色を出していか
ないとこれからは厳しくなると考え、ネット営業
は息子に任せ、私は高齢者向けの住宅斡旋を主体
にすることにしました。しかし、高齢者を入居さ
せようと同業者にお願いしてもなかなか承諾を得
られませんでした。ただそれは仲介業者側が勝手
に判断しているだけだと思い、直接知り合いの
オーナーに相談すると、「入居してもらっても大丈
夫」と理解を得ることができたので、そこから本
格的に取り組むようになりました。

─高齢者向けの物件を確保するのは大変だった

のではないでしょうか。

　当社は㈱住宅債権管理回収機構のグループ企業
である㈱ユア・パートナーズと、東京・神奈川で
の任意売却や、競売による取得物件の売却に関し
て業務提携をしています。同社から2017年10月
の新住宅セーフティネット法の施行と同時に、

金融の経験生かし
“入居から終活まで”サポートする

貸主・借主双方が安心できる、
高齢者の住宅確保の仕組み

宮路常幸 氏

有限会社MYJホーム／神奈川県大和市
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「取得した物件の管理を請け負い、できればそこに
高齢者を入居させてほしい」という依頼がありま
した。その結果、新たに高齢者向けの物件を確保
する道筋ができました。
　高齢者の入居斡旋に本格的に取り組んでみると、
単に部屋探しをするだけでは片手落ちで、それ以
外にもさまざまな支援が必要なことがわかりまし
た。そこで金融機関にいた経験を生かし「20の
サービス」を組み立てました。行政や社会福祉法
人、弁護士や司法書士などいろいろな機関と提携
しながら包括的なサポートの仕組みが出来上がり
つつあります。

“入居から終活まで”支える� �
「20のサービス」

─具体的なサービス内容を教えてください。

　当社のサービスは基本的には、高齢者本人に対
する入居から死後を見据えた支援サービスと、高
齢者に部屋を貸すときのオーナーの不安を解消す
るためのサービスになります。具体的には、①家
賃保証や身元引受などの入居支援サービス　②
「ドリームセンサー」やホームヘルパー、看護師
などによる介護・医療・生活支援といった見守り
サービス　③将来の不安解消のための任意後見人
制度や家族信託、遺言書作成、葬儀生前契約、死
後事務委任などの支援サービスで、“入居から終
活まで”をトータルでサポートしています。

─見守りサービスについて教えてください。

　高齢者向けの住宅確保には、オーナーが感じて
いる孤独死や事故死などに対する不安を解消し、
受け入れても安心だというシステムを作る必要が
あります。そのためにまず導入したのが「ドリー
ムセンサー」です。これはトイレのドアに設置し、
ドアの開け閉めをセンサーが感知し、一定時間動
きがないと家族（指定先）と管理会社にメールが
入り、それを受けて家族が電話や訪問するという
異常を早期に発見する仕組みです。導入費用は１
室12万円程度で、当社の管理物件ではオーナー
負担で全戸導入しています。また、新規に管理の
営業をする際もこの仕組みの導入を提案します。
　センサー以外にも、部屋の紹介の際に介護保険
で受けられる見守りサービス、ホームヘルパーや
看護師によるサポートの利用を勧めています。ま
た、本人の意思で利用しないとなった場合でも、
入居後には年数回訪問し、様子を見てもらうよう
にしています。さらに、介護認定を受けている入
居者に関しては、万が一の場合に備え、ケアマ
ネージャーから介護の内容を入手していますし、
要介護で90歳以上の方には、正月は１週間の
ショートステイに入ってもらいます。
　神奈川県は行政のサービスが充実しているので、
当社からも紹介をして入居者に利用してもらいま
す。どちらも有料ですが、県の「かながわまち協
ホームネット」や、大和市にも24時間緊急通報
などの見守りサービスがあり、80歳を過ぎていれ

入居相談から終活までの具体的な流れ20のサービス一覧
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ば介護認定を受けていない方でも対象になります。

死後の対応についても� �
事前準備を行う

─高齢者に対して“終活”も見据えたサービス

を提供されています。

　入居時には本人と“いつまでこの部屋に住むつ
もりなのか”“老後プランはどう考えているのか”
ということについて時間をかけて話をします。
　将来は子どもと住むという方は特段問題があり
ませんので、入居期間と連絡先だけ把握しますが、
将来は介護施設に入るつもりだという方や、この
部屋に最後まで住むつもりという方については対
応が異なります。さらに、身寄りのある方とそう
でない方でも用意するサービスは変わります。
　介護施設に入る予定の方は、いずれ身一つでの
入所になるので、身寄りがいるいないにかかわら
ず入居前に荷物は極力処分をしてもらいます。
　また、葬儀生前契約支援サービスも提供してい
ます。身寄りのない方には大和市役所の制度を紹
介しますが、当社でもプログラムを用意しており、
希望者には協力葬儀事業者と相談して葬儀プラン
を提案します。費用については一括で払えない方
には互助会（月額2,000円位）に入ってもらい、
一括払いの場合は保証金50万円程度を死亡事務
費用として預かり、葬儀の際に充当します。
　死亡事務は生活保護者の場合は行政が全て行い

ますが、それ以外の方については個人が行う必要
があることから、葬儀、遺品整理、役所への届け、
年金や健康保険の資格喪失、住民税の納付や公共
料金の解約手続き、銀行預金の解約、生命保険の
受け取り等、面倒な仕事も当社でお手伝いをする
ようにしています。

─任意後見制度や家族信託の紹介サービスも行

っています。

　入居者の将来不安の解消のために任意後見人制
度の推進をし、財産管理、身上介護、死後事務委
任など入居者の判断力が低下した場合に備えてい
ます。家賃収入の入るオーナーは家族信託を選択
するケースが多く、その相談にものっています。
　また、入居時には家系図と財産一覧、身寄りの
ない人には戸籍謄本を持参してもらいます。そし
て、預貯金や資産があり、その処分や相続が心配
な方には当社が相談にのりながら、遺言書の文案
作りのお手伝いをし、最終的に公証人役場で遺言
書を作成してもらいます。相続人がいないにも関
わらず相続財産がある方の場合は、法定手続きの
窓口や弁護士、司法書士を紹介します。
　高齢者は、死後、家族や子どもに迷惑をかけた
くないと思っている人がほとんどですので、入居
者全員にエンディングノートをプレゼントし、連
絡先、自分の歴史、保険や年金も含めた財産の内
容、終末医療（延命治療の可否、臓器移植）の意
思、葬儀やお墓の希望などについて書いてもらう
ようにしています。

オーナーの高齢化にも� �
対応する

─家賃保証や保険はどう利用していますか。

　家賃保証会社に２年間働きかけ、家賃保証と保
険をセットにした“家賃債務保証サービス”をつ
くってもらいました。通常の死亡保険は室内で亡
くなることが前提で、病院などで死亡した場合は

ドリームセンサーの仕組み
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代 表 者：宮路　常幸
所 在 地：神奈川県大和市中央林間2-11-6
電 　 話：046-271-2020
Ｈ 　 Ｐ： http://www.myj.co.jp
業務内容： 小田急江ノ島線の中央林間駅を中心に、不動産仲介、不動

産管理を行う。地元ならではの情報や地域に関する情報にア
ンテナをはり顧客ニーズに応えるとともに、高齢者向けに住
宅の斡旋を積極的に行う。そのために、見守りサービスから
死後事務処理まで多様なサービスを用意している。

有限会社MYJホーム

保険がおりません
が、この保証サー
ビスは病院での死
亡以外に認知症で
行方不明になった
り、外で事故を起
こした時も対象に
なります。室内での死亡が50万円、屋外で死亡し
た場合は30万円まで保険がおり、残留遺品の処分
や原状回復費用も50万円まで出ます。入居者には
100％加入してもらい、万が一の場合のオーナー
のリスクに備えるようにしています。
　また不動産会社は保証人にはなれませんが、連
絡先になることはできます。そこで、身寄りがな
く介護保険を受けていない方の場合には私が連絡
先となり、亡くなった場合に当社が整理業務など
を行うことについて事前に承諾をもらっています。

─入居者だけでなく、オーナー側も高齢化が進

んでいます。

　当社が管理を受けているオーナーで認知症に
なった方がいました。そうなると家賃保証会社は
集金代行をストップしますし、契約や更新、リ
フォームの発注、銀行のお金の引き落としもでき
なくなってしまいます。そのような事態を避ける
ために、オーナーが元気なうちに管理委任契約を
結び、突然の事故が発生した場合でも賃貸経営が
スムーズに継続できるようにしています。

高齢者を支えるネットワークの� �
架け橋に

─多くの不動産業者が高齢者の住宅斡旋に取り

組んでいくには何が必要でしょうか？

　高齢者とオーナーに安心してもらえるよう「20
のサービス」を用意しましたが、全てを当社が行
っているわけではありません。やはり高齢者の居
住支援については専門家のネットワークを作るこ
とが重要です。当社でも、ケアマネージャーや病
院、福祉施設、金融機関、葬儀社、遺品整理業者、
司法書士、弁護士などと連携していますし、さま
ざまな支援制度を用意している行政との連携も欠
かせません。
　一方、不動産会社に相談しても、そのまま専門
家に丸投げではオーナーも頼りにしてくれません
ので、後見人制度、家族信託、相続、遺言書作成
などの制度の仕組みや流れについては不動産業者
も最低限の説明ができるようにしておく必要があ
ります。これからは、不動産業界もセミナーや研
修会などを通じて、高齢者にアドバイスができる
ような人材を育成することが大事だと思います。
　首都圏はこれから本格的に高齢化を迎え、高齢
者の市場はどんどん大きくなります。中小不動産
業者も必要な知識をしっかり身に付け、ビジネス
チャンスを逃さないようにすべきです。そして、何
よりも地元密着の業者こそが、地域の高齢者の幸
せを実現する役割を果たせるのだと思います。

相談シートや管理業務委任状などツールも
整備
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大学卒業後、京都の不動産会社に就職し、店長として複数の店舗を統括する。退職後、上野
不動産を設立し、身寄りのない高齢者や生活保護者、精神障がい者を対象に住居探しの手助
けを行う。

上野一郎 氏

行政とともに社会的弱者の� �
住宅支援に取り組む

─高齢者や生活保護者の住宅斡旋に、どのよう

な経緯で積極的に取り組まれるようになったので

すか？

　大学を卒業後、京都の不動産会社に就職し、店
長として複数の店舗を統括する立場にまでなりま
した。しかし、不動産以外の業種の仕事も経験し
てみたいと思ったことと、損得の意識が強く“自
分のために”ということが最優先の業界の雰囲気
に疑問を感じ、30歳になった頃に会社を辞めまし
た。社会的弱者への住宅斡旋の仕事については、
前職の時に、京都市の職員がケースワーカーの方
と一緒に飛び込みで来店されたことがあり、高齢
者や生活保護者の賃貸の契約を何件か担当したこ
とがありました。退職後しばらくして、京都市の
職員の方から“高齢者たちの住宅斡旋の仕事をし
てくれる不動産業者を探している、是非手伝って

欲しい”と声がかかったことから、高齢者など住
宅確保要配慮者といわれる方たちを対象に仕事を
することにしました。

─今までどれくらいの方の斡旋をされたのでし

ょうか？

　独立してから10年以上が経ちますが、今まで高
齢者を中心に延べ1,000人以上の方に住宅のお世
話をしてきました。対象は高齢者、生活保護者、
精神障がい者、長期入院者、刑余者や保護観察対
象者など様々です。そのため、市役所以外に司法
書士、弁護士、病院などからも部屋探しの依頼が
きます。今は２名の社員と共に３人体制でやって
います。

─どのような仕組みで住宅の斡旋を行われてい

るのでしょうか？

　市などから住宅探しの依頼があった場合は、簡
易宿泊所や本人の自宅など、まず依頼された場所

高齢者の市場には大きな可能性がある

住宅確保要配慮者� �
1,000人以上の住宅を斡旋

上野不動産／京都府京都市
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まで本人に会いに行きます。そこで部屋の要望と、
通院している病院や頻度、本人のプロフィールな
どをヒアリングします。しかし、本人の背景まで
詳しく聞くことはしません。質問するのは一般の
人とほとんど同じ内容です。そして、次回の面談
日を決めて物件の案内をする流れです。
　今まで斡旋した人は、身寄りのない方、身内は
いるが疎遠になってしまっている方が９割を占め
ますので、ほとんどの場合、緊急連絡先も保証人
もいません。当社が保証人になる場合もあります
し、私が連絡先になり、事前に入居者本人の了解
を得て、緊急の場合は警察立会いの下で鍵を開け
ることもあります。高齢者であれば最終的にその
方が亡くなるまで当社が面倒を見ていくというス
タンスです。

損得抜きの誠実な行動が� �
信頼獲得の源泉

─物件を斡旋する上でオーナーを説得するのは

大変ではないですか？

　物件のオーナーは、“高齢者が死亡したら次に部
屋が貸せないのではないか。生活保護者や精神障
がい者を入れると何か問題が起きるのではないか”
など、実際に経験していないにも関わらず、風評
でマイナスのイメージを勝手に持っているだけで
す。入居者は皆さん真面目でいい人ばかりです。
1,000人のうち３人がたまたまトラブルを起こし
目立ってしまうと、全てが悪いとしてしまうのが
今の世の中ですが、ほとんどの方は問題なくきち
んと住んでいます。そのため、物件のオーナーや
客付けをさせてもらう管理会社には「何かあった
ら私が全て走って対応します」と伝えます。そう
して一度高齢者に入居してもらい、特に問題が起
こらないとオーナーが実感すれば、それからは普
通に部屋を貸してくれるようになりますし、仮に
部屋の中で孤独死があったとしても当社ならすぐ
に新しい入居者を入れることができます。京都市

には代理納付制度があるので、「代理納付は役所か
ら直接お家賃が入るということですので、家賃の
滞納を防げるためオーナー様も安心です」と説得
することもあります。
　いずれにしても、最初の入居の承諾をもらうま
でが大変ですが、先入観や偏見などを持たずに高
齢者や生活保護者に部屋を貸しているオーナーの
物件は、満室稼働しています。また、そのような
オーナーは寛容な方が多いです。

　オーナーに対して不動産会社がすべきことは、
入居者の退去後、できるだけ早く空室を埋め収入
の安定化を図ることです。そのためには、短期的
な視点ではなく長期的にオーナーの収入が安定す
ることを考えなくてはなりません。その視点に立
つと、比較的長期間の入居が見込め、住宅のニー
ズも高い高齢者や生活保護の人たちはいいお客様
になると考えられます。

─しかし、実際に事故が起こり、苦労したこと

もあるのではないですか。

　刑余者や保護観察の方の住宅のお世話もしてい
るので、市役所だけでなく警察から連絡が入るこ
ともあります。実際に間違って家宅捜索をされた
り、刑務所から告訴されたこともありました。そ
の人たちには罪を犯したという事実はついてまわ
りますが、人生をリセットするために誰かが部屋
のセッティングをしてあげなくてはなりません。
　精神障がい者の場合は、症状が悪化する人は薬
をきちんと飲まないケースが多いので、何かトラ
ブルがあった場合は本人と話をして一緒に病院へ
行くようにします。ただ、その場合も本人の話を
ちゃんと聞いてあげて、同調することが大切です。
トラブルが起きたとしても、決してその人自身が
悪いわけではなく病気がそうさせているだけで、
一番苦しんでいるのは本人です。本人も苦しく自
分ではコントロールできないわけですから、その
ことを理解することが大切です。そのためには、日
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頃から入居者との人間関係づくりがとても大事に
なります。
　先日も保護司から連絡がありましたが、紹介さ
れた人は所持金が全くなかったため、私が一時的
に費用を立て替えて翌月から入居ができるように
しました。また、ある病院から「（元契約者の）長
期入院患者が別の病院に転院するので迎えに来て
欲しい」と連絡があり、その病院から別の病院に
連れて行き、最後は家まで送り届けたこともあり
ました。
　このように、私たちの仕事は契約とは全く関係
のない仕事も多いのですが、それを誠実に行うこ
とで依頼者や入居者の信頼を得て、次の仕事に結
びつくこともあります。

サブリース等自社の仕組みで� �
物件を確保

─高齢者等の住宅斡旋をするための制度も充実

してきました。

　ここ数年、火災保険会社や家賃保証会社のサー
ビス内容が充実してきました。高齢者が部屋で孤
独死となった場合、今までは私が全て処理しリ
フォームも費用持ち出しでやっていましたが、死
亡時の特殊清掃費用や遺品整理費用が保険でまか
なえるようになりました。
　また最近は、室内センサー等を利用して入居者
の異変を早期発見する見守りの仕組みもあります。
ただ当社の入居者は監視されたくないという方が
多いので、まだ本格的には導入していません。
　入居後の見守りについては、デイサービスを利
用できる人や宅配弁当を頼む人はその方たちと連
携し、それ以外は毎月集金することで行っていま
す。集金については代理納付制度を利用しようと
しましたが、社員から「その制度を利用すると楽
になるけど、会いに行かないと入居者の様子が変
わっているかどうかわからない」と反対があり、そ
のまま続けています。

─貴社独自の制度もすごく充実しています。

　オーナーの理解が進み始めたといっても、家を
探している高齢者や社会的弱者の人たちの数に対
して、物件の数が全く追いついていません。そこ
で、オーナーの希望に応じて、『サブリース契約』
『専任で入居者の募集とその後の管理を行う契約』
『他社と並行して入居者の募集をする契約』の３種
類のプランを用意して、できるだけ多くの物件を
確保するようにしています。
　サブリース契約の場合は、①（10年以上の）長
期契約が可能　②契約期間内の賃料の値下げ交渉
は一切なし　③賃料一括前払い可能　④原状回復
費用は原則当社負担　としています。
　専任で入居者の募集とその後の管理を行う契約
の場合は、①２カ月以内成約を約束し、３カ月以
上空室の場合は当社が100%家賃保証　②契約中
の家賃管理の実施　③入居期間中の入居者への対
応　④退去時の立会い　などを行います。
　他社と並行して入居者の募集をする場合も、仲
介で客付けした後、入居後の責任の所在を当社と
し、家賃の未納や騒音問題などのトラブルにも全
て当社が対応します。
　特にデトムワンというオーナーズマンションの
分譲物件は多くのサブリースをしています。築年
は古いのですが、エレベーターがあり、冷蔵庫や
洗濯機が標準装備なので最適です。１棟のマン
ションやアパートを持っているオーナーの物件で
も最初は一室の仲介から始まり、その後信頼を得
て１棟全部をサブリースさせてもらっている例も
あります。
　それ以外にも、“京都市すこやか住宅ネット
（京都市居住支援協議会）”の協力店や、“京都市
地域の空き家相談員”に登録して物件情報を集め
るようにしています。

─売上はどのようにあげていますか？

　基本的な収入源は仲介手数料です。京都市の場
合、生活保護は他市よりも手厚く、引っ越し費用
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代 表 者：上野　一郎
所 在 地：京都市中京区壬生馬場町19番地3
電 　 話：075-354-6152
Ｈ 　 Ｐ：http://uenofudousan.jp.net/
業務内容：単身高齢者や障がい者など、住宅確保要配慮者への住居の斡

旋を専門に行う不動産会社。不動産のフィールドを越えて入
居者のケア、サービスを実施し注目を集めている。また、物
件確保のための自社独自の取り組みも積極的に行う。

上野不動産

として一人当たり30万円が支給されますので、市
からの紹介の場合は仲介手数料をいただくことが
できます。逆にサブリースの場合は、例えばオー
ナーから４万円で借りて、４万2,000円で転貸で
きれば上出来ですので、あまり収益はあがりませ
ん。ただ、サブリース物件を持てれば緊急の場合
のシェルターとして活用することができるので安
心です。

高齢者市場は有望なマーケット

─住宅確保要配慮者に対する住宅の斡旋に取り

組むためには、どのようなことが大切ですか？

　これから日本は本格的な高齢化社会をむかえ、
高齢者の住宅マーケットは大きくなりますし、そ
こにビジネスチャンスがあると思います。ただ、
中途半端な気持ちではできませんし、覚悟を持っ
て取り組む必要があります。
　この仕事をするにあたり、私も最初はオーナー
目線で考えていました。オーナーのために「入居
者には問題を起こさずきちんと住んで欲しい。そ
のためには何かあったら私がすぐ駆けつけて対処
しよう」と思って行動していました。その結果、い
ろいろなケースに遭遇し、その都度必死に対応し
てきたことで、今何をすればいいのか、どう対処
すればいいのかがわかるようになりました。
　オーナー同様、行政に対する目線も必要です。
入居者のために行政ではできないサービスをしっ

かりやることが、行政からの信頼獲得につながり
ます。決して目先の利益や損得は考えません。お
金が関わらない仕事、利害関係のない行動を地道
にしていると信用度が上がり、どこからともなく
仕事が舞い込んできます。私たちはボランティア
ではなくビジネスをしていますが、いつのまにか
ビジネスがボランティアをしている感じです。そ
してこの仕事をしていて本当に「仕事の神様はい
る」ということを実感しています。
　私は会社を大きくしようとは思いませんが、オ
ンリーワンの存在になりたいと思っています。当
社は市から紹介を受けて入居者の部屋探しの仕事
をさせてもらっているわけですから、現場で起
こっている問題や、現状の制度に何が足りないか
などについて、行政に対して発信していく立場に
あることに気付きました。これからはその役割も
しっかりと果たしていきたいと思います。

高齢者や生活保護者のための物件
が不足しているため、部屋の確保
を目的にサブリースを積極的に行っ
ている。（左：フォーユコンフォル
ト二条城前、右：デトムワン西陣）
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1956年大阪浪速区で生を受ける。高校卒業後、家業の喫茶店で約８年間働いたのち、半年
間渡英。その後不動産会社に入社し、何度か転職を繰り返し、現会社設立。西成区内の民生
業務及び空き家対策、民泊、ホテル関係の事業を広めている。

川田洋史 氏

地域の状況に危機感を感じる

─住宅確保要配慮者への住宅斡旋に積極的に取

り組まれています。

　10年程前のある夜、仲間と３人でつくった不動
産会社に１人のお年寄りが訪ねて来られ、「何も食
べていない」とおっしゃったので、知り合いの牧
師に連絡し、釜ヶ崎にある教会で預かってもらい
ました。すると翌日、その牧師から「彼には収入
が無いから生活保護の手続きをするために部屋を
探して欲しい」と言われ対応しました。これが生
活保護者に部屋を斡旋した初めての経験です。そ
れまでは、生活保護を必要とする人がいることは
知っていましたが、自分とは無縁の存在だと思っ
ていました。しかし、牧師からは「これからこの
ような人が増えるので、その人たちのために部屋
を探せば人助けになるし、西成のためにもなる。お
金は大家から仲介手数料をもらえばいい」と教え

られました。
　その後も高齢者や生活保護者のために部屋を探
すことがありましたが、空き家はあっても大家は
貸してくれません。その難しさを知るにつれ、私
は今までお金がある人は相手にしてきたけれど、
生活弱者を相手にしてこなかったことに初めて気
付きました。そして、西成のまちがおかれている
状況と社会における生活弱者の状況を深く知るに
至り、独立して今の会社を立ち上げました。

─西成はどのような状況だったのですか？

　昔はベルトや靴といった皮の加工業をする小さ
なメーカーがたくさんありましたが、しばらくす
ると神戸の長田地区にも同様の皮革工場ができ、
やはり西成ブランドと神戸ブランドでは勝ち目が
なく、西成のメーカーは徐々に長田のメーカーの
下請けになっていきました。状況が大きく変わっ
たのは、1995年に起きた阪神淡路大震災です。長
田にあったメーカーのほとんどが震災でつぶれて

10年後を見据え、まちのために貢献する

住宅弱者の物件確保のために
投資家を呼び込む

有限会社トラックスホーム／大阪府大阪市
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しまった結果、そのあおりを受けて西成の工場も
バタバタと倒産していき、工場が1つつぶれる度
に、経営者や従業員の家がどんどん空き家になっ
ていきました。

収益物件を仕立て、� �
部屋を確保する

─どのようにして生活弱者のための物件を確保

していったのでしょうか。

　空き家が増えつつある中で、ふと「生活保護者
を入れてくれる部屋を探すのではなく、空き家だ
らけの古いアパートを改修し、そこに生活保護者
を入れて投資物件として買ってもらえればいいの
ではないか」と考えました。古いアパートはロー
ンがつかないため現金を持っている人しか買えま
せんが、投資家は利回りで判断します。西成区の
生活扶助費は月４万円で、物件次第では18～
20%程度の利回りになりますので、投資家を探し
て改修費を出してもらい、高収益物件として買っ
てもらうことにしたのです。
　その頃は生活保護者が専用で入れるアパートな
どありませんでしたし、そのような商売は認知さ
れておらず、「生活弱者をさらに弱者にする商売を
している」などといわれたこともあります。しか
し、生活保護者に部屋を貸してくれる大家はいな
かったので、他に方法もありません。そうして、独
立した時はゼロの状態でしたが、短期間で管理戸
数を500戸まで確保することができました。

─事業の組み立て方について教えてください。

　このビジネスは、投資家は儲かりますが、入居
斡旋とその後の管理にとても手間がかかる仕事な
ので、当社はそれほど収益が上がりません。収益
の柱の１つは、物件を販売する時の仲介手数料で
す。昔は1,000万円以上の物件もありましたが、
今では500万円以下の物件がほとんどで、安いも
のでは100万円のものもあります。次に物件の管

理手数料ですが、１室平均で月2,000円～3,000
円程度です。入居者からは仲介手数料が入ります
が、一括での支払いは無理なので４万円の家賃の
部屋の場合、5,000円を８回に分けたりします。
当社が物件をサブリースするというアイデアもあ
りましたが、生活保護の考え方からそれはできま
せんでした。完全な囲い込みになるため、いわゆ
る“貧困ビジネス”と見られてしまい、自分が取
り組んでいることを否定することになります。

地域の将来を見据え� �
インバウンド向けビジネスを展開

─ゲストハウスも運営されていますが、その狙

いは何でしょうか？

　ゲストハウスは10年後を見据えた次のビジネス
として始めました。西成区は住人の高齢化が進み、
生活保護者も平均年齢までは生きられません。こ
れから10年も経つと西成区の人口は1/4が減少
し、このままではまちがもたなくなります。一方、
この辺りでもバックパックを背負った外国人を見
かけるようになりました。そこで、大阪の中心部
まで電車で30分以内で行ける割には物価の安い西
成なら外国人も集まってくるだろうと思い、７～
８年前にインバウンド需要向けのゲストハウスを
始めました。物件は投資家が購入し、ゲストハウ
スに改修後、当社が賃貸
して運営をします。キッ
チンとシャワーとトイレ
が共同のため、改修にあ
たっては水回りの工事は
１カ所で済み、アパート
にするより工事費が割安
になります。アパートの
場合は改修工事に１室あ
たり150～160万円程度
かかるため、４部屋ある
物件の場合、物件価格が

管理を請け負っているホテル
「HANARE」
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400万円だとしても改修費を合わせると1,000万
円を超えてしまいます。大きな資金をもたない投
資家のことも考えて、試行錯誤の末に出した回答
の１つでもありました。
　しかし、結論からいうとこの事業は失敗でした。
実際の利用者は旅行者ではなく、留学生や研修生、
ビザが切れていき場がなくなった人などで、日本
で稼いだらそのまま帰国する人が多く、利用期間
も１～３カ月です。宿泊費が安い割には利用者の
数が安定せず、管理の人件費とオーナーに支払う
賃料が毎月固定で発生しますので、逆ザヤが発生
してしまいました。そこで現在はゲストハウスを
縮小して民泊とホテルに事業を転換しています。
　民泊をするには外国語とネットの技術が必要な
ので募集と運用は外部の会社に任せ、当社は部屋
の片付けや掃除を請け負います。仕事は10時に始
めて15時に終わるのでシングルマザーにはうって
つけで、地域の雇用がつくれます。現在100室程
度までになり、約20人が交代で働いています。

社会的弱者を一度受け止める� �
存在が必要だ

─アパートの入居者の募集から入居までは、ど

のように運んでいますか？

　生活保護者を役所から紹介されることは全くあ
りません。口コミで当社のことが伝わっているよ
うで、多くの方は人づてでやってこられます。ま

た、大阪には生活保護者を集めて紹介するブロー
カーもいますので、彼らの質を見極めながらお付
き合いをしています。しかし、このようなブロー
カーを生んでいるのは実は行政で、本来は行政が
ブローカーを使わなくてもいい仕組みを作るべき
だと思います。
　当社に部屋探しに来られたら、まず私が１時間
ほど面接します。面接のポイントは、その人が周
りの人とうまくやっていけるかどうかです。病歴
や家族、生まれてからの経緯などいろいろ聞いて
いると、その人がウソをつくタイプかどうかがわ
かります。刑余者はどうしても過去を隠そうとし
ますが、何も隠さず、罪の償いが終わったという
事実だけ教えてもらえばいいのです。面接の後は
一旦帰らせて、翌日再度本人が来れば契約書を作
り、役所に行ってもらい、部屋の鍵を渡します。
　今でも10人に部屋を斡旋したら１人くらいの割
合で後ろ足で砂をかけられるようなことがありま
すし、10人中２人は３カ月経ったらいなくなって
しまいます。しかし、それは仕方がないと思って
います。どこかで誰かが彼らを一度受けとめてあ
げないと駄目なんです。ここから出て行った人も、
いつかどこかで、「こんなおっさんおった」と思い
出し、悪いことをするのを思いとどまってくれた
らそれでいいと思います。入居者には商売感覚で
はなく情をもって接しています。そうしないと彼
らはまた元のところに戻ってしまうからです。

─家財保険や家賃保証は利用されていますか？

　火災保険はオーナーに入ってもらいますが、家
財保険や家賃保証を使うのはやめました。家財保
険の手続きが大変な割には、代理店手数料は１件
1,000円程度にしかなりませんし、本来出して欲
しいときに保険料が支払われなかったこともあり
ます。また、借主の負担を低く抑えるような商品
の開発も依頼しましたが受けてくれる保険会社は
ありませんでした。家賃保証会社についても同様
です。生活保護者は保証料が払えませんし、そも

３棟27室の民泊施設「FDS BIJOU SUITES」
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有限会社トラックスホーム

代 表 者：川田　洋史
所 在 地：大阪市西成区旭1丁目3番25号
電 　 話：06-7492-1630
Ｈ 　 Ｐ：https://osakaguesthouse.jimdo.com/
業務内容：大阪市西成区で、住宅弱者の居住支援を行っている。収益物件として投資

資金を呼び込み、生活弱者のために住居を確保。最近では地域の将来を見
据え、ゲストハウス、民泊、ホテル事業も展開している。

そも保証を拒絶されることもよくあります。

─部屋で亡くなった場合の残置物の処分はどう

されていますか？

　入居者が部屋で亡くなった場合は全て私が処理
をします。処分費用はオーナーに出してもらいま
すが、極力費用が少なくなるように、できるだけ
こちらでゴミなどを減らします。そのようなこと
までしているので、管理費を月2,000円程度も
らっても収支は合いません。しかし、この仕事を
通じて知り合いも増えましたし、西成のまちに貢
献できているということが実感でき、自分に期待
が持てるようになりました。

─物件やオーナーはどのように見つけますか？

　物件は自転車で毎日地域を回って探し、空き物
件があれば基本的に飛び込みます。よく「毎日回
っていたらもう当たりつくしただろう」などと言
われますが、まだ全体の数%にすぎません。投資
家も最近は人づてに聞いて当社に探しに来られま
す。またこちらが地域を回っていると出会えるも
のです。先日も物件を探している雰囲気の人がい
たので路上で声をかけ、購入してもらいました。

社会的弱者が自分の価値観を� �
変えてくれた

　不動産の仕事を始めた頃は、社会貢献などとい
う気持ちは全くありませんでした。私を変えてく

れたのは、入居者たちです。この仕事を通じて人
が好きになってきましたし、私を心温かい人間に
変えてくれたのも差別されてきた人、社会的に虐
げられてきた人たちです。残念ながら年に数十人
の孤独死に遭遇しますが、今でも平気な顔で処理
することなどできません。胸騒ぎがして、鍵を
持って行くと既に亡くなっていて、その度にいつ
も「ごめんな、１人で往かせて。もっと早く相談
してくれたらよかったのに」と思います。
　西成区には代理納付制度がないこともあり、私
たちが月１回は入居者を訪問します。要介護の人
にはヘルパーを頼むように伝えますが本人が嫌が
るケースが多いです。一度生活保護を受けるとそ
こから抜け出せる人は100人に１人もいません。そ
のために必要なのは教育です。生活保護者の多く
は人との結びつきを自ら切った人、切られた人、
家族を持っていない人、家族に捨てられた人など、
共同生活に慣れていない人ばかりです。私のとこ
ろには日本のみならず世界各国から先生や学生が
視察に来られますが、病院ではなく生活保護者が
学べる機会をつくって欲しいと伝えています。
　今後は生活保護者だけでなく、低額の年金生活
者や貧しい外国人が問題になってくるでしょう。
西成と同じような地域は他にもあると思いますが、
先鞭をつけて取り組み、全国に発信していきたい
と思います。私にできることは自分が生きてきた
歴史や経験を話すことです。これからも、昔はた
くさんいた「まちのうるさい親父」の役割を果た
すつもりです。
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＜現職＞（一社）岡山県宅地建物取引業協会 本部理事、（一社）岡山県宅地建物取引業協会 
西支部理事、岡山県精神障害者家族連合会（通称：NPO岡山けんかれん）常任理事、NPO
法人おかやま入居支援センター 理事、NPO法人おかやまUFE 副理事長。
＜受賞歴＞平成26年 NPO精神障害者支援機構 支援部門「リリー賞」、平成27年 シチズ
ンホールディングス「シチズン・オブ・ザ・イヤー」、平成27年（公社）全国宅地建物取
引業協会連合会 会長表彰、岡山県保護観察所長 所長表彰。

20年間に及ぶ精神障がい者への�
住まい探し

　精神障がい者をはじめ、社会的支援が必要な人
たちが地域で暮らしていけるよう、住まい探しの
仕事を始めて約20年が経ちます。これまで、延べ
1,000人以上の入居支援を行い、今でも約450人
以上の方が私たちとともに地域に暮らしています。
私が最初に出会った心の病の方は、もともと入居
者の１人だった上場企業の支店長でした。その方
が精神科の病院に入院されたことで、後日病院か
ら入院患者の退院後の住居斡旋を頼まれました。
それを機に精神障がい者を中心に住まい探しを始
めましたが、その実態を目の当りにすると驚くこ
とばかりでした。当時はまだ今より偏見も強く、
社会的弱者のために部屋を貸してくれる家主は多
くありませんでした。そのため彼らは、一度退去
すると住所がなくなってしまうという恐れから、
部屋とは名ばかりの、とても人が住めないような

劣悪な環境での生活を我慢していたのです。
　そこで、医師や弁護士、福祉や行政などとネッ
トワークを組み、日常的に入居者をサポートする
体制を整えるとともに、「NPO法人おかやま入居
支援センター」を立ち上げ保証人制度を作りまし
た。また、住宅を恒常的に確保するために、一般
の居住者と混在型の「サクラソウ」（総戸数54戸）
や長期入院者のための「ときわそう」（総戸数16
戸）といった物件を自ら購入しました。さらに、
県内の不動産会社にも取り組んでもらいたいとい
うことから、岡山県宅建協会の中に居住支援委員
会を立ち上げ、「住宅確保要配慮者入居円滑化マ
ニュアル」の作成に協力しました。

自ら物件を購入し、� �
シェアハウスとして利用する

─社会的弱者のための物件を精力的に増やして

おられます。

社会問題の解決と利益の創出を両立させる

本人の希望を尊重し、
自分らしい生き方を支援する

阪井ひとみ 氏

阪井土地開発株式会社／岡山県岡山市
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　ここ数年間で、岡山市内
で「ふたば」と「てぃー
だ」、岡山県北部の津山市
で「あおば」という物件を
取得し、住宅確保要配慮者
用のシェアハウスとして利
用しています。
　津山市の物件は、高等専
門学校や大学の学生向けの
アパートで、家主が１億円
以上のお金をかけ、長期
ローンを組んで建てた物件
です。大学の市内回帰など
で空室が埋まらなくなり、
任意売却の相談がありまし
た。最近は新築の賃貸物件
が増えていますが、その一
方で既存物件中心に採算割
れの物件も増え、市場に出回るようになり、当社
も取得することが可能になりました。

（1）「あおば」について
　1988年築の学生向けのアパートで、全17室と
10室の２棟の建物があり、学生の利用が激減した
ため所有者は自宅とアパートを売却せざるを得な
くなりました。それを取得して、男性用、女性用
のシェアハウスにしたのです。各部屋にはバス・
トイレがついており、男性棟には男女共用の食堂
を設けました。所有者は既に年金生活者でしたの
で、その後の生活が成り立つよう物件の維持管理
をお願いし、家賃と相殺することにしました。賃
料は津山市の住宅扶助額の月３万円で設定し、２
年強で投資回収できる見込みでしたが、30年間ほ
とんどメンテナンスがされていなかったため、改
修費に2,000万円程度かけました。
　この物件には、緊急避難用の一時利用（シェル
ター）など、多種多様に使える部屋を設けました。
そのようにした理由は、県北には緊急避難者を受

け入れられる場所が非常に
少なかったことと、緊急避
難者のための物件であって
も人が暮らす場所として、
窓や最低限の広さがあり相
部屋ではなく１人１部屋を
確保したかったからです。
やはり人には自分だけの時
間が必要で、自分らしく生
きる権利があり、それを尊
重しなくてはなりません。
一方、既存の更生施設は自
立に必要な指導や支援等を
行う場所なので、施設の支
援者と入居者との関係が対
等ではない面が多いような
気がします。さらに、岡山
県といっても岡山市内と他

市では風習や生活習慣も違います。やはり住み慣
れた地域の近くで生活できることも大切な事だと
思います。
　シェルターは、異性から虐待を受けたなどの事
情がある方に利用されます。最近は男性の利用も
多くなりました。また、女性の場合でも配偶者暴
力相談支援センターなどでは、12歳以上の男の子
は子どもであっても母親とは別に児童養護施設に
入らなくてはなりません。この件で私には苦い経
験があります。あるとき、家庭内暴力から男の子
と女の子を連れて逃げてきた女性に、一時的に当
社の管理物件に入居してもらいました。しかし、そ
の後センターに移る際、男の子は母親とは別に児
童養護施設に入れられてしまい、結局、悪さをし
て少年院に入ってしまったのです。後日、本人に
話を聞いたところ、「お母さんに捨てられたと思っ
たから」ということでした。このように、法令に
基づく制度では年齢や性別などによる制約がある
ことも少なくありません。そのために、子どもと
一緒に入れる民間のシェルターをつくりました。

「サクラソウ」
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また、前科22犯のおじいさんとの出会いもありま
した。彼は知的障がいもあり、お金の稼ぎ方がわ
からず、万引きや無銭飲食をして刑務所で暮らす
という事を繰り返していました。しかしある時、国
選弁護人が本人の自立を考えた方がいいと、執行
猶予の判決を出したのです。それは本人にとって
非常に誤算で、どこにも行き場がないという状況
になってしまったため、国選弁護人に今日からの
生活をどうしたものかと相談されました。仕事を
得るにも福祉の支援を受けるにも、自立した生活
を送るためには住まいが必要です。このこともシェ
ルターをつくったきっかけになりました。

（2）「てぃーだ」について
　元学生用寄宿舎で、東京の大学教授が東日本大
震災の避難者の受け入れ先として所有していた木
造の建物を購入しました。500万円の改修費をか
けてシャワー室の増設や防水工事を行い、バス・
トイレ・食堂・リビングが共同のシェアハウスに
しました。部屋数は20室で、長期入院者の退院
訓練用の部屋４室を除き、16室が一律月１万円の
賃料です。ここには生活保護を受けている人は入
居できず、自分の力で生きたいという思いのある
人たちのための家です。住んでいる方の多くは50
～80歳代のおじさんばかりですが、年金だけで生
活している人や、年金を受給しながら仕事をして
いる人たちです。彼らに「なんで生活保護を受け
ないの？」と聞くと、「わしは死ぬまで武士でいた
い」「お上の世話には絶対なりたくない」という回

答で、皆さんは自信と自分の哲学、それに寛容な
気持ちを持っています。昔はその哲学を無視して
無理やりアパートに入れてしまったこともありま
したが、本人には「自分の生き方を否定された感
じになった」と言われ、やはり社会的弱者の支援
においても、本人の意思を尊重してあげることが
大事だと気付きました。
　家賃を１万円にしたのは、以前にもこのような
物件を運用した経験があるからです。ホームレス
のおじさんに１カ月の収入を聞くと、空き缶の収
集で５万円くらいとのこと。そこから１日1,000
円で生活したとすると生活費が３万円。「残りの
２万円で畳の上で住めるのなら、そりゃありがた
い」と言われたので１万円で入れる部屋を探しま
した。その後、そこに入居した人たちは住所がで
きたので履歴書を書くことができ、そこからいろ
いろなところへ就職できるようになりました。ま
さにその家が社会にでるための入口になったと感
じました。

─シェアハウスにしているのはなぜですか？

　シェアハウスを手がけるきっかけになったのは、
スーパーや病院に車でしか行けない不便なところ
にある８LDKの戸建住宅に、１人で住んでいる認
知症のおじいさんからの相談でした。遠方に住む
息子が心配し、老人ホームへの入所を勧めていた
らしいのですが、やはり本人は自宅に住み続けた
いし、骨董品などの荷物もあるということで悩ん
でいました。そこで、大事な荷物は１部屋にまと
めて鍵をかけ、残りの部屋を学生に一緒に住んで
もらえばいいのではないかと提案しました。当時、
親からの仕送りでは家賃や生活費が足りず、苦労
している大学生が多いという話を聞いていました
ので、おじいさんの見守りを条件に家賃１万円程
度にすれば、入居希望の学生はいるだろうと目論
みました。早速私が信用できる学生を３人選んで
声を掛けたところ快諾してくれたので、おじいさ
んとの共同生活がスタートしました。すると「わ

「あおば」
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しがちゃんと見てやらんとこの子ら生活が大変な
んじゃ」とおじいさんに生きがいが生まれたので
す。その結果、認知症がよくなり、やめていた畑
仕事も再開するほど元気になり、家族もすごく喜
んでくれました。人間は役割や生きがいができる
とこんなにも元気になるのだ、とシェアハウスに
よる相乗効果を実感しました。
　また、あるシェアハウスには少年院から出てき
た20歳の男性が住んでいますが、彼は小さい時に
両親を亡くし、中学在学中から土木仕事を手伝わ
されてほとんど学校に通っていませんでした。そ
のため字が読めず、年長者に教えられた悪さでお
金を得ることを覚え、社会常識を身に付ける機会
がないまま成長してしまいました。退所後は当社
のシェアハウスに入り、同居している高齢者たち
から「そんなことしちゃだめだよ」とよく叱られ、
そのたびに騒いでいましたが、最近は少しずつ周
りの人から社会常識を教わりながら何とか生活し
ています。シェアハウスには、そんな副次的効果
も生まれると感じています。

─一方で、シェアハウスは入居者管理が大変だ

と思います。

　当社ではシェアハウスには特に管理人を置かず、
代わりに入居者の中でリーダーをお願いしていま
す。入居者は高齢者や精神疾患のある人、刑余者
などさまざまですが、皆さん普通に生活していま
す。例えば統合失調症の人でも、調子が悪いのは
生活時間の中の５%だけで、95%は普通の人と同
じです。むしろ気持ちが繊細だから病気になった
だけで、私たちより優れている部分がたくさんあ
ります。そのようなことを踏まえて入居者の中か
ら目配りできる人を見つけリーダーをお願いする
と、まんざらでもないような顔をしてすんなり引
き受けてくれます。皆さん誰かの世話を焼きたい
し、何かの役割を果たしたいのだと思います。社
会や人の役に立ち、「ありがとう」の言葉がうれし
いのだと思っています。

　そうして毎日顔を合わせながら生活していると、
家賃を滞納することもほとんどありません。その
ようなことがわかりましたので、シェアハウスで
は保証人は不要にしています。

空き家と住宅確保要配慮者を� �
マッチングする

─「NPO法人おかやまUFE」の活動内容につ

いて教えてください。

　日本では精神科病院にまだ多くの長期入院患者
がいます。退院が可能な状態であっても地域に帰
ることができなかったり、家族が受け入れないた
め退院できないなど、いわゆる社会的入院の方が
少なくありません。少しでもこのような状況を無
くし、精神科病院の長期入院患者を地域で受け入
れ、地域で共に暮らすことを実施するために、イ
タリア・トレントの先進的な取組を勉強しようと、
現在のおかやまUFEのメンバーが集まりました。
そして、疾患や障がいがある人々をはじめ、すべ
ての人が安心してその人らしい生活を送ることが
できる地域づくりを目指して、2015年に「NPO
法人おかやまUFE※1」を立ち上げました。具体的
にはシェルター事業のほか、空き家等の所有者と
住まいの確保に困っている方の相談窓口である
「住まいと暮らしのサポートセンターおかやま（す
まサポおかやま）」と、「よるカフェうてんて」の
運営を行っています。

NPO法人おかやまUFEの相談体制
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　岡山県では空き家の戸数が14万戸になり、住宅
総数に占める割合は約16%で全国９位と高い水準
にあります。一方で高齢や障がいなどを理由に入
居を断られ、住宅の確保が難しい人が多くいます。
そこで空き家と住宅確保要配慮者をマッチングす
るための総合相談窓口をつくろうと、「すまサポお
かやま」を2017年に立ち上げました。住まいに
関する様々な相談や困り事に対し、宅建士をはじ
め、弁護士、社会福祉士、行政書士、社会保険労
務士の資格をもつ相談員が対応し、相談の内容に
応じて、社会保障や居住福祉が専門の大学教授な
どの専門家を紹介したり、成年後見、権利擁護、
福祉や建設、リフォーム、金融機関など外部の専
門機関とも連携しながらワンストップで相談にの
れるようにしています。
　相談内容は、住まいの確保に困っている方から
の相談が2/３程度で、空き家の取扱いに困ってい
る所有者や「社会的弱者を支える大家になりたい

から物件を探してほしい」という購入希望者など、
売買や管理に関する相談が２割弱です。このほか、
家庭での虐待やホームレスなど、一時的に避難し
て生活できる場所を求めてシェルター利用の相談
なども１割程度ありました。

─他にはどのような取組を行っていますか。

　おかやまUFEのもう１つの取組が、「よるカフェ
うてんて」です。精神に疾患のある人は、寂しく
なる土日の夕方から夜間にかけて体調を崩す傾向
があります。この時間帯は病院や事業所等が開い
ていないことが多く、不安になることも多いので
す。そこで、精神疾患のある当事者や家族が困り
事を持ち込めるように“居場所”をつくることに
しました。“夜”と“寄る”をかけて「よるカフェ
うてんて」と名付けています。やはり心に病を持
つ人にとって“居場所”はとても大事で、ちょっ
と一休みして話ができると孤立が防げます。昔は
その役割を地元の八百屋さんや公民館が果たして
いましたが、今はなくなってしまいました。人そ
れぞれ好き嫌いがありますので“居場所”は１カ
所ではなく、これからたくさんつくることが必要
です。
　さらに、「株式会社かいしゃ」を2015年に立ち
上げました。住宅が確保され生活が安定すると、
次は働こうと考えます。しかし履歴書に空白の期
間があり、精神科に入院したとわかると一般の会
社への就職が困難になり、ハローワークに行って
も同じことを聞かれ、作業所を紹介されるだけで
す。しかし、病気の方の多くは普通に暮らしてお
り、なかには能力の高い人もいます。そこで、当
社の管理物件の周辺の草刈りや清掃といった日常
管理や「よるカフェうてんて」の管理・運営など、
当社や関係法人に関する仕事を「かいしゃ」の仕
事として精神障がい者に担ってもらっています。

─資料館を設立されました。その目的を教えて

ください。よるカフェ「うてんて」

住宅確保要配慮者を支えるネットワーク
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阪井土地開発株式会社

代 表 者：阪井　ひとみ
所 在 地：岡山県岡山市北区下中野325-105
電 　 話：086-241-5757
Ｈ 　 Ｐ：http://www.sakaitotikaihatu.jp/
業務内容： 不動産の賃貸・仲介・管理、不動産のコンルティング。ま

た、精神障がい者をはじめとする住宅確保要配慮者の入居支
援を行い、常時約450人の社会的弱者を受け入れている。

　「カイロス」という建物に精神医療の歴史を知る
ための資料館をつくりました。精神の病気のこと
を皆さんにもっと知ってもらわないと理解が進ま
ず、恥ずかしいとか隠そうということにつながり
ます。建物内には昔の薬や海外の施設の写真の他、
座敷牢も原寸大で作りました。やはり、歴史の中
で精神障がい者がどのような生活をし、社会から
排除されてきたのかについて知ることを通じて、
虐げられてきた人たちの社会の現実について私た
ちはちゃんと向き合う必要があると思います。精
神の病気もその他の病気も同じ病気なのに、精神
の病気になった人は「当事者」、その他の病気の人
は「患者」です。何かおかしいと思いませんか？

CSV※2 の考え方で事業と� �
社会の課題を解決する

─他の不動産業者が取り組むにはどのようなこ

とが必要ですか。

　当社では、「あおば」や「てぃーだ」、そして最
近購入した「トリエステ」という物件があります
が、いずれも経営的に利益を確保しています。社
会的弱者に対して住宅を提供することは決してボ
ランティアではなく、適切な改修を行い適切な家
賃水準で賃貸することで不動産のビジネスとして
立派に成り立つ仕事です。今では岡山県内からも
私の後に続いてくれる若い不動産会社が何社もで
てきました。
　しかし、一方で残念なことに、社会的弱者に住
宅を提供する者の中には、立地が悪かったり、居
室が狭隘で設備が十分でないといった質の低い物
件を、生活保護の住宅扶助水準の上限額に家賃を
設定して貸したり、転居の際に支給される扶助額
の満額を入居者に返済されない礼金として徴収す
るなど、本人の暮らしの自立を無視した、搾取と
もいえるようなケースもあると聞きます。
　私たちが改めて認識しなくてはならないことは、
住宅は命の次に大切なものだということです。社
会的弱者の方も自分が住みたいところを自由に選
ぶことができるよう、私たち不動産会社は、本人
の生き方をできるだけ尊重し、どこに住みたいか、
どんな家がいいのかを聞き、本人の気持ちに寄り
添いながら、一緒に住まい選びを考えていくこと
が大切です。
※１	 UTENTI FAMILIARI ESPERTI、イタリアでは精神科病院の病床をなくし

て入院患者をゼロに近づけようという理念のもとに、患者やその家族が専門
家（UFE）として、地域・精神・保健・医療・福祉の各分野で重要な役割
を果たしている。

※２　Creating Shared Valueの略。社会問題の解決と利益の創出を両立させるこ
と。ハーバード・ビジネス・スクールのマイケル・E・ポーター（Michael 
E. Porter）教授が提唱。

精神資料館の資料室
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価値住宅株式会社 代表取締役。単なる「物件紹介」にとどまらず、顧客に寄り添うエージェ
ントとして「生涯顧客化」を目指し、仲介会社初となる仲介物件への住宅履歴情報の蓄積を
行い、引渡し後における「住宅管理事業」を展開。また、１つひとつの中古住宅（建物）を
正しく評価し流通させる、不動産会社のVC「売却の窓口®」を運営している。著書に『プ
ロだけが知っている！中古住宅の選び方・買い方』（朝日新聞出版）、『マイホームは中古の
戸建てを買いなさい！』（ダイヤモンド社）他。

消費者に選んでもらう� �
意味のある会社にする

─不動産業界の課題は何でしょうか？

　私が不動産業界に入ったのは23年前です。４人
ほどで会社をスタートし仲介から始め、銀行融資
が受けられるようになると建売住宅を手掛けるよ
うになり、ピーク時には年間250棟、売上が60億
くらいまでの会社に成長しました。しかし、建売
会社といいながら、建物に関しては工務店に任
せっきりで、雨漏りの対応もせず、アフターサー
ビスもしない、いわば“売り逃げ”のような状態
でした。私の考えを大きく変えたのが、2006年に
施行された「住生活基本法」です。この法律で、
新築中心のフローではなくストック重視の社会へ
と国の方針が大きく変換したのです。
　また、“人”の問題も会社の大きな課題でした。
当時は人の入れ替えが激しく、常に求人サイトで
新規募集をしている状況でした。海外の状況を調

べてみると、米国の営業マンは会社に帰属すると
いうよりも独立したエージェント制で、経験を積
むとそれが実績となり収入に結びつくというシス
テムになっていました。つまり、取引の中で“人”
そのものが評価され、しっかり勉強し、長くキャ
リアを積むほど市場において価値が上がる仕組み
です。日本も、今後は米国のような仕組みにしな
いとこの業界には優秀な人材は残っていかないだ
ろうと思いました。
　このように、人も顧客も契約も全て会社の資産
になるはずなのに、それが全く蓄積されず、何の
価値も生んでいないことに気付いたのです。そこ
で2008年に㈱バイヤーズスタイルを立ち上げ、
2016年に価値住宅㈱に社名変更しました。

─エージェント制を採用されました。

　創業以来目指してきたことは、「売買の時に、お
客様に選んでもらう意味のある会社にしたい」と
いうことです。消費者が不動産の取引をする際に

資産価値が毀損しない
確かな市場をつくる

脱・手離れ。生涯顧客化で
新たな商機をつかむ

高橋正典 氏

価値住宅株式会社／東京都渋谷区
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声をかける業者数は、日本の場合は５～６社くら
いだと思いますが、米国の場合は、約７割の人が
１人のエージェントを選んで取引を進めるという
ことでした※1。なぜ日本ではそんなに多くの業者
に声をかけるのかといえば、物件情報の多くが業
者毎に囲いこまれているためです。米国のように
物件情報が正しく公開され、どの業者も同じ情報
を提供できるようになれば、消費者は会社を選び、
営業マン＝人を選ぶはずです。そうすると、サー
ビスの内容や取引の実績や評価が選ばれる基準に
なると考えました。では、「どのようなサービスを
提供すればいいのか？」ということです。議論を
重ねた結果、“買うのは一瞬、住むのは一生”とい
う言葉があるように、“契約後の住まいのサポー
ト”という部分に関わることが仲介会社として大
切なのではないかと考えました。
　そのために取り組んできたことが３つあります。
まず、「エージェント」から始めたこと、次に、
開業以来全ての仲介物件に「住宅履歴情報」をつ
けたこと、３つ目が、「住宅管理会社」として事業
展開をしたことです。
　㈱バイヤーズスタイルは、買主（バイヤーズ）
に寄り添うエージェントとして立ちあげました。
米国の場合は、利益相反になるということで原則
両手商売は禁止されていて買主と売主のエージェ
ントは別です。そこで当社は、購入依頼は板橋支
店で受け、売却依頼は本社で受けるようにして、
部門もエージェントも別にしました。

中古物件の不安を解消する

─売主や買主から依頼が来た場合の進め方につ

いて教えてください。

　当社では、中古物件の取引全てに①建物のイン
スペクション　②住宅履歴書　③24時間無料
コールセンター　④既存住宅売買瑕疵保険　を原
則つけます。

　売却の依頼があった場合は、基本的に“価格査
定マニュアル※2”を使い、建物の評価額をきちん
と出します。日本の場合、住宅の状態にかかわら
ず築後20～25年程度で評価額を一律ゼロとして
しまいますが、マニュアルでは、インスペクショ
ンなどを通じて、基礎・躯体・設備の状態を個別
に確認し、評価に反映します。
　具体的な事例として、当社で扱った築35年の戸
建ての売却事例があります。この物件を当社が査
定すると、建物が440万円、土地が3,040万円で
合計3,480万円の評価になりました。一方、他社
では建物評価は全くされず、全体で2,980万円の
査定価格でした。しかし、結果的に３カ月後には
3,430万円で成約したのです。
　建物インスペクションの結果と合わせて価格査
定の根拠を買主に説明すると、割と納得して購入
してもらえますし、ちゃんと検査し評価された物
件を買いたいという方が最近確実に増えています。
5年ほど前は中古住宅を購入する方は、新築を買
うには資金が足りないという人が多かったのです
が、ここ２～３年は5,000万円以上で中古物件を
買いたいという人も来るようになり、価値がある
ものを安く買って自分のスタイルに変えて住みた
いという人が増えてきました。
　また、2016年からは自社保証を付けた仲介を始
めました。通常、既存住宅瑕疵保険はインスペク
ション実施業者が被保険者になりますが、保険の
加入を促すのは当社ですので、その場合は当社が
被保険者になって保証します。

業務内容
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─「住宅履歴」は業界の中でなかなか浸透してい

ません。

　欧米と違い日本で既存住宅の流通が促進しない
理由に「どんな建物かわからない家は買いたくな
い」という消費者心理があります。当社では創業
以来全ての契約において住宅履歴を作成し、まず
10年間保管しています。新築時の設計図書等の書
類や居住中のリフォームや設備更新の情報を弊社
のデータシステム（いえかるて※3）に登録します。
お客様にはIDとパスワードを渡して、ご自身で適
宜情報の更新もできるようにしています。

─「売却の窓口」はどのようなサービスですか。

　「売却の窓口」は、2014年度国交省の「中古不
動産取引における情報提供促進モデル事業」に採
択され、スタートしました。売却依頼を受ける際
に、“価格査定マニュアルの使用、建物のインス
ペクションの実施、既存住宅瑕疵保険の付保、住
宅履歴の整備をして流通させる”という思いを１
つにしたボランタリーチェーンです。残念ながら
このような売り方を促進しても“面倒くさい”“ビ
ジネスの香りがしない”など多くの不動産会社は
取り組みません。しかし私たちは物件を調査して
正しく評価し、情報公開して流通市場に出すとい
う方法を通じて市場を活性化し、売却物件の受託
を積極的に増やしていこうと展開しています。大
手企業が取り組んでいることは中小不動産業者で
もできるということをお客様に示し、信頼が得ら

れるビジネスをしようと他社に声をかけています。
加盟店数は全国で30店以上になりました※4。

─その他に顧客向けのサービスはありますか？

　欧米では一般的ですが、売却する際に物件の魅
力を高め、購入希望者の印象を高くする「ホーム
ステージング」を行っています。
　また、「カチッとハウスR」というリフォーム
プランのVR提供サービスも開始しました。これ
は、リフォーム後のイメージができないために中
古住宅購入の決断ができないという理由を払拭す
るため、リフォーム後の3D画像や概算の見積り
を提供します。また、この仕組みは売却の窓口の
加盟店も利用でき、リフォームプランをそのまま
地元の工務店に持ち込むことができます。
　リフォームに関するある調査では、戸建て・マ
ンションとも新築の購入者は10年間何もしないが、
中古物件の購入者は、戸建住宅では10年以内に８
割以上の人が、マンションでも６割近い人がリ
フォームをしているという数字が出ていました。
新築住宅は引き渡し後10年はほとんど仕事にはな
りませんが、中古住宅の場合はリフォームで大き
なビジネスチャンスがあることになります。売却
の窓口の地方の加盟会社には、「10年で両手の売
上になるようにしよう」と言っています。売買時
の手数料は低いですが、契約後もお客様との関係
を構築し続ければ必ずいつか売上につながるとい
うことです。そのようなビジネスをしていかない
とこれからの中小業者は厳しくなると思います。

お客様を契約後もサポートし、� �
「生涯顧客化」する

─「住宅管理会社」として提供するサービス内

容について教えて下さい。

　前の会社で“売りっ放し”をしていた苦い経験
から、「住宅を取引した後に、お客様にどのような
価値を提供できるのか」を考えてビジネスを構築

中古物件の取引き全てにつける独自の取り組み
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価値住宅株式会社
代 表 者：高橋　正典
所 在 地：東京都渋谷区代々木3-28-6　いちご西参道ビル2階
電 　 話：03-3375-1250
Ｈ 　 Ｐ：https://kachi-jyutaku.co.jp/
業務内容：不動産事業（不動産売買や賃貸に関する媒介・管理業務／相続・

資産活用に関するコンサルティング業務）、住宅管理事業（イン
スペクション等による住宅の定期点検業務／資産価値維持・向上
に関するメンテナンス計画の作成及び実施／住宅履歴情報の蓄積
等）、リフォーム事業、不動産売買に関するＦＣ・ＶＣ事業など。

※１	 NAR（全米リアルター協会）調べ。
※２　（公財）不動産流通推進センター作成。
※３　（一社）住宅履歴情報蓄積・活用推進協議会における住宅履歴情報の名称。

高橋社長は理事を務める。
※４　2017年12月末現在。

しました。「住宅管理会社」として行っていること
は、①購入後、定期的な建物のインスペクション
の実施　②「住宅履歴情報」を整備し、毎年１回
当社から電話やお手紙を郵送してリフォーム内容
や設備の更新情報をリサーチ代行登録　③半年に
１回「維持管理報告書」を送付　④10年間24時
間緊急駆けつけコールセンター　の４点で、毎月
お客様から500円をいただいています。
　このような仕事は、本来は建物を建てた工務店
やハウスメーカーの仕事かもしれませんが、中古
物件になり所有者が変わってしまうと継続的な
フォローはしてくれなくなります。そこで当社が
実施することとし、定期メンテナンスのない新築
住宅の仲介においても提供しています。

─今後中小の宅建業者が生き残っていくには何

が必要でしょうか？

　一番大切なことは、お客様と生涯かかわってい
くという「脱・手離れのよさ」です。売買の契約
後も買主としっかりとした関係を構築していれば、
そこからリフォームのビジネスや紹介が生まれる
こともあります。当社は「生涯顧客化」という名
のもとに、契約後もお客様と離れず、住まいをサ
ポートし続けます。10年後をしっかりと見据え、
お客様との関係をどう継続していくか、中小不動
産業者の商機はそこにしかないと思います。
　国交省の数字では、中古流通市場が活性化して
いる米国では住宅に対する投資額と資産評価額が
近いのに対し、日本では資産が著しく毀損し、評

価額が大幅に減少しています。その差を埋めるの
に必要なことが、お客様の資産を正しく評価する
ことです。資産が正しく評価されれば、物件の価
値が維持されることになります。そうなれば、所
有者は資産性を維持するためにメンテナンスに投
資をします。その結果、物件の価値が向上し、市
場で高く売却され、流通市場が活性化するという
循環が生まれます。私は日本の流通市場をこのよ
うな市場にすることを目指しています。
　「生涯顧客化」といって進めているのは、「資産
価値を毀損しないビジネスをする」ということで
もあります。「住まいの『付加価値売却』そして
『購入』さらに住宅管理へ。日本における新たな住
宅循環システムを作る」ことが私の大きなミッ
ションです。

ホームステージングの一例
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岡庭建設（株）専務取締役。一級建築士。同社の設計を主に携わり、太陽熱、長寿命、木を
活かしたエコ住宅を手掛けている。2010年にはグッドデザイン賞、2015年キッズデザイ
ン賞、2016年ウッドデザイン賞を受賞。また、（一社）JBN・全国工務店協会、（一社）東
京家づくり工務店の会、 （一社）全木協東京都協会他工務店団体等の役員を務める。

お客様と工務店の共通の目標、� �
「みんなでいい家をつくる」

─御社の沿革について教えてください。

　1970年に大工業をしていた現会長が㈲岡庭工務
店を興し、1972年に岡庭建設㈱に組織変更して今
年で47年目を迎えます。私が入社したのが24年
前ですが、会長の息子である現社長は不動産業を
経て当社に入り、私は設計事務所を経て当社に
入って来たので、会長から社長へ事業承継する中
で建築部門と不動産部門がうまくリンクし、現在
のワンストップサービスの原型ができました。
　会長は先を見る目があり、将来は環境住宅が必
要になることを予見し、太陽熱を生かした住宅を
作りたいという意向を持っていました。当時は
OMソーラーという太陽熱利用住宅に取り組み始
めた頃で、導入するためには設計が必要になるこ
とから私に声がかかったのです。それを機に当社
は設計部門を持つことになりましたが、当時、工

務店で設計と施工部門を持っている所は多くはあ
りませんでした。

─企業ポリシーの「みんなでつくる家」という

のはどのような経緯から生まれたのですか？

　入社した当時、家を建てたいと相談にくるお客
様と接して感じたことは、お客様は発注する人、工
務店は要望を聞きそのまま建てる人、という関係
になってしまっているということでした。確かに
工務店は受注をすることが大事ですが、お客様も
“自分の望む家はこういうイメージだから”と、住
まい手の意向に合わせて家をつくればいいという
雰囲気が少なからずありました。しかし、設計の
立場から“もっとこうした方がいいのに”と思う
ことも多分にありましたし、やはりお客様はプロ
ではありませんので、いわれる通りに作っても結
果的にイメージ通りのものにはなりません。大工
も設計者も建築することが楽しいし、いい家を作
りたいと思っていますので、工務店側からも前向

地域の繁栄と防災の視点で地域活動に取り組む

「家づくり、家守り、家支え」を
ワンストップで目指す

池田浩和 氏

岡庭建設株式会社／東京都西東京市
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きな提案をしていく方がいいのではないかと考え
ました。
　そこで、いい家を作るというゴールに向けて、皆
が意見を出し合うことを大切にしようと、20数年
前に「みんなでつくる家」を会社のビジョンとし
て掲げました。
　このビジョンは、昨年「みんなでつくる家、み
んなでまもる家」に変えました。皆でつくった家
をその後も愛着を持ってまもっていくことが大事
だと考えたからです。ビジョンを掲げてからは、当
社と価値観が合う人たちが共感して集まってきて
くれるようになったと思います。それによって仕
事がやりやすくなり楽しくなりました。

─商品について教えてください。

　自由に家を作りたい人のためのフルオーダー住
宅の他に、2010年から「木箱の家ki-bako」を始
めました。注文建築を長くやってきて、お客様の
中には、理解が早い人もいればそうでない人もい
ますし、自分のオリジナリティをもって作ること
が楽しいという人もいれば手短に簡単に作りたい
という人もいることを感じました。そこで、「木箱
の家」はセミプロダクトの形にし、プランは依頼
者の意向に合わせ個別に作りますが、家具や材料
は、自社オリジナルの手作り家具のパーツの中か
ら組み合わせて作れるようにしました。2010年に
は「木箱の家」と「家づくり学校」という住宅の

商品と地域に対する取り組みが総合的に評価され、
グッドデザイン賞を受賞しました。

家を建てる過程が� �
学べる場を作る

─「家づくり学校」を始められましたが、どのよ

うな意図だったのでしょうか？

　地元で40年近くやっていると、他社で建てたり
分譲住宅を購入した人からも、家のことでいろい
ろ相談をいただくようになりました。相談理由を
聞くと、“誰に聞けばいいかわからなかった”とい
うものが多く、消費者はネットの普及で情報がと
れるようになったけれど、直接相談できる相手も
求めていることを感じました。日本では家を作る
過程を学ぶ“住育”というものが学校教育にはな
いことから、相談所ではなく学べる場づくりをし
ようと思い、今から10年前に「家づくりの学校」
を始めました。
　家づくりを始める方向けプログラムには、主に
“１時間目”と“２時間目”があります。１時間
目のテーマは、「設計・家づくりの進め方」として、
家づくりを始める時に、“まず土地を探しに不動産
会社へ行くべきか、建てる会社を探すべきか”“土
地探しの際に、角地や駅に近い物件を選ぶと何故
失敗するのか”“住宅展示場から始めることが良い
のか”などの陥りやすい点について具体的な事例

木箱の家 ki-bakoみんなでつくる家
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を示しながら、最初に知っておくべきことを学び
ます。２時間目は「しっかりつくる家とは」を
テーマにし、住宅に必要な性能と、それがどのよ
うに安全とつながるのかについて、建築中の家な
どを使って学びます。また、当社では家を建てる
際に必ず木を植えましょうと伝えているので、緑
を見に行くプログラム等も他のカリキュラムで入
れています。
　消費者と話をしていると、不動産業者＝建築士
と思っている方や、分譲物件を売っているのは仲
介会社の営業マンであるにもかかわらず、建築の
知識が豊富だと思っている方が多くいらっしゃい
ます。やはり、建築が分かる人と不動産が分かる
人が連携し、その人がどのような住まい方をした
いのか、ということを前提に土地を探すことが大
切です。
　家づくりの学校は私が講師となり、大体月１〜
２回のペースで年間20回ほど行っています。募集
はネットと口コミだけですが、１回当たりの参加
者は７、８人～15人程度で、これまでに累計で
900名程度になりました。参加されるのは近所の
方がほとんどですが、当社で建てる予定がない方
でも気軽に来てもらいます。純粋に消費者のため
に、あったらいいなと思うことをしているだけで、
ベタな取り組みです。この「家づくり学校」は
2015年に西東京市の一店逸品事業に認定され、
市のお墨付きをいただきました。	

家を守ることを� �
仕組み化する

─家を建てた後のアフターフォローにも力を入

れています。

　工務店ですから住宅のメンテナンスをするのは
当たり前です。また地域の工務店は、地域の人が
家を作りたい、修繕したいという場合に対応する
という重要な役割をもっています。そのため人の
つながりがとても大切だという感覚が会社のDNA
としてありました。それまでのメンテナンスは施
主から何かあったときに呼ばれ、行って対応する
ものでした。しかし、それはメンテナンスではな
く、ただの補修です。何かが起きてからでは遅く、
何かが起きる前に未然に防ぐための「維持管理」
こそが重要です。そのため、定期的なメンテナン
スの必要性はわかっていましたが、なかなかそれ
を仕組み化することができず、15年前にようやく
１年目、２年目点検をする制度を作りました。
　その後、約10年前に住宅瑕疵担保履行法が制
定され、工務店の業界団体であるJBN※1も発足
し、それを期に当社でも、新築の顧客に対して３
カ月、１年、２年、５年、10年の点検制度に切り
替えました。さらに、既存住宅瑕疵保険もできま
したので、中古住宅の流通のあり方も研究し、制
度に組み入れ、３年前に「おうちクリニック」と
いう点検の仕組みを確立しました。
　「おうちクリニック」は、住まいを見守り、トラ
ブルに備え、管理をサポートする、いわば「住宅
のかかりつけ医」の役割です。“守る”“長持ちさ
せる”“価値を保つ”“安心して暮らす”ことを目
的とし、「木の家会員」「木ノベ会員」「家まもり会
員」の３コースを設けました。「木の家会員」は、
当社で家を建てた方は自動的に会員になり、10年
目までは無償で点検を行うほか、希望者は年１万
円を積み立てることで、防蟻工事や修繕に充当す
ることができます。「木ノベ会員」は当社でリ
フォームした会員で、希望者は有償で３年毎の点

おうちクリニックと家づくりの
学校のパンフレット

家づくりの学校の様子
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検を受けられます。どちらも10年目以降の点検は
インスペクションのガイドラインにのっとり進め
ますが、新築で建てた家は「インスペクトハウ
ス」として既存住宅瑕疵保険に入れる状態を保ち、
リフォームした家は「点検済住宅」としてその状
態が維持できるように努めます。
　また、最近相談で増えてきているのが、自分の
家を建てた会社が倒産してしまったという方です。
そのために作ったコースが「家まもり会員」で、
こちらも３年毎に点検をします。何故このコース
を作ったかというと、地域守りのためです。相談
先のなくなった家を誰かが見守らないと、いずれ
それが空き家になり、朽ちていき、地域の資産が
損なわれることになります。地域の価値を守るた
めにも管理を受けることが必要だと思いましたし、
その過程でいろいろな困り事の相談にものること
ができれば、地域の空き家対策にもなります。

─家守りについて消費者ニーズは高いですか。

　「おうちクリニック」に申し込んでいるのはまだ
圧倒的に新築の方です。ただ、家を守ることが大
事だという普及活動を地道にやっていけば、いつ
か日本でも点検文化が根付いていくと思います。
作る側も住む側も基本的に引き渡して終了と思っ
ていますので、作り手側からアナウンスしていか
ないと、点検文化は広まらないと思います。

─リフォーム事業はいつから始めたのですか？

　リフォーム事業は当社で新築を建てた既存顧客
からの要望がきっかけで始めました。そのため、
「おかにわリフォーム工房」というわかりやすい名
前にしました。リフォーム部門ができたことで、
「つくる」部門の岡庭建設と、「まもる」部門のお
かにわリフォーム工房と、「支える」部門の岡庭
不動産が三位一体でワンストップサービスを提供
することができるようになりました。
　このように、私たちは家を「作る」以外にも、
「学ぶ」ことと「守る」ことが大切だと思っていま
す。消費者も工務店もほとんどが作ることしか考
えていませんが、家づくりを失敗しないためにも、
消費者には事前に知識を学んでもらいたいですし、
家を建てたら終わりではないことも知って欲しい
と思います。家を作る期間は長くても３年ですが、
その後40年、50年と住んでいきます。したがっ
て、家をどう守るかということの重要性について
多くの人に理解してもらいたいと思っています。

地域の繁栄と防災のために� �
貢献する

─地域活動についても積極的に取り組んでいま

す。「庭之市」はどういうイベントなのですか？

　「庭之市」というマルシェは今年で６年目になり
ます。当社のような中小工務店が半世紀近く地元
で事業をできているのは、やはり地元の人たちの
おかげです。地域の人や地域のお店にはいつまで

おかにわファミリーでもある落語家の寄席も開催された「庭之市～おにわのまるしぇ」の様子
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も元気でいてほしいと思いますし、皆さんへのお
礼の意味も込めて始めました。西東京市は小さな
町ですが、頑張っている小さな事業者が実はたく
さんいます。しかし、この地域も最近郊外に大型
ショッピングセンターができ、かなり人が奪われ
ています。気が付いたらまちから素敵なお店がな
くなっていた、ということになると困るので、地
元で頑張っているお店が集まって宣伝できる仕組
みがないかと考えていました。
　庭之市は毎年１回、３月の最終土曜日に開催し
ます。当社が場所を提供し、地元の魅力的なお店
15店ほどに参加してもらい、地元の人や既存顧客
に声をかけて遊びに来てもらっています。また、当
社では体験農園を併設した住宅を建設し、住まい
手さんと地元の農家さんと一緒に、おかにわファ
ームという農業サークルの運営に取り組んでいま
す。そこで採れたお野菜を生かした逸品を庭之市
に出店してもらっています。
　このように、庭之市は地域の人たちとつながり、
既存顧客ともつながり、それらを介して当社の存
在を知ってもらうための取り組みでもあるのです。

─既存顧客のフォローはどうされていますか？

　当社では既存顧客のことを「おかにわファミ
リー」と呼んでいます。年末に開催する“おかに
わファミリー忘年会”には、毎年200名近くが参
加します。普通忘年会は会社の人だけでやります
が、当社はお客様と一緒に行います。建築棟数も
増え、いつもお客様全員と会えるわけではありま

せん。既存顧客の中には当社に対する不満もある
でしょうし、“今年は庭に植えた桜が咲いたよ”と
いった喜びを伝えたい人もいるはずです。実際そ
の場で“扉が堅い”とか“あそこに換気扇がある
と寒い”などと教えてもらえます。やはりお客様
と顔を合わせ、意見を直接聞くことは大切です。
　また、最近はインスタグラムに皆さんの実際の
暮らしぶりをアップしてもらっています。２年前
からは“インスタ選手権”を始め、「おかにわ
フォトアワード」として入賞された方々には商品
券を贈呈しています。

─空き家対策も地域で取り組んでいます。

　空き家問題がメディアで取りざたされる中で、
市内の異業種の仲間たちから西東京市の空き家は
どうなるのだろう、という相談がありました。そ
こで地域の仲間が集まって「西東京空き家会議」
というものを始めました。集まっているのは、駄
菓子店、クラフトビール店、プロデューサー、FM
西東京などで、発信する人、意見をまとめる人、
アイデアを提供する人など、まちに住んで、まち
に対する思いの強い人たちが、当事者意識をもっ
て解決していこうとしています。会議では、「空き
家はまちの“問題”ではなく“資産”になる」と
いう方向性で、空き家の利活用や活用したい人と
のマッチングができないかと考えています。当社
のスタッフは30名程になりましたが、６割は地元
に住んでいます。会議の参加メンバーも社員の知
り合いや、子ども同士が友達、ということなどか

「R-ECO HOUSE」のモデルハウス「西東京空き家会議」の様子
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岡庭建設株式会社

代 表 者：岡庭　伸行
所 在 地：東京都西東京市富士町1-13-11
電 　 話：0120-28-1166
Ｈ 　 Ｐ：http://www.okaniwa.jp/
業務内容： 土地探しから設計、建築、アフターフォローまでワンストッ

プで展開する工務店。太陽熱、長寿命、木を生かしたエコ住
宅を手掛け、自然素材や雨水利用など地球環境に配慮した家
づくりやリフォーム、リノベーションを行う。

らつながりました。社内でもその活動を応援する
体制をとっており、空き店舗をどう活用するかを
テーマに、社内コンペなども行っています。

─地域のための防災活動にも取り組んでいます。

　私は内閣府が進める国土強靭化計画の民間制度
の委員を務めており、そこでは、大地震に備えた
「レジリエンス住宅※2」のあり方について検討を
進めています。当社でも普通の生活の中でも対応
できる防災住宅のあり方を伝えようと、２年前に
「R-ECO HOUSE」という“ゼロエネルギー＋災
害時活躍住宅”というモデルを作りました。これ
は、平時は愉しく暮らし、有事には災害の備えが
できるという家です。具体的には、炊き出しに使
える薪ストーブや、太陽熱の蓄電システム、雨水
をためる仕組みなどを実装しています。
　一方、有事の場合は人のつながりがとても大切
です。そこで「ツナガル」プロジェクトを始めま
した。「R-ECO HOUSE」のモデルハウスを会場
にして、有事にはお互いの連絡が取れる関係をつ
くることを目的に、いろいろな人が参加できるワー
クショップや料理教室などを開催しています。
　また、私は工務店と職人の団体「全木協東京都
協会」の会長も務め、東京都と、有事の際は木で
仮設住宅を作る役割を担う災害協定を結びました。
熊本地震の際も駆けつけましたが、首都圏の災害
時には当社が陣頭指揮をとり、東京の工務店と職
人たちと共に木造仮設住宅建設に携わります。

─不動産業者との連携も試みています。

　中古の流通を見据え、工務店も宅建業者との連
携を模索していかなくてはならないと考えていた
時に、国交省の「中古不動産取引における情報提
供促進モデル事業」に応募し、提案が採択されま
した。これは、「ウエスト東京不動産流通ネット
ワーク」といって、東京西部エリアの中古住宅の
売買を支援する地域型の事業者ネットワークです。
活動を始めた当初は、宅建業者はインスペクショ
ンや瑕疵保険についてほとんど知りませんでした
が、その後勉強会や現地見学会などを通じて、参
加者は一級建物アドバイザーや空き家相談士の資
格を持つまでになりました。不動産業と建築業が
連携することで、新しい発想や従来とは違う新た
なビジネスを生んでいきたいと思います。

※１　一般社団法人 ＪＢＮ・全国工務店協会、中小工務店の全国組織。
※２　レジリエンスとは、外部からの影響に立ち向かう強靭さや回復力を意味し、

防災力と同義。

ウエスト東京不動産流通ネットワーク
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1961年高知県生まれ。高校卒業後、自衛隊に入隊。10回以上の転職を経て、2002年に
理想の職場を作ろうと起業。現在、不動産賃貸仲介業のエイブル加盟店を高知県内で５店舗、
売買仲介業として１店舗を運営。また、管理業務の拠点としては管理センターを設置してい
る。平成24年度「おもてなし経営企業選」選出、第5回「日本でいちばん大切にしたい会
社大賞」審査委員会特別賞受賞、第４回「ホワイト企業大賞」ワークライフインテグレー
ション経営賞受賞など受賞歴多数。人本経営が高く評価されている。

武樋泰臣 氏

社員がわくわく、のびのびと働き、��
協力し合う会社をつくりたい

─「日本でいちばん大切にしたい会社大賞※1」

をはじめ多くの賞を受賞されています。

　私は高校卒業後、海上自衛隊に入りましたが、
しばらくすると安定した職場環境に閉塞感を感じ、
より刺激的な生き方を求め、いくつかの会社を経
て20代後半に不動産業界に入りました。それまで
の会社は社員同士の競争が激しい職場や、社員が
協力し合っている楽しい職場などいろいろでした
が、共通していたのは「会社は社長のもので、社
長の思いを実現するために従業員がいる」という
考え方でした。しかし、自分の理想はその逆で
「１人ひとりが輝いて、のびのびと、お互いが助け
合いながら未来に夢を持って仕事をしている職場」
をつくりたいとその当時から思っていました。
　不動産業界に入ってみると、どんなに知識や経
験を積んでも新しい課題が次々と出てきて、取り

巻く環境もどんどん変わり、その奥深さに触れる
たびに、不動産の仕事は本当に面白いと思いまし
た。それと同時に、この業界はダーティなイメー
ジがあることも感じました。そのため「皆がわく
わく働ける社員が主役の会社をつくり、不動産業
者のイメージを変えたい。不動産業を明るく、誇
りが持てる職業にしたい」という思いで取り組ん
できました。

─会社経営を支える軸として、経営理念の作成

にかなり時間をかけたと伺いました。

　当社は、将来的な事業承継を考えていた先輩企
業２社からの引き継ぎもあり、2002年に創業しま
した。会社の業績は悪くありませんでしたが、当
時の社員はそれぞれが自分の考え方を主張してお
り、時間が経つにつれて職場の雰囲気もギスギス、
ピリピリしてきました。この状態に危機感を感じ
“どうすればいいか考えよう”と社員に問いかけ、
全員で腹を割って話し合うことにしたのです。“お

“社員が主役”で会社は夢の実現のためのステージ

「会社の発展と個人の幸せが
一致する」企業を目指す

株式会社ファースト・コラボレーション／高知県高知市
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客様に対する関わり方”“社員の働き方”“大切に
している価値観”などについて約８カ月かけて議
論し、皆に思いを出し尽くしてもらいました。す
ると“笑顔があふれる職場にしたい”“意見がどん
どん出せる会社にしたい”“お客様に感謝された
い”など多くの意見が共通していたのです。そこ
でそれらを集約して、2004年に経営理念としてま
とめました。
　当社の経営理念は「会社の発展と個人の幸せの
一致を目指す」「お客様と感動の共有を目指す」「笑
顔の輝く豊かな人間集団を目指す」ですが、経営
理念は毎年見直し、修正、再確認をしています。
同時に「ノルマなし、歩合なし、業務命令なし」
という方針も決めました。

会社の幸せと個人の幸せを� �
一致させる

─経営理念を毎年見直しているのですか？

　経営理念を策定した後も、経営者である私は決
定できる立場にいるからわくわくしますが、果た
して社員はどう感じているのだろうと常に考えて
いました。そこで、社員全員で議論する場を設け
ようと夏合宿をすることにしました。合宿では、
創業から変わらずに会社が大事にしてきたことを
再確認し、経営理念や経営方針などと共に、社員
自身の信条や人生のビジョンについても徹底して
話し合います。“何のためにこの仕事をしているの
か”“自分の人生の目的はどういうものなのか”と
いうことについて１人ひとりが書き出し、共有化
します。昨年からは「経営指針書」を発行し、①
私の幸福感－どんな人生を送りたいか－　②人生
の理念／ビジョン－何をもって人に憶えられたい
か－　③使命／役割－誰に対してどんな役割が発
揮できるのか－　④私の信条　⑤死ぬまでにやり
たいこと　など、合宿で語り合った項目を記入し、
いつでもここに立ち返れるようにしています。こ
のように、個人の夢やビジョンを皆で話し合うと、

お互いの夢を知ることができ、仕事のベクトルが
合ってきます。
　私はどうしても「会社の発展と個人の幸せが一
致する」会社をつくりたかったのです。そこでこ
の合宿を通じ、会社のビジョンと個人のビジョン
を合致させたいと思いました。
　また、経営理念は上から一方的に浸透させるも
のではなく、皆で語り合うものだと思います。社
員とのコミュニケーションを通じて初めて経営理
念は生きてきます。通常、企業が経営理念を示す
時は、一番上位に経営理念やミッションがあり、
その下にビジョン、目標設定、計画、日々の実
行・実現といった形のピラミッドの絵になります
が、当社は逆です。経営理念やミッションを実現
するためには“日々の行動”が一番大事ですので、
それをピラミッドの一番上に掲げています。

─日常的にはどのようなコミュニケーションを

心掛けていますか？

笑顔があふれる社員の集合写真

受賞歴も多数におよぶ
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　経営理念の浸透は採用時から始まり、入社後も
継続的に時間をかけています。採用の際は、５回
以上の選考過程と１週間のインターンシップを通
じて、当社の経営理念や考え方に共感する人に入
社してもらいます。入社後は、日常の中で言葉の
言い回しや動き方で気になったときに、「さっきの
言葉はお客さん目線だった？」というように“教
える”より質問を投げかけ、“自ら気付く”ことを
重視して、先輩社員と後輩社員がコミュニケー
ションをとっています。

徹底して社員満足度を高める� �
経営をする

─「社員が主役」の企業ということは具体的にど

のような意味ですか。　

　当社は、社長のための会社ではなく、社員１人
ひとりが良い人生を送るための「社員が主役」の
会社を目指しています。したがって、社員が会社
のパートナーであるということより、社長が社員
の良いパートナーになっているかということをい
つも自分に問うています。そのために「逆ピラ
ミッド」型の組織を作り、社員が一番上にいて、
社長は一番下で、現場が働きやすいように支援す
ることが社長の役割だと思っています。
　“社員が主役で会社はあくまでステージ”です。
そして、そのステージは会社の仲間と一緒に作り、
お客様に幸せを提供しながら広げていくものです。

しかも、そのプロセスが満足感に満ちているのが
理想です。社員の“熱意、元気、明るさ”がお客
様へのおもてなしの心として表れますし、“高い意
識と連帯感”は質の高いサービスに結びつきます。

─ノルマも歩合も業務命令もやめたということ

ですが、目標設定はどのようにしていますか？

　ノルマや歩合や業務命令をやめたのは、風通し
の良い風土をつくり、チームワークとコミュニ
ケーションを大事にし、“やるべき”より“やりた
い”を重視しながら、社員が従うのではなく、自
ら定めた目標に自発的に取り組んでもらうように
するためです。
　具体的には、夏合宿で会社の目標と将来の自分
の目標から逆算して１年間の目標を定めます。そ
して、個人が決めた目標と会社の目標の進捗状況
を皆で確認し、次のアクションにつなげるPDCA
サイクルを回すことで、個人の頑張りと会社の業
績が一致しているという実感が得られます。この
ように“稼ぐ力”と“幸せ”の両方のバランスが
とれている会社が良い会社なのだと思います。
　ただ、会社において何を目標の指標とするかに
ついては私が提案します。利益を指標にすればコ
スト削減という手段もありますし、売上を指標に
すれば集客数という目標になるでしょう。しかし、
指標を「お客様満足度」にすると手段がまるで変
わってきます。何を指標にするかを決めるのが経
営者の仕事で、その運用は現場のスタッフに任せ

夏合宿でのプレゼンの様子チームワークとコミュニケーションを大切にする
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ています。

─結果への評価はどうされていますか？

　そもそも評価とは何のためにするのか、そもそ
も必要なのか、ということを考えました。一般的
に評価というのは他者評価であり、序列です。優
れた結果を出した者が良い評価を受け、高い報酬
を受け取ります。つまり賃金と評価がリンクしま
す。当社でも360度評価という他者による相互評
価を導入してランキングを出していたことがあり
ましたが、結局は“人が変わるのは自己評価でし
かない”という結論を得ました。360度評価は今
も引き続き行っていますが、評価項目を大幅に減
らし、それを基に行う自己評価を重視する方法に
変えています。

─「ダイバーシティ」制度も取り入れています。

　ダイバーシティというと、一般的には女性や高
齢者、障がい者など多様な人が働ける制度という
とらえ方になりますが、当社は働き方を1人ひと
りの多様性に合わせていくという考え方で、「成長
支援制度」と呼んでいます。
　具体的には、３つのコースを設定しています。ま
ず「エンジョイハードコース」で、これは一般的
な正社員の総合職のコースです。次に「エンジョ
イワークコース」です。これは、入社時点で既に
子育てをしていたり、休日の趣味と両立させるよ
うな働き方をしたい人のためのコースです。最後
が、「ワークライフバランスコース」で、妊娠、

子育て、介護、療養など人生の一時期に発生する
事態に対応するコースです。やはり人は幸せにな
りたいし、各々ビジョンや夢を持っています。そ
の夢を叶えるために、仕事を通じて人間として成
長できるステージを、会社が用意することをダイ
バーシティととらえています。
　このような制度ではマネジメントが大変ではな
いかといわれることもありますが、その際のマネ
ジメントとは管理のことで、従業員性悪説から来
ています。社員の意識が高く自立して働いていれ
ば管理は必要ありません。
　むしろ当社のマネジメントで求めていることは、
個々の社員に対して「やるべきこと（MUST）」
「やりたいこと（WILL）」「できること（CAN）」
を整理し、一致させるためにどうしていけばいい
のかについて、本人と一緒に掘り下げていく役割
です。“その責任を果たしたい”ということと“こ
ういう自分になりたい”ということが一致し、“そ
れができるために能力向上”をしていけば本人の
成長につながります。
　そのための日々の支援が管理職の重要な役目で
す。人間ですからどうしても楽をしたいという気
持ちがおきますが、それで一番傷つくのは自分自
身です。そのような社員に対し、言葉を選び、寄
り添いながら励ましてあげるのが上司の役割です。
経営の指標は社長が決め、会社の目標と個人の目
標は社員が決め、MUSTとWILLとCANが重なる
よう社員の目標を整理し、壁にぶつかったときに
支えることが管理職の目標になります。

社員満足度を業績に結び付ける� �
壮大な実験に挑む

─社員満足度をどうすれば顧客満足度や業績に

つなげられるのでしょうか？

　自分が空腹であればお客様にはサービスができ
ません。逆に自分が満たされていれば還元できま
す。私が考える仕事の目的は「社員自身とその家

会社のビジョンと個人のビジョンを確認する「経営指針書」
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岡部祐政 氏
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族の幸せ。そして、縁のある人々の幸せに貢献す
ること」です。そして、「社員１人ひとりが未来に
夢を持ち、働く幸せを感じる」会社を目指してい
ます。一般的には“社員満足度”という言葉を使
うのでしょうが、当社では「幸せ度」という言葉
を使います。社員が幸せな気持ちに満ちていれば、
お客様の幸せを願うことができます。いわば“幸
せのおすそ分け”のようなものです。
　そして、社員が幸せであれば“利他”の気持ち
を持ちます。そうなれば“お客様に喜んでもらい
たい”“感動を与えたい”という気持ちが強くなり
ます。その結果、顧客満足度が上がり業績に直結
するはずです。不動産業はクレームやリスクも大
きく、それぞれに向き合っていくのは大変な仕事
ですが、人の住まいや暮らしの選択に関わり、“そ
の人が幸せになる”ことを実現する仕事です。当
社の組織のあり方や試みは、“社員の幸せが、会社
の発展と一致する”ということを証明するための
壮大な実験であり、その答えをイエスにするため
の挑戦だと思っています。

─これからの不動産会社には、どのような役割

が求められるでしょうか？

　仲介業というマッチングビジネスは、将来はAI
に取って代わられるのではないかと懸念されてい
ますが、私たちの仕事は、マイナス情報を精査し、
膨大な情報の中から各物件の違いを客観的に説明
するとともに、顧客自身も気付いていないニーズ
を掘り起こし、カウンセリングをしながら進める
役目です。そのためには人と情報にきちんと向き
合っていくことが必要で、人間力や共感力が大切
になります。
　また、私たちは「地域の安全とコミュニティの
形成」に寄与できると思います。高知県は人口減
少と南海トラフ地震という課題を抱えています。
単身高齢者が増え、人とのつながりが希薄になっ
ている状況で、人をつなぐ役割を行政だけで行う
ことは難しいと思います。不動産会社は仕事上、
入居者の年齢や家族構成などを知り得ているので、
いざという時の安否の確認などをすることができ
ます。地域の人が安心して幸せに暮らせるための

　周りからはよく「ノルマなしでサークルみたい
に笑っていて、本当に業績が伸びるのか？」と言
われますが、当社のやり方が世の中に広まれば
“サザエさん症候群”の人たちもゼロになると思い
ます。皆が明るく楽しく、笑顔で冗談が言い合え
る職場で、会社が発展し個人の夢も叶えられたら、
それが理想の職場になり、そこで理想の人生を送
ることができます。当社の取り組みはそのための
挑戦であり、中小不動産業者でも実現できること
を証明したいと思っています。
　管理職として「マネジメントが大変だろう」と
も言われます。確かにマネジメントを“コント

ロールすること”と捉えると難しいと思います。し
かし、当社のやり方に合わせるのではなく、“各個
人の個性を尊重し、将来に向けて歩みたい姿を話
し合いながらサポートしていく”ことと考えれば
さほど苦労はありません。若手や中堅を問わず、
会社における役割と、本人の夢やビジョンのすり
合わせを手伝い、歩んでいく中で本人が迷った時
にはサポートをしています。

マネジメントは、
管理ではなく「サポート」役
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株式会社ファースト・コラボレーション
代 表 者：武樋　泰臣
所 在 地：高知県高知市南川添8-17
電 　 話：088-882-1110
Ｈ 　 Ｐ：http://first-1.jp
業務内容：賃貸仲介と賃貸管理を中心にコンサルティングやリフォームなど

も手がける。「日本でいちばん大切にしたい会社大賞」「おもてな
し経営企業選」「ダイバーシティ経営企業100選」「地域未来牽
引企業」「将来世帯応援企業賞」「高知市男女共同参画推進企業」

「高知市次世代育成支援企業」など受賞多数。

　㈱ファーストコラボレーションでは、2006年

より「働くママさん計画」をスタートした。これ

は、３人の女性社員が出産を機に相次いで退職し

ていったことに問題意識を持った社員から発案さ

れたもので、配置や勤務時間、日数、早退出は本

人の自由、さらに親子出社や社内子守もOKとい

う制度。社内には授乳コーナーも設置されている。

　別役氏はこの制度を利用した第一世代であり、エ

イブルの加盟店が参加する「顧客満足度調査ラン

キング」では２年連続１位に輝いた。しかも後輩

も育成し、３人の社員を日本一に導いている。

　女性が働く上でもっとも仕事に影響するのは出
産です。若手社員が増えるほどこのタイミングが
一気に来て、業務への影響が大きくなりますので、
会社としても準備することにしました。女子社員
が入社した時や、結婚が視野に入ったタイミング
などで、先輩社員が結婚後の子づくり計画のイ
メージをヒアリングし、“出産スケジュール表”
を作成します。また産休や育休に入ったときは、

仕事やお客様はチームが引き継ぎ、一方で復帰後
の勤務イメージやスケジュールなども本人と話し
合いながら進めていきます。
　この取り組みを始めてから、出産や育児が理由
の退職者はゼロになりました。個人的には、産休
中は不安や寂しさもありましたが、復帰してみた
ら仕事を引き継いでくれた後輩が頼もしくなって
いて嬉しかったです。
　顧客満足度に関しては、お客様から投げられた
ボールを受け止め、応えていくために精一杯努力
することが大切です。最初は無我夢中でしたが、
徐々に“このお客様はどうしたら感動できるか”
ということを考えること自体が楽しくなりました。
お客様は十人十色で感動するポイントも人それぞ
れです。同じことが通じるとは限りません。そこ
に面白さを感じ、すっかりはまってしまいました。

出産後も安心して職場復帰できる
「働くママさん計画」

賃貸管理グループ課長

別
べっちゃく

役和美 氏

「地域守り」の役割を担えるのは私たち中小不動産
業者です。その役割を果たしていけば、地域の問
題も解決できますし、自分たちの仕事に対する誇
りも生まれると思います。

※１　第5回受賞。人を大切にする経営学会（代表発起人、坂本光司氏　法政大学
大学院政策創造研究科教授他）主催。「人を幸せにする経営」を実践してい
る会社を表彰。過去5年、①人員整理を目的とした解雇や退職勧奨をしてい
ない ②外注・協力企業等へコストダウンを強制していない ③障がい者雇用
率は法定雇用率以上 ④黒字経営である ⑤重大な労働災害がない、の5条件
が応募資格。本賞における「人」とは、①従業員とその家族 ②外注先・仕
入先 ③顧客 ④地域社会 ⑤株主の5者を指す。
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1961年山形県鶴岡市生まれ。明治大学建築学科卒業後、大手ハウスメーカー勤務。その後 
1988年より阿部多不動産（株）勤務。 1997年より代表取締役専務となる。公益社団法人 
山形県宅地建物取引業協会常務理事、鶴岡地区長。2011年より鶴岡市とランドバンク研究
会を立ち上げ、その後NPO法人つるおかランド・バンクを設立し、理事長に就任。現在、
鶴岡市都市計画審議委員、鶴岡市中心市街地活性化協議会委員のほか、鶴岡市地域住宅協議
会委員 、鶴岡市居住支援協議会委員、鶴岡市空き家等審議委員を務めている。

阿部俊夫 氏

CSR活動を通じて業界のイメージアップを図る

一過性のビジネスではなく、 
親子3代、4代のお付き合い

阿部多不動産株式会社／山形県鶴岡市

業界のイメージを向上させないと、� 
不動産業の将来はない

　鶴岡市で大正13年に金物店の阿部多三郎商店
を創業しました。建築資材を扱うようになると大
工のお客さんも多くなり、ストーブを囲みながら

“あの家は売りたがってるよ”とか、銀行から“土
地を探している人がいるよ”といった話が情報と
して入り、その中で自然発生的に不動産業を始め
たようです。当初は仲介が中心でしたが、徐々に
宅地開発やアパート仲介・管理などを手掛けるよ
うになり、今では宅地開発は1,000区画以上、ア
パート管理仲介も1,900世帯を超え、管理戸数は
鶴岡地区でNO.1の規模になりました。“アベタ
ホーム”ブランドの住宅建築も延べ700棟弱にの
ぼり、最近の商品はZEH※1基準も満たしています。
当社の強みは住宅を建てたお客様の子どもの世代
から家の建築を任せてもらっていることや、他社
で建てた方のリフォームの仕事もご紹介いただい

ていることです。長年の付き合いをとても大事に
していますので、二世代・三世代に渡り取引をい
ただくことも多いですし、賃貸の仕事から土地や
新築の話につながることもあり、商売が一過性で
終わるということはありません。
　現在はグループ会社が４社あり、兄が阿部多株
式会社のトップとして全体を統括し、私は不動産
部門を担当しながら、山形県宅建協会の常務理事
及び鶴岡地区長やNPO法人つるおかランド・バ
ンクの理事長を務めています。私は東京の大学で
建築学を学び、大手ハウスメーカーで３年半営業
の仕事をしたのちＵターンをしましたが、常日頃、
父から「業界のイメージをアップしないと不動産
業は将来がない」「お前が業界のイメージを変えな
くては」と言われていました。
　そのためグループ会社をあげて日頃お世話にな
っている地域のためにCSR活動等にも力を入れ、
年１回のチャリティバザーの実施、周年事業の取
り組み、２年に一度“元気のでるスポーツ講演



87

第４章　地域を魅力的にする試み

代 表 者：阿部　廣弥
所 在 地：山形県鶴岡市山王町９-35
電 　 話：0235-24-3151
Ｈ Ｐ：http://abeta-f.jp/
業務内容： 90年以上に渡り、鶴岡市・酒田市など庄内で不動産業を営む。

分譲地開発、住宅建築・リフォーム、土地建物の売買、ア
パート・貸家、そして資産活用から街づくりのコンサルタン
トまで、多様なニーズにワンストップサービスで対応する。

阿部多不動産株式会社

会”の開催、毎年の小さな親切運動にも積極的に
参加しています。具体的には、創業90周年の際は
単身高齢者世帯用に150台の火災警報器を市に寄
付し、防火指導をしながら無償で設置したり、車
椅子の寄付、海岸清掃などを行いました。また、
国勢調査ではアパートの留守宅の回収率を上げる
協力をしたり、スポーツ講演会も既に８回開催し、
マラソンの瀬古利彦氏、水泳の鈴木大地氏、柔道
の古賀稔彦氏、野球の村田兆治氏など著名なアス
リートを招待し、毎回300～400名が参加する規
模になっています。山形県宅建協会も地域貢献活
動を熱心に行っており、献血活動では鶴岡地区が
その功績を認められ、「日本赤十字社140周年記
念社長賞」を受賞しました。また、私は鶴岡市の
都市計画審議委員等いくつかの委員も務めており、
今では市から「宅建協会はまちづくりのパートナ
ー」と言われるまでになりました。

楽をせず、�  
楽しく仕事をする

　“不動産の円滑な流通を通して郷土の発展のため
に貢献し、社員の幸福と会社の発展を期す。正し
く誠実にそして迅速に”という経営信条を社員に
浸透させるために、経営戦略をまとめ、それを
チェックし評価できる仕組みを作りました。アク
ションプラン作りは社員に任せ、私はノータッチ
です。さらに、会社の業績や経営内容も全てオー
プンにし風通しをよくしています。

　社員には「楽しく仕事をしよう、楽は目指さな
いで」と常々言っています。楽をするためにうそ
やごまかしをすると、それが苦痛として心に残り
ますが楽しく仕事をすればプラス言葉が出て、明
るく元気になりアイデアや工夫が生まれます。

「暗
あんびょうたん

病反言葉ではなく、明
めい

元
げん

素
そ

言葉でポジティブ
思考をしよう」「楽をして最終的に不幸になるか、
楽しく仕事をして幸せになるか、最初の時点で選
択を間違ってはいけない」と話をしています。こ
の考えが、二代目の父が作った“地域への貢献、
社員の幸福”という経営信条につながっています。
私は父とは２年間しか一緒に仕事ができませんで
したが、「業界を良くしなくてはいけない」とい
う父の言葉を社員が忠実に守り実践してくれたこ
とで、逆に社員から教えてもらいました。当社の
従業員は20代から50代までほぼまんべんなく在
籍しています。私の自慢は、定年以外の退職者が
少ないことと、社員が優秀なことです（笑）。
※１　ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスのこと。

鶴岡市に単身高齢者世帯用にと火災警報器を寄付し、感謝状をいただいた
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つるおかランド・バンクの�  
仕組みについて

　つるおかランド・バンクは、中心市街地の空洞
化を起こしている居住地域を活性化させ、まちを
元気にしていくことを目的とするNPO法人です。
その設立には鶴岡市がおかれている状況が大きく
関係していました。

（1）鶴岡市の状況と設立の経緯
　鶴岡は人口が約13万人で５万世帯の規模の市で
す。ところが人口ピラミッドで見ると25歳人口が
０歳児人口より少なく、出産・子育て世帯の多く
が東京や仙台に流出しています。このままだと少
子化が加速し、消滅可能都市になってしまいます。
一方、2010年と2015年に実施した市の空き家
実態調査によると５年間で533棟、年間約100棟
ペースで空き家が増加していましたが、現在はも
っと加速しており、このまま増加すれば空き家の
数は2040年までには、少なくみても１万棟にの
ぼります。仮に50％解体したとしても5,000区画
の空き地が生まれます。空き地の管理は大変なの
で、こちらの再生・再活用の手法を考えないとま
ち全体が沈んでしまうと考えていました。
　15年程前から空き家や空き地で困っているとい
う市民からの相談が来るようになりました。しか
しお金になりにくく権利関係が面倒な案件につい
ては多くの不動産会社は対応しようとしません。

不動産の困り事を解決するのも不動産会社の仕事
ですし、この業界を良くしたいという思いがあり
ましたので、対応について市にも相談しましたが、
前例もなく個人の財産については関与できないと
取り上げてくれず、市民からすると相談にのって
くれたり、解決してくれるところはないという状
況でした。また課題認識についても、2004年に
市が都市計画の線引きをした際、市は「郊外の無
秩序な開発が中心部の空洞化を起こしている」と
言っていましたが、私たちは「中心部の空洞化問
題は郊外とは別に問題がある」と思っていました。
　しかし、時代とともに市も考え、その後実施し
た“中心居住地域の低未利用地２モデル地区の実
態 調 査 ” を行うなど行 政も少しずつ変わり、
2011年には市と一緒にランド・バンク研究会を発
足し、13年には“NPO法人つるおかランド・バ
ンク”を設立しました。

「地域の未来を良くするために」
官民のベクトルを合わせる

空き家・空き地・狭
きょう

隘
あ い

道路を
一体で再生する新たな手法

特定非営利活動法人つるおかランド・バンク／山形県鶴岡市

つるおかランド・バンクが手掛けるカテゴリー
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（2）ランド・バンクの目的と活動メニュー
　つるおかランド・バンクの手法は、空き家、空
き地、狭隘道路を一体の問題としてとらえ、所有
者や近隣の協力を得ながら生活しやすい環境にす
るために、小規模の土地を連鎖させて再生する

「小規模連鎖型の区画再編事業」です。そのために、
宅建士の他、司法書士、行政書士、土地家屋調査
士、建築士など不動産に関わる有資格の専門家が
集合して“プロボノ※1”のNPOとして対応しま
す。ただ、対応するカテゴリーとして、民間の業
者が活用できる空き家は民間の力で再利活用が可
能ですので当法人ではあまり対象にせず、民間が
手を付けず、行政も見向きたくない“問題あり物
件”を主に扱います。そのような物件に“本物の
まちづくり”につながる重要なものもありますの
でそこを当法人が手掛けることにしています。
　業務内容は、①ランド・バンクファンドによる
助成事業　②空き家委託管理事業　③空き家コン
バージョン事業　④空き家バンク事業　⑤ラン
ド・ バ ン ク 事 業です。 ①はMINTO機 構から
1,000万円、鶴岡市から1,800万円、関連団体か
ら200万円の出資を受けて3,000万円のファンド
を組成し、まちづくり整備事業やコーディネート
活動支援などに助成します。②は当法人が受託者
になり建物の外部点検を主にした“ライトコース”
と、建物内部の通気・換気まで行う“しっかり
コース”といったメニューを用意して空き家管理

を行います。現在の実績は約20棟です。③は空き
家をコンバージョンする際にファンドから上限
100万円、補助率1/2までを助成します。今まで
に留学生用のシェアハウスや地区のコミュニティ
施設、学童保育等に使われました。④の空き家バ
ンク事業の実績※2ですが、これまで売却や賃貸希
望の相談件数が847件あり、その内空き家バンク
に登録された物件が216件、その中で宅建業者へ
の対応依頼が166物件で、78物件が成約しました。
また、解体業者への見積り依頼も117件あり、26
物件が成約しました。市場で流通する物件は空き
家バンク登録の対象外として地元の不動産会社に
対応してもらいますので、流通にのりにくい“問
題あり物件”が全部で64件解決したことになりま
す。空き家の面白い活用例としては、リノベー
ションした農家の空き家に他県から就農希望の若
者が入居してくれたり、解体予定の空き家を消防
の救助訓練のために、実際の災害時の状況を再現
して建物を破壊し、外から侵入して救助する訓練
に利用したこともあります。

（3）ランド・バンク事業の具体的事例
　　［事例１］［事例２］参照
　鶴岡市の中心居住地域は、戦災にあわなかった
ために、①城下町特有の“大きな街割　②狭い道
路や行止まり道路　③雪が降ると車の利用や通行
が大変”という“三重苦”問題があり、車社会に

消防の救助訓練のために解体予定の空き家を利用 車社会に非対応の鶴岡市中心居住地域
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　空き地で長年売れなかった狭小地（Ｂ）の

隣の空き家（Ａ）が売りに出ました。どちら

も前面道路が3.4mと狭く、車の交叉もでき

ない所でした。そこで、前面道路を道路中心

線から３mセットバックし、幅員約５mの車

が交叉できる部分を確保し、両所有者に２区

画をまとめて売却する事を提案し売り出した

ところ、若い子育て世代が購入し新築の家を

建てました。その結果、子どもの笑い声が聞

こえるようになり、交通の便も良くなりまち

が明るくなりました。今は隣の空き家も解体

し、新築の家が建ち始めました。

【事例１】 狭小地・狭隘道路解決

　狭いクランクの私道と市道の為、４区画の

空き家と１区画の空き地になっている地区が

ありました。ＢとＤの空き家所有者からの相

談で、解体後、甲と乙の方にそれぞれ買って

いただくことにより、真っすぐな私道として

利用が可能になり、奥の空き地に乙の子供世

帯が新築する事によって親世帯との近居も実

現。前面の市道も拡幅する事によって地域の

車社会の利便性にも貢献し、相続放棄された

危険家屋の空き家Ａも除去作業を進めており、

ゴーストタウン化していた地区の活用ができ

ただけでなく、近居によるコミュニティも継

続。危険家屋の除去による安全と、市道を拡

幅することで地域の車社会に対応した交叉交

通も確保でき、地域の皆様にとっても喜ばし

い結果となってきております。

【事例２】 行止まり私道路付け替えによる面整備



【事例３】 移住希望者への賃貸契約
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対応できていないまちになっています。この問題
を低予算で改善し、活気のあるまちにしていくた
めに、“狭隘道路を小規模連鎖型でつなげて、６m
道路に徐々に変えていく”手法や、“狭小や無接道
宅地は土地を再編し再利用できるように変えてい
く”手法をとりました。それには、権利関係の整
理や放棄地をつくらないようにすることが必要で
すが、専門家の知識と経験が不可欠になります。

（4）事業を推進するために不可欠なコーディネー
ト助成金
　［事例３］［事例４］参照
　山形県宅建協会鶴岡地区の会員66社の内、ラン
ド・バンク（協力）会員は16社で、物件の媒介
依頼があれば協会のランド・バンク委員会におい
て条件が平等になるよう協力会員に振り分けます。
ランド・バンクへの相談件数はこれまで847件に
なります※2が、その中で市場の流通にのりにくい

“問題あり物件”が166件あり、その内78件成約
しました。その中の売買で成約した67件の内分け
を見ると、価格が200万円以下の物件が33件あり

全体の48％を占めます。その内100万円以下の物
件は22件、さらにその中の13件は50万円以下で
した。このように相談案件にはまちづくりにつな
がる重要な物件があるにもかかわらず、低廉価格
のため会員が手をつけたがらないという現実があ
りました。
　そこで、つるおかランド・バンクでは、電話や
メール、面接などのお客様とのやりとりやライフ
ライン調査費用、契約書・重説作成費用等の実費
と、他士業の金額を参考にして算出した労賃に難

　海岸線に近い築約70年の家屋で、所有者

は東京近郊の施設に入っており、長年空き家

になっていた物件です。借主は、鶴岡への移

住を希望している若者です。仕事はパソコン

でできるため、サーフィンができる所で賃料

の安い物件を探していました。所有者も「固

定資産税相当でいいよ」と年間賃料３万円ほ

どで貸してくれたので、仲介手数料は月額に

すると２千数百円でした。

　この物件がランド・バンクの取引最低記録

です。会員業者は成約するまで東京近郊の所

有者と移住希望者の間で遠距離の交渉をして

苦労しているので、ランド・バンクのコー

ディネート助成金を利用し81,000円を補助

しました。

狭隘道路対策例



【事例４】 危険家屋解体（空き家特措法施行前の 2012年に解体整地完了）
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　危険家屋として20年以上空き家になって

いた有名な物件がありました。土地所有者が

２名・地上権者３名・建物所有者５名のうち

２名が未相続の状態です。風が吹くと近所に

トタンが飛ぶため、近隣の皆が困っていまし

た。所有者等ステークホルダー全員が「壊し

たい！壊してほしい！」と言っていましたが、

それまで官も民も、誰も相談にのってくれな

かったそうです。

　そこへランド・バンクが入った結果、無事

に取り壊すことができましたが、解体するま

での交渉に延べ80時間以上、コンタクト数

220件以上の労力が掛かりました。しかもそ

の法定の報酬は４万1,000千円でした。

　この事例が民間では誰も働かない事を証明

し、コーディネート助成金という制度を作る

足掛かりとなりました。また2012年「やま

がた公益大賞」を受賞する事もできました。

易度をかけて総費用を出し、成約した場合には
「コーディネート助成金」として協力会員に支
払っています。
　さらに、鶴岡市では、空き家、空き地、狭隘道
路の問題を一体解決するために、中心居住地域に
限り、狭隘道路の隅切りや、行止まり道路をつな
いだり道を広げるために必要と認められた土地の
寄付を受ける仕組みを設けました。これは全国で
も珍しいことだと思います。

（5）官民連携をうまく機能させるために
　いままで行政は、空き家問題に関して“実働で
きない、個別的である、前例がない”と、民間業
者は“不採算ではやりたくない、面倒くさい”な
どといってきました。この両者のベクトルを「地

域の未来を良くするために」という目的に合わせ、
その目的を達成するために、行政は政策や制度で
後押しをし、民間は現場の課題を具体的に解決す
る役割を果たすことが大切です。やはり、空き家

未来の土地を良くするためのベクトル

before after
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理 事 長：阿部　俊夫
所 在 地：山形県鶴岡市ほなみ町1-2-C
電 　 話：0235-64-1567
H 　 P： http://t-landbank.org/
業務内容：1.ランドバンク事業　2.空き家バンク事業　3.空き家委託管

理事業　4.空き家コンバージョン事業　5.「つるおかランド・
バンクファンド」による助成事業。

組織参加機関：山形県宅地建物取引業協会鶴岡・建設業協会鶴岡支部・行政書
士会鶴岡支部・土地家屋調査士会鶴岡支部等。

特定非営利活動法人つるおかランド・バンク

にちゃんと向き合う官と、地域をよくしたいと思
う民がいてはじめて本当の官民連携になります。そ
のためには「公益性」という考えを持ち、行政・
市民・民間業者が三方良しになるよう取り組む必
要があります。その方法として、トライセクト・
リーダーという行政と民間と非営利の垣根を超え
て、社会問題を解決するための“協働”ができる
ような組織を作ることも一案でしょう。しかし現
状では、ソーシャルビジネスとしては不採算で成
立が難しいため、公的資金を導入しなければと提
案しています。
　つるおかランド・バンクを船に例えると、「相談
者を乗せ、公益的な考え方やコーディネート助成
金というモチベーションマネーを燃料として入れ、
プロの専門家集団と行政がエンジン役になり、プ
ロのノウハウと行政の協働によって治療法や処方
箋というルートを描き、まちを元気にするという
目的地に向かって進む」ということになります。ラ
ンド・バンク事業はその手法の1つですし、相談
内容をカルテ化し、治療法や処方箋を体系化・類
型化することで、ノウハウを公開して全国に提供
していくことができると思っています。
　しかし、その船を動かそうとしても、人間関係
や相続問題、法律・規制などの風雨や波潮流など
錯綜する問題にあいます。それを解決するために
は時間とコストがかかりますが、乗り越えないと
まちづくりや地域の活性化、立地適正化は進みま
せん。しかし残された時間はあまりなく、団塊世
代の方々の高齢化でたくさんの不動産が空き家・

空き地になる可能性があるため、その前になんと
か道筋をつける必要が急務であると思います。

（6）シニア住宅を利用した中心居住地域再生ス
キーム
　鶴岡市でも、子の世代が郊外の住宅地に家を建
てる一方、親の世代が住む中心地は高齢者が多く
空き家も増え、地域が空洞化し、コミュニティが
継続されないという問題が起きています。そこで、
親は中心地にある大きな自宅をリフォームして子
の世代に引渡し、自分たちは近くの空き地に介護
対応の便利でコンパクトな“新シニア向け住宅”
を建てて住むことで、親子の近居を実現し、コ
ミュニティの継続と在宅介護の課題解決ができな
いかと考えています。

※１　各分野の専門家が、職業上持っている知識・スキルや経験を生かして社会貢
献するボランティア活動全般。また、それに参加する専門家自身（出典：
Wikipedia）。

※２　平成26年4月～平成30年2月末の延べ件数。

つるおかランド・バンクの事業を船で図式化
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1981年埼玉県新座市生まれ。1992年に父の故郷である山形県鶴岡市へ移住。大学卒業後、
朝日リビング株式会社（東京都町田市本社）入社。不動産の基礎、マネジメントを学び、
2013年帰郷し石橋不動産株式会社の代表取締役社長に就任。現在、信頼の構築を社是に不
動産売買・賃貸業を中心に地域の不動産業を行う傍ら、地域の活性化のために株式会社
Fu-Doを設立し同会社の代表取締役副社長を務める。

石橋遼大 氏

消滅可能性都市からの�  
脱却を目指す

─事業内容について教えてください。

　36年前に父は東京都豊島区で創業し、その後出
身地である鶴岡市に戻り、賃貸管理でオーナーの
信頼を得ながら売買仲介や建築業に事業を広げて
いきました。私は大学を卒業後、東京の不動産会
社で８年半ほど経験を積み、2013年に故郷に戻り
父の会社を継ぎました。「不動産に関する困りごと
は全て解決する」という方針を掲げ、ワンストッ
プで対応できる体制を整えながら、破産や相続財
産管理といった一筋縄ではいかない案件や安価な
物件にも積極的に相談にのってきました。鶴岡は
人のつながりを大切にする気質がある地域なので、
古くからのオーナーの相談や紹介を父が受け、私
が実働部隊として問題解決にあたるという具合に
役割分担し、二人三脚で取り組んでいます。

─鶴岡市の状況について教えてください。

　鶴岡市に戻って、地域の活気のなさに驚きまし
た。2005年の市町村合併によって、面積は東北の
中で最大、人口は山形県で２番目に大きい市にな
りましたが、旧朝日村や旧藤島町などを中心に毎
月約100人も人口が減少しており、このままでは
消滅可能性都市が現実のものになる危機感を覚え
ました。しかし鶴岡市には、藩校致道館、大宝館、
致道博物館などの歴史的建物や最近建て替えられ
た鶴岡市文化会館※1などの文化施設、「日本遺 
産※2」に指定された出羽三山や絹産業という素晴
らしい自然や歴史的文化財、そして「ユネスコ食
文化創造都市※3」や「食と農の景勝地※4」として
選定された世界に誇れる食文化がある地域です。こ
のように対外的にPRできる材料が数多くあるにも
かかわらず、情報発信がうまくないために地域の
魅力があまり伝わっていないこともあわせて感じ
ました。
　地元に戻ってからは、最初は周りの不動産業者

大きな熱意をもって大きな波を起こす

不動産業の職能を生かし、
まちづくりに貢献する

石橋不動産株式会社／山形県鶴岡市
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には負けたくないという気持ちで仕事に取り組み
ましたが、このような地域の状況に直面し、自分
は地域のためにどのような役に立てるのか、子ど
もたちのために何が残せるのかということを考え
るようになりました。不動産業は人がいなくなっ
てしまっては商売になりません。それに自分の子
どもたちには、将来は鶴岡に戻り地元で働きたい
と思ってもらいたいですし、故郷を失わせたくあ
りません。幸い鶴岡には戦う武器がたくさんあり、
それを上手に使えていないだけだと感じていたの
で、「今からできることを見極めて、その方向性さ
え間違えなければまだなんとかなる。しかし本気
ですぐに始めないと間に合わない」と考えました。

専門分野を生かして�  
駅前の賑わいを復活させる

─その1つが鶴岡駅前の商業施設のプロジェク

トですね。

　1987年に鶴岡駅前地区市街地再開発計画とし
て建てられた鶴岡駅前の大型商業施設「マリカ」
は、旧ジャスコ（現イオン）が連結していました。
しかし、2005年にジャスコが郊外に移転してから
は専門店街のマリカ東館も2007年に閉館になり、
それ以来建物の１階は、10年以上もシャッターが
下りたままで廃墟のようになっていました。当社
も駅前に立地していることから、まずは陸の玄関

口である駅前をなんとかしなくてはいけないと考
えました。まだ計画は白紙の状態でしたが、鶴岡
市主催のワークショップに参加し、そこで知り
合った有志と共同でまちづくり会社「㈱Fu-Do

（ふうど）」を設立し、マリカ東館を魅力的な施設
にするために約１年間かけて議論しました。ただ
単に施設を開けるのではなく、継続的に利用され
る施設にしなければならないことから、本フロア
にふさわしい需要がどれくらいあるか等のアン
ケートを実施して市民や観光客の声を集め、地域
の特性の中から何を発信していくかを決めること
にしました。
　そこで出た結論がこの施設を「食文化情報発信
拠点」にすることでした。鶴岡は日本で唯一ユネ
スコから食文化創造都市の認定を受けています。
農家の人々が数百年にわたり種を守り継いできた
50種類以上の「在来作物」、出羽三山の羽黒山伏
により伝承された「精進料理」や各家庭の「行事
食・伝統食」、豊かな庄内平野でとれるお米やお
酒、このように先人が大切に育んできた伝統ある
食文化を守り、新たなアレンジを加えることで、
より一層発展させることが期待されています。こ
の施設は駅徒歩１分の好立地にあり、空港までの
シャトルバスも出ています。そこで、鶴岡の素材
にこだわった食事を味わえたり、食材を直接買え
るようなセレクトショップを揃えることで、鶴岡
の食文化を発信していこうと考えました。

FOODEVER入口の鶴岡市観光案内所マリカ東館
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　マリカ東館は2017年７月にリニューアルオー
プンし、フロアには鶴岡バルというフードコート
を設け、庄内エリア18酒蔵の地酒が飲める店、地
元食材を生かした蕎麦、海鮮、肉、漬物の店など
の他、「食の都庄内」親善大使である奥田政行
シェフ※5と土岐正富総料理長※6がプロデュース
する店もそれぞれ出店してもらいました。それ以
外にも、生産者が採りたての食材を直接販売でき
るマルシェや、外国語が堪能なスタッフが常駐す
る観光案内所と市民や観光客が利用できるコミュ
ニティスペースも用意しました。場所の名前も、

“フード”と“永遠”にという言葉と“出羽山脈”
をかけて「FOODEVER（フーデェヴァー）」と名
付けたのです。
　このプロジェクトでは、不動産業者として物件
の権利関係の調整の仕事も行いました。この案件
に関わったときは、個人の権利者も多数いて権利
が細かく分かれていたため、この場所を将来的に
有効に活用する為には権利を集約する必要があり
ました。個人の持分の権利を取得したり、権利調
整をした結果、最終的に権利の約93％を鶴岡市に
集約することができました。
　鶴岡には観光名所がたくさんありますが、その
玄関口であり、ホテルが最も集まっている鶴岡駅
前が衰退していてはまちなかへの期待値も下がっ
てしまいます。また、サイエンスパークや文化会
館・市役所周辺に来た人たちが、目的を果たして
そのまま帰ってしまってはもったいないと思いま

す。目的地からまちなかへ回遊してもらうために
は受け皿になるところが必要です。FOODEVER
がその役割を果たし、フロアを訪れた観光客や地
元客を地域全体に誘導、巡回させることで、点を
つなぎ面としてエリア全体を元気にしていきたい
と考えています。私が関わっているのは駅前の拠
点作りですが、このビジョンはサイエンスパーク
や他の商店街とも共有できるのではないかと思っ
ています。
　駅前には鶴岡駅前商店街があり、嬉しいことに
最近“商売するなら駅前で”という声が聞こえる
ようになり、事業者も増えてきています。

移住者に快適な空間を提供するた
めに共同プロジェクトに参加

─サイエンスパーク計画にも関わっていますね。

　「サイエンスパーク」は2001年に慶應義塾大学
先端生命科学研究所が開設し、そこから生まれた
Spiber㈱※7や HMT㈱※8など、世界でも注目され
るベンチャー企業が多く拠点を構える約21haに
及ぶ計画エリアです。この計画は山形県と鶴岡市
と民間がタッグを組んで推進し、米国のシリコン
バレーのように全世界から研究者やその家族が集
まり滞在してもらえる環境をつくろうとしていま
す。行政主導で進められた計画を引き継ぎ、民間
主導で地域からの投資を集め、事業を進めている
のが地元企業のヤマガタデザイン㈱※9です。パー
ク内には、庄内を訪れた方が宿泊滞在できる施設
として、建築家の坂茂※10氏の設計で、田園に囲ま
れた「SUIDEN TERRASSE（スイデンテラス）」
という木造低層のホテルをつくり、隣接した場所
に、天候に関係なく子どもたちが遊び、学べる施
設として、「KIDS DOME SORAI（キッズ ドーム 
ソライ）」を建設中です。いずれの施設も、2018
年の夏から秋にかけて開業予定です。当社もその
事業の進め方に共感したことから積極的に関わっ
ており、現在は隣接する賃貸マンション「Park つるおか駅前マルシェ。産地直送の新鮮野菜や果物、鮮魚が並ぶ
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代 表 者：石橋　遼大
所 在 地：山形県鶴岡市末広町13番1号
電 　 話：0235-22-5411
Ｈ 　 Ｐ：http://espo1484.co.jp/
業務内容：山形県鶴岡市を中心に、新築戸建・土地、中古売買、賃貸物

件、売却・賃貸等の売買仲介や建築業を行う。また、鶴岡市
を活性化するための事業「FOODEVER」の運営などにも
尽力している。

石橋不動産株式会社

※１	 荘銀タクト鶴岡、2017年8月竣工。
※２	 地域の歴史的魅力や特色を通じて我が国の文化・伝統を語るストーリーを

「日本遺産」として文化庁が認定。山形県では、出羽三山と、「サムライゆか
りのシルク日本近代化の原風景に出会うまち」として鶴岡が認定された。

※３	 ユネスコ創造都市ネットワークとして2004年に創設。７つの創造的な産業
で116都市が認定を受けているが、食文化では2014年に鶴岡市が日本では
唯一認定された（2015年12月現在）。

※４	 2016年に農林水産省が創設した制度。地域の食とそれを生み出す農林水産
業を核に観光客の誘致を図る地域での取組を「SAVOR JAPAN（農泊 食文
化海外発信地域）」として認定する。

※５	 山形県鶴岡市出身。在来野菜など旬の地元産こだわり食材を使ったイタリア
料理店「アル・ケッチァーノ」をオープン。

※６	 山形県鶴岡市出身。1994年より「ベルナール酒田」「庄内地区アールベルグ
ループ」総料理長を務める。

※７	 Spiber株式会社。取締役兼代表執行役関山和秀氏。人工合成クモ糸繊維の
開発等で知られる。

※８	 ヒューマン・メタボローム・テクノロジーズ株式会社。代表取締役社長 菅
野隆二氏。うつ病のバイオマーカーの開発等で知られる。

※９	 ヤマガタデザイン株式会社。代表取締役山中大介氏。不動産開発・運営会社。
※10	 建築家。㈱坂茂建築設計代表。NPO法人ボランタリー・アーキテクツ・

ネットワーク代表を務め、阪神淡路大震災、東日本大震災の支援を行う。

Side Village」の募集を担当しています。
　この物件は、24戸のファミリータイプと47戸
のシングルタイプの２棟からなる物件で、シング
ルタイプの住棟にはシェアリビングを設けていま
す。居住者は市外から研究や仕事に来る方が多い
ということから、居住者の間でコミュニケーショ
ンが生まれるように、リビングを居住者が共同で
使えるようにしています。さらに、ファミリータ
イプの住棟には保育所とフィットネススタジオや
シアタールームを設け、地方都市に移住する不安
を解消することができるよう配慮されています。

─まちづくりをする上で大事な事は何ですか？

　マリカ東館やサイエンスパークもそうですが、
まちづくりには地域の特性を生かした起爆剤が必
要だと思います。そこに誰か１人「こいつは馬鹿
か」と思われるぐらいの熱意をもって事業に取り
組み、引っ張る人間がいれば、周りが影響されて
そこに大きな波ができます。時間はかかりますが、
目的に向けてその波をつくり、多くの人間や行政
を巻き込んでいけば実現の可能性は高まります。
　また、大局を動かすには行政の協力は不可欠で
す。私も“行政とは仕事したくない、補助金など
もらうものか”と思っていた時期もありましたが、
今は市の職員と“鶴岡をどうしていくか”という
話をする機会が増えました。このような話を繰り
返していると行政も民間の発想になって考えてく
れます。自分１人では何もできませんが、必死に
考え、今あるものをこう変えていきたいというビ

ジョンを持ち、発信していけば、共感してくれる
人は思っている以上にすぐそばにいるものです。
　そして、マリカ東館でたずさわったように、権
利関係の調整や地上げの仕事は不動産会社にしか
できません。やはり自分たちの職能を生かし得意
分野で役割を果たしていくことが、地域貢献や地
域活性化に結び付いていくと思います。

Park Side Villageの１階にあるシェアリビング
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1951年信州上田生まれ。大学卒業後、製薬会社勤務ののち、1980年に妻実家の不動産会
社へ入社。同社取締役を経て、株式会社エー･アンド･エムを設立し、代表取締役就任。
2016年度より公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会会長として、みんなを笑顔にするた
めに「クリーン・ビジョン・アクション」のスローガンを掲げ、会員ファーストと地域発展
の視点からハトマークグループ・ビジョン埼玉の実現に向けて精力的に取り組んでいる。

埼玉宅建ビジョン実践の�  
第一歩として開催

─タウンマネジメント・スクールを開催した理

由を教えてください。

　スクールを開催した最も大きな理由は、2015年
に当協会で「ハトマークグループ・ビジョン埼
玉」を策定したことです。このビジョンは、埼玉
宅建が10年後に目指す組織の理想の姿とその実現
に向けた取り組みをまとめたもので、「埼玉県宅建
協会は、生活者・会員・行政のため、宅地建物取

引の安全と公正確保に繋がる事業を推進し、地域
密着で営業を行う会員の専門的知識・技能向上な
どを通じて、生活者の安心・安全な宅地建物取引
の実現に貢献する」という組織の活動指針を作り
ました。このビジョンでは、埼玉宅建の顧客認識
を「生活者」「会員」「行政」とし、“会員の安心安
全な取引の実現”“生活者に対するハトマークブラ
ンドの確立”“行政が目指す、住みやすい「まち」
の実現をサポート”することによって、win-win
の好循環サイクルを実現し、会員のビジネスチャ
ンスを創出したいと考えています。このサイクル

「負」動産を「豊」動産に。
宅建業者が空き家再生を通じ地域活性化の原動力へ

不動産業者のための
「タウンマネジメント・スクール」を開催

内山俊夫 氏

公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会

公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会（以下「埼玉宅建」）は、2018年1月30日・31日の2日間にわ

たり「タウンマネジメント・スクール（以下「スクール」）を開催した。スクールでは、「地域資産の活用

により空き家対策と地域の活性化に貢献できる高度な不動産人材を育成すること」及び「専門家とのネッ

トワークの構築」を目的に、空き家の先進的な有効活用事例と手法を、その実践者から学習すると共に、現

地視察やチームディスカッションを通じて理解と認識を深める研修プログラムとなっている。10年後の市

場予測をもとに、中小不動産業者がどのような未来を描くことができるのか、年代や業種を超えて県内各

エリアから72名の参加者が集まり、共通のゴールに向けて熱い議論を交わした。
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を回すということは、埼玉宅建のアクションが全
ての顧客に連鎖して反応するという考え方である
ため、何より会員の理解と協力が必要不可欠にな
ります。そこで、そのための第一歩としてこのス
クールを企画しました。

─宅建業者によるタウンマネジメントというテ

ーマにはどのような狙いがあったのでしょうか？

　埼玉宅建の50周年式典に合わせて埼玉県の上田
知事と対談する機会があり、地域の宅建業者は

「まちの大家さん」、つまり地域のコミュニティを
支える「大家さん」になってもらいたいという強
い要望をいただきました。10～20年前に、先の
ことを考えずに行われた乱開発で供給された不動
産が、空き家問題として顕在化し、今では「負」
動産になってしまいました。それを「豊」動産に
変えていくことが、私たち地域の宅建業者のこれ
からの役割だと思います。その役割を果たすため
には、空き家を活用するための柔軟な想像力や建
築知識、資金調達の方法などを身に付けなければ
なりません。しかも空き家単体の再生だけを考え
るのではなく、空き家があるその地域がどうすれ
ば魅力的なまちになり、そのために地域全体をど
のように再生していくべきかということまで視野
を広げて考える必要があります。
　そこで今回のスクールでは、空き家対策や地域
の活性化に関わり、地域の価値向上に貢献できる
人材になるために必要な要素を学ぶプログラムを
用意しました。まず講演形式による座学では、宅
建業者が取り組むまちづくりの事例や、建物単体
の空き室対策ではなく、地域活動を通じて地域全
体の空き家の解消に取り組んでいる事例、建築的
なアイデアを入れることで費用をかけずに実現で
きる空き家解決手法、老朽空き家を買い取り、収
益物件として再生する方法など、具体的に実践し
ている講師から学び、さらに、まちづくりや空き
家活用が実際に行われている現場を見学します。そ
して、そこから得た情報を参考にしながら、自分

たちの事業とまちの将来について自らが考え、参
加者同士で情報交換しながら議論を深めました。

─研修内容に対する参加者の反応はいかがでし

たか？

　今回の研修は、ワークショップ形式で自ら発言
をしなくてはなりませんし、有料ということもあ
り参加者が集まるかどうか心配しましたが、蓋を
開けてみたら申込みが殺到し、定員を超えてすぐ
に〆切となりました。
　最終日に行われた各チームの発表からも、参加
者の将来に対する強い問題意識を感じましたが、
実は会員の皆さんは、常日頃からそのような危機
感を持っており、今回のような議論をしたり課題
を共有する場を求めていたのかもしれません。

─スクールを開催してどのようなことを感じま

したか？

　私たち不動産業者は今までいかに将来を見据え
た仕事をしてこなかったかということを、改めて
認識させられました。普段は目先の仕事ばかりに
追われ、日々の中で将来のことをじっくり考えて
みる時間もありません。スクールの冒頭、清水先
生※1から“10年後、自分たちや自分たちのまちが
どうなるかを考えてみてください”と投げかけら
れたときに、参加者はそこで初めて、将来の市場
を予測し、そこから逆算して今すべきことを考え
なければならないということに気付いたと思いま

ビジョン埼玉（http://takuken.or.jp/pc/sosiki/hatomark-groupvision.html）
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※１	 本報告書18ページ参照

す。気付くためには学ばなければならないし、学
んで知らないと先には進めません。今回のスクー
ルは、まさに学んで知って気付く素晴らしい場に
なったと思います。その気付きがこれからのまち
づくりや地域の活性化の仕事につながっていくの
ではないでしょうか。

─今後埼玉宅建ではどのようなことを計画され

ていますか？

　今回のスクールに参加したある支部長は、地域
活性化の方法として市の主催でこのようなスクー
ルを実施することを市長に提言したそうです。私
たちはまだ、宅建業者には社会問題を解決する大
事な役割があるということを認識し始めた段階で
すが、これから現場では具体的な動きがいろいろ
と出てくると思います。一方で宅建業者も商売で
すから、地域活性化の活動はボランティアではな

く利益を生まなければなりません。ただこれまで
のように、単に物件を右から左に仲介するだけで
はなく、地域の資産として空き家を生かす方法を
考え、再生することが新たなビジネスチャンスに
なり、結果的に地域の魅力を高め、社会貢献にも
なるという考えを浸透していくことが大切です。そ
して、そのきっかけ作りを埼玉宅建が行っていき
たいと思っています。
　スクールの参加者には、地域に戻ったら１つで
もいいので空き家の活用を具体的に実践して欲し
いと思います。地域の宅建業者の役割はこれから
ますます重要になっていきますし、地域や行政か
らの期待値は高まります。今回学んだことを地域
の活性化に役立て、その原動力になって欲しいと
思います。

（１日目）

プログラム

主催者挨拶
埼玉宅建・内山俊夫会長
全宅連不動産総研・武井建治所長

90分 基調講演「不動産業のこれから進む方向につい
て」清水千弘教授（日本大学スポーツ科学部）

10分 埼玉宅建ビジョン
埼玉宅建・奥山寛副専務理事

30分 現状分析 不動産市場の動向
全宅連不動産総研・岡崎卓也氏

50分 チームディスカッション①
テーマ「10年後の市場予測」

60分
講演①「地域の価値向上の取り組み–既存建物
の活用によるエリア価値向上とBuyLocal運
動–」小山隆輝氏（丸順不動産㈱代表取締役）

60分
講演②「地域の価値向上の取り組み–地域貢献
を通じて空き家・空き室を解消する」杉本浩司
氏（㈱エスエストラスト代表取締役）

50分 チームディスカッション②
テーマ「現状認識～顧客/経営資源/競争認識」

30分 各チーム発表

（２日目）

プログラム

午前 リノベーションまちづくり現地見学
（草加市/谷中/入間市）

60分

講演③「リノベーションの手法～建築業との
連携～–木造空き家・アパートの新たな改修手
法–」
連勇太朗氏（NPO法人モクチン企画代表理
事）

40分 チームディスカッション③
テーマ「経営課題を明らかにする」

60分
講演④「リノベーションにおける資金調達の考
え方」
栗本唯氏（清陽通商㈱代表取締役）

50分 チームディスカッション④
「目指すべき姿、今後の戦略」

45分 各チーム発表、講評

参加者交流会・名刺交換会

タウンマネジメント・スクール 研修プログラム
講義とチームディスカッションに現地見学を2日間に凝縮した。
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研修プログラム（講演）

　個々の木賃アパートに魅力を加えれば、群として
地域全体の価値向上のために生かせる。木賃アパー
トの新しい使い方を提案し、新しい風を吹き込むこ
とでまちそのものの魅力も上がる。地元密着の不動
産会社こそが物件を魅力的にし、まちの価値を上げ
られる。ライフスタイルの多様化で、築古・木賃の
物件でも少しの予算とアイデアで若い人を呼び込む
ことができる。重要なのは10人に1人が良いと思う
部屋をつくること。木賃アパートの活用は利回りも
良く、地域資源の活用という意味でも有益。まちの
価値が上がれば家賃も上がり持続可能な賃貸経営に
つながる。木賃アパートの再生ノウハウを持つこと
でオーナーからの信頼も得られる。

木造空き家・アパートの
新たな改修方法

２日目講演①

講師：連 勇太朗氏
（NPO法人モクチン企画 代表理事）

　不動産の買い取りはまちづくりの有効な手法。こ
れからは不動産会社がタウンマネージャーになり、
まちを活性化する担い手として活躍するチャンスが
ある。「訳あり、築古、ボロボロ、駅から遠い」とい
う皆が手を出しにくい物件をどこよりも安く買い取っ
て再生し、それを人が集まるような物件にする。そ
の結果、物件と地域を活性化させ、地域の人から喜
ばれ自社の利益も最大化する。事業投資として収益
化する道筋が描ければ、単体の物件に限らず多くの
物件を再生することができ、エリア価値の向上が持
続的な取り組みになる。そのためには物件の目利き
と資金調達の技術が必要になるが、そこは不動産業
者の最も得意な分野である。

リノベーションにおける
資金調達の考え方

２日目講演②

講師：栗本 唯氏
（清陽通商株式会社 代表取締役）

　住みたいと思ってもらえるまちを目指さなければ、
本当に衰退してからでは手遅れになる。空き家問題
を不動産単体の問題ではなくまちやエリア全体の問
題として捉えると、そのエリアの価値を向上させな
ければ根本的な問題の解決にはならない。自分が商
いをしている地域を畑ととらえるなら、その畑は人
任せにせず、自分で耕すべきだ。不動産の活用を通
じて地域に貢献し、地域の不動産価値を高めること
こそが本物の地域密着。空き家所有者に寄り添い一
緒に解決法を考え、専門知識と経験を生かして市場
で流動化できる状態にする。これは不動産業者にし
かできない。是非、地域活性化やエリアの価値向上
を不動産業者として取り組んで欲しい。

既存建物の活用による
エリア価値向上と
Buy Local運動

１日目講演①

講師：小山隆輝氏
（丸順不動産株式会社 代表取締役）

　企業のキャッチコピーは「不動産屋がここまでや
るか」。地域活動の実践を通じて、地域における会社
と人のブランド力を高め、大手と差別化を図るとと
もにポータルサイトに頼らない、「紹介」で成り立つ
ビジネスを目指す。そのために大切なことは「地域
に何ができるのか」の意識と具体的な取り組み。地
域を盛り上げ、エリアの価値を向上させることが自
分たちのビジネスの拡大につながる。人と人がつな
がれば地域のためにさらにいろいろなことができる。
不動産業はまちに人を呼び込み、生活してもらうこ
とで成り立つ商売。まちの価値を知り、その価値を
高めていくことが大切。地域を活性化させれば住み
続けたいと思う人が増える。

地域貢献を通じて
空き家・空き室を解消する

１日目講演②

講師：杉本浩司氏
（株式会社エスエストラスト 代表取締役）
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研修プログラム（チームディスカッション）

・10年後の住宅市場と不動産業界を予測し、まちづくりや地域活性化の視点から中小宅建業者として進むべき方向につ
いて考える

目
的

テーマ①
　「10年後の市場を予測する」・・・需要予測、供給予測、業界、経済状況、技術革新、消費者意識の変化

テーマ②
　「現状認識」・・・３C分析（顧客、経営資源認識、競争認識）

１
日
目

テーマ③
　「経営課題を明らかにする」・・・SWOT分析（強み、弱み、機会、脅威）

テーマ④
　「目指すべき姿、今後の戦略」・・・10年後の住宅市場は？ そこに向けて目指すべき姿、そのために取り組むべきこと、

とるべき戦略

グループ発表

２
日
目
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現地見学会（３コース）

埼玉・草加市
（埼玉宅建・
埼玉東支部 P106）

東京・谷中・千駄木
（㈱尚建 P120）

埼玉・入間市
（㈱磯野商会 P112）
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非常に好評だった受講者アンケートより

◦草加市のように、不動産業者と建築士・企業家・銀行・
市民等が一緒になってまちづくりを行う講座を企画し実
践したいと思った。特に良かったのは、草加市への現地
見学で「そうかリノベーションまちづくり構想」の話が
聞けた事。草加市のポイントは、主管が建築不動産関係
部署でなく、産業振興商工部門が中心になり声かけして
いる点と、お互いのパワーを生かす気持ちと機会の場で
ある点だと思う。

◦地域での交流を持つことで専門家としての地域貢献がで
き、そこからビジネスモデルを作ることに取り組むべき
だと思います。

◦2日間で学んだ事はとても多く、すぐ実践できるかは明
言できませんが、空き家に対する数々の手法は何らかの
形で実践したいです。

◦様々な知識をもとに柔軟な発想で提案していく事が必要
だと感じました。ネガティブにならず発想の転換でビジ
ネスチャンスをつかむ。

◦空き家を有効に活用するためのヒントがあり有意義な時
間でした。積極的な発信と実行が大切だと思いました。

◦空き家・空き地マップを地域の宅建業者が共有し、交流
しながら支部一団で取り組むのもひとつの方法と考えら
れます。

◦大規模なリノベーションをせずに、空き家・空き店舗の
特性を見極め、小さな成功を積み重ね、地域の価値向
上・活性化を目指したいと思います。自分自身も今後の
ビジョンをしっかり考え、空き家ごとのストーリーを作
り、地域住民・行政と連携して魅力ある街づくりを実践
していきます。

◦今後の業界や社会状況が厳しくなると思われるが、中小
の強みを自覚・発揮し、空き地や空き家の再生・活用を
図り大手のやらない低価格、事業化困難な物件にも取組
み、地域ブランド力を高め、地域に貢献する会社として
地域とともに業績を拡大できるよう頑張っていきたい。

◦時代の流れを的確につかみ、ニーズを生み出すことがで
きる様にならないといけないと思いました。ITやAIがよ
り一層進歩する中で、求められる業者、会いたくなる人
物(人格)にならないといけないと思いました。そのため
には仕事を通じて人格を磨くべく、日頃の業務や仕事に
対する姿勢を見直さなければいけないと思いました。

◦スクラップアンドビルド又は売買の二択で考えがちだっ
たが、まず建物を生かす方法を模索したいと思った。

◦新しい価値を作る？ それしかない。それを仕事にする！
◦地元に根づいた人脈づくりと専門性の高い人達との連携

がとても必要だと思った。まさにタウンマネジメントと
いうタイトルどおり、これからの不動産は個々の不動産
を再生すると同時に街ぐるみでマネジメントする必要が
あると思いました。

◦現在、三郷市空家対策協議会の委員を受けている事もあ
り、今回のスクールを生かして地元地域に貢献できる施
策を提案できる様に活動したい。行政との接点も今まで
は積極的ではなかったがこれからは地元を知る宅建業者

が主導していかなければ町は変わらないし、空き家も減
らす事はできない事も分かった。あとはどう実行してい
くか、小さいことから行動していきたい。

◦木造の賃貸アパートの改修の提案。地域に根ざした活動。
地域のイベントへの参加。良い商いを地域に増やす活動。
効果がすぐ出なくてもSNSや広告を続ける。ポータルサ
イトのつきあい方を検討する。

◦自分では気付いていない資源が身近に有るかもしれない
という気付きを得る事ができました。他業界との取組み
を大切にし、地域活性化を担う事が今後のビジネスにつ
ながるのではと考えます。

◦今回、参加して未来がとても不安になりました。しかし、
そこには新たなビジネスがあると感じるようになりまし
た。空き家活用を上手に行うことによって街を活性化さ
せていく。それには行動、思い、協力が不可欠。現状す
ぐには行動に移せませんが力をつけて何年後かに実施し
ていければ。

◦実践的な研修会で非常に刺激的でした。明日からの業務
に生かしていける内容でした。事務局の皆様をはじめご
準備していただいた方全員に感謝します。

◦今ある空き家・空き店舗に足りないものを再分析して必
要な事を精査したい。それに基づいて、少しずつできる
改修工事を施し地域に役立つ施設になるよう考えたい。

◦消極的にこれまで対応していた。今後は積極的に実践し
ていきたい。

◦当社の場合、地域に密着してというよりは物件や顧客個
人とのつながりを資源として仕事をしてきましたが、幅
を広げて「地域」を視野に入れることができれば良いと
感じました。

◦地元の入間駅の再開発事業が何十年経ってもできないた
め、積極的に行政と連携しながら、街づくり、再開発事
業に寄与していきたい。「幸せへ25％、経済活動へ10％
に寄与」している業種としての自覚をもとに攻めの姿勢
で仕事に取組むことで会社の発展につなげたい。

◦自社分析・自己分析の必要性と日々の勉強が大切だと感
じました。リノベーションは自社でもやっている事でし
たが、さらに深く勉強できた事がよかったです。自社の
築古物件を再度見直し、できる事を考えたいと思いまし
た。最後に目指す所はハトマークグループ埼玉県宅建協
会版夢のビジョン！！ ただそれだけです。

◦空き店舗も空き家同様１～２年分の家賃をリノベーショ
ンへ投資し地域の活性化につながるよう実践したい。

◦小さな波をたてて、その波を大きな波にする！ 大きな波
は大手業者に対抗できると思います。愛という言葉は偽
善とも取れますが真実の愛をもって行動する事ですね。

◦まずは本日学んだことを実践して動き出す。地域業者と
の更なるネットワーク強化を目指す。各エリア実例を見
てまわり、お客様に提案できる引き出しを増やすように
する。目先の売り上げだけを追うのではなく地域に返せ
るような行政投資を行っていく。
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行政が進めるまちづくりに�  
コミットする

　草加市は「そうかリノベーションまちづくり構
想」を策定するため、2015年に検討委員会を設置
し、不動産業界からは草加地区長の木村氏が委員
として参加しました。７回に渡る検討会での議論

は市民にも公開され、まとめられた構想案には不
動産業者の意見も多く反映されました。
　翌年には構想案に従って「そうかリノベーショ
ンまちづくり協議会」が設立され、不動産部会、
金融部会、建築部会、家守部会、学生連携部会に
分かれ専門的な見地から意見を出し合いました。
不動産部会は６名から成り、４名が埼玉県宅建協
会埼玉東支部の会員で、その内３名が草加地区の
理事を務めています。

黒子になって、若い事業家と�  
オーナーの条件を調整する

　私たちは地元の業者ですので、リノベーション
スクールで対象になった物件が空いている理由も、

地域・テナント・業者がwin-winの仕組みを目指す

宅建協会として「リノベーション
まちづくり」にコミット

公益社団法人埼玉県宅地建物取引業協会埼玉東支部草加地区

全国各地で地域の活性化を目的とした「リノベーションスクール」が開催されている。しかしそれに対し

て、本来まちづくりの主役を務めるべき不動産業者の関与は薄いように思われる。その中で、草加市では

宅建協会の役員らが主体的に参加し、スクールで検討された事業をより現実的なものにすべく後押しをし

ている。そこで、草加市とまちづくりに取り組んでいる宅建業者４社に話を聞いた。

株式会社村上不動産
村上昌巳 氏

株式会社草加不動産
木村忠義 氏

所 在 地：草加市高砂２-10-21
電 話：048-925-2050
Ｈ Ｐ：http://www.muraka

mif.com/
業務内容：アパート・マンション／事務所・店舗／駐車

場等の賃貸仲介・管理、不動産コンサルティ
ング、定借プランナー、競売不動産取り扱い

所 在 地：草加市高砂２-７-１
　　　　　（アコス南館１F）
電 話：048-927-5555

業務内容：アパート・マンション／事務所・店舗／駐車
場等の賃貸仲介・管理、新築戸建／中古マン
ション・戸建／土地等の売買・仲介

不動産部会での打ち合わせの様子
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オーナーの考えも知っていて、その多くは不動産
業者の観点からは手を出しにくいと判断したもの
ばかりです。しかし、オーナーは行政からの依頼
ということもあり、貸すことに対して好意的に対
応してくれました。リノベーションスクールでは、
元気はあるけれど地元のネットワークもノウハウ
もない若者たちが、３日間の徹夜の作業を通じて
提案書を作るので、すぐにでも事業ができそうな
雰囲気になります。しかし、実際に交渉してみる
と、物件の状態やオーナーの考えと事業が合わな
いことが多いのです。第１回リノベーションスク
ールで事業が検討され、家

や

守
もり

会社が進めてきた案
件は、オーナーとの間でリスク負担の調整がうま
くできず契約書が作れなかったり、物件を調査し
てみると耐震補強が足りなかったり、解体してみ
るとアスベストが出てきたりといったトラブルが
発生し、そのままでは予算がオーバーし、事業計
画が頓挫しそうになりました。そこで私たち不動
産業者が間に入り、事業を進めることができるよ
うになったのです。不動産業者が最初から関われ
ば、契約書の中に特約をつけてリスクを回避した
り、工事中に思わぬトラブルが発生してもオーナ

ーと調整し、予算をかさ上げして解決することが
できますが、家守会社はやりたいことやデザイン
が優先し、リスク管理があまりうまくできません。
　そうした反省を踏まえ、行政からは、リノベー
ションスクールで検討した事業が実現できるよう
に、事業者とオーナーの間に入って調整して欲し
いと要望されました。そこで、第２回目からは不
動産部会がノウハウを提供し、物件の調査や契約
書の作成アドバイスなど、黒子となって彼らの事
業を支援することにしました。

まち、オーナー、不動産業者が�  
win-winになれるビジネスへ

　リノベーションまちづくりを推進するには、成
功案件を増やすことが重要で、そのためには多く
の不動産業者の参加が必要です。しかし、流通に
のせるリスクのある物件と素性のわからないテナ
ントを結びつけ、１カ月の手数料で責任も負うよ
うな仕事は、通常は受けにくいものです。そこで
これからは、私たちが人となりをよく知るオー
ナーのテナント募集中の物件を、このスクールの

株式会社リヴ
坂斉洋司 氏

有限会社東邦ハウジング
五十嵐佳之 氏

所 在 地：草加市中央１-５-25
電 話：048-923-0021
H P：http://livsoka.com/

業務内容：注文住宅・リフォーム・設計・インテリアコ
ーディネート、住まい相談の窓口、地元地域
の活性化事業としてカルチャー教室等実施

所 在 地：草加市高砂２-18-９
電 話：048-920-6355
H P：http://www.toho-h.
　　　　　co.jp/

業務内容：アパート・マンション／事務所・店舗／駐車
場等の賃貸仲介・管理、新築戸建／中古マン
ション・戸建／土地等の売買・仲介

ベッドタウンパパや地域の人たちが集うコンセプト料
理教室「キッチンスタジオ アオイエ」（2018年4月
オープン）

地場野菜を使った洋風おばんざいとお酒を楽しめる
バル「野菜とお酒のバル スバル」

都内のホテルで20年以上修行したシェフによる、家
族（子連れ）で行ける「洋食屋 aTable（あたーぶる）」

（2018年5月オープン）
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場に出すことができないかと考えています。リノ
ベーションスクールは、私たちがあまり得意でな
い、利用の構想力や若いスモールビジネスの事業
者という借り手を集める力があります。そこで不
動産業者が家守会社の役割を果たし、場合によっ
てはテナントからの手数料を無しにするなどして、
契約内容を調整し、委任を受けている空き物件と
マッチングできれば、事業者も不動産業者も契約
のリスクを低減でき、win-winのビジネスにする
ことができるのではないかと考えています。ただ
しその際に参加できるのは、この地域の活性化に
貢献しようという意思のある不動産業者にしよう
と思っています。草加市はあと３年はスクールを
実施する予定ですので、それまでに形にしていく
つもりです。
　私たちがこれまでまちづくりの活動に関わって、
重要だと再認識したことがいくつかあります。ま
ず、この事業をうまく進めるには、先にテナント
を決めて、改修にかかる資金調達方法も私たちか

ら提案できることが必要だということです。やは
り、開業資金が潤沢なテナントや改修資金が豊富
なオーナーは少なく、その資金をどう調達するか
という点に私たちの介在価値があります。次に、テ
ナントは誰でもいいというわけではないというこ
とです。やはりテナントには町会に入り、商店街
の活動に協力する意思がある人を入れるべきだと
思います。市外からやってきて、町会にも入らな
いテナントのところには地元の人は行きませんし、
店も長続きしません。そうではなく、飲食店であ
れば町会や商店街活動に協力してもらう代わりに、
私たちも開店時には花輪を出し、近所の人に食べ
に行くよう働きかけ、評判の店になるような関係
づくりをしていくことが大切です。地域のお祭り
に参加したり、イベントに協賛してもらう一方で、
その店に皆で食事に行こうという気持ちが生まれ
る。そのような新たなテナントと地域をつなぐ役
割も、私たち不動産業者の大事な仕事だと思いま
す。

草加市自治文化部産業振興課長

髙橋浩志郎 氏草加市の地域経営課題

　草加市では、2015年から「そうかリノベーショ
ンまちづくり」を推進しています。まちづくりと
いうと行政が主体となって行うというイメージが
強いですが、今は全く逆で、地域の皆さんが主体
となってまちの未来を描き、それを行政がお手伝
いするようになってきています。そして、それを
実現する上で、キープレイヤーになるのが不動産
業者の皆さんです。
　草加市の人口は、2014年４月現在で244,715
人でしたが、2018年１月現在では247,991人と
増加しています。しかし、将来推計を見ると人口

の増加は今後約５年で頭打ちになり、その後は減
少し続け、今から約40年後には約19万人になっ
てしまいます。草加市は東京のベッドタウンとし
て、結婚や子育てを機に移り住んできた住宅の一
次取得者が多く、人口構成を見ると35～44歳の
占める比率が約65%と、全国比で見ても高い割合
です。しかし、彼らがそのまま年をとっていけば
20年後には一気に高齢化が進みます。
　通勤先を見ると、東京都が36%と最も多く、市
内で従業する方は33%にすぎません。一般的な地

「まちづくり」の成否のカギは
不動産会社が握っている
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方都市で市内従業の割合が約７割といわれていま
すので、草加市はその半分です。
　転入・転出の状況は、ここ５年間で見ると、人
口の11%が入れ替わっており、やや転出超過の傾
向です。人の移動は沿線を軸に動いており、隣接
の東京都足立区からは転入超過、埼玉県越谷市に
は転出超過になっています。今は、草加市は都内
に比べ物件価格が比較的割安で手頃なので都内か
ら人が入ってきますが、今後人口減少と都内の中
古物件の価格が下落すれば状況は変わってくると
思われます。

そうかリノベーションまちづくりの� 
出発点

　国交省が夜間人口や生産年齢人口の増減率など
から、東京都市圏の沿線の将来比較をしています
※1。それによると、2005年を起点として30年後
には、東武伊勢崎線は21沿線中最も人口が減少
し、最も高齢化の影響が大きい沿線になると予測
されており、沿線人口は約23%減少し、生産年齢
人口に至っては36%減少するという数字になりま
す。東武鉄道は、東京スカイツリーの建設に始ま
り、ここ10年間、沿線の名称変更、アーバンパー
クライン沿線開発、スカイツリーラインとの直通
運転開始など将来を見据えていろいろな事業を
行っていますが、東京から距離が遠くなる沿線北
部から人口減少と高齢化は加速していきます。
　草加市も詳しく見てみると、中心市街地にある

旧町地区はマンション開発が進み、人口も世帯数
も増え、20～54歳の比率が高くなりました。し
かし課題は、市内での購買率が激減していること
です。詳しく調べてみると、食料品や日用雑貨な
どの毎日の必需品を草加市内で買う人は約88%い
ますが、洋服・衣料品の購入になると約55%、外
食の場合は約61%となり、家族で買い物を楽しむ
となると約18%まで減少してしまいます。つまり
休日は約８割が草加市外に行っており、その行先
の多くは同じ県内の越谷市にある大型ショッピン
グセンターの“越谷レイクタウン”であることが
わかりました。
　大型ショッピングセンターができると、経済効
果が見込めて雇用も生まれますが、テナントはほ
とんどが大手チェーンのため使われたお金は東京
に行ってしまいます。また、大規模商業施設の建
設設備単価は大体坪単価で35～40万円くらいだそ
うですので、10年で投資回収を終えることができ
るそうです。この先高齢化が進み、マーケットが
見込めないと判断すれば容易に撤退ができるため
に、未来永劫そこで営業し続けるとは限りません。
　草加市中心市街地の固定資産税評価額の５年毎
の推移を見ると、バブル崩壊後からマイナスの地
域が増えています。つまり、草加市は人口は増え
ていますが、駅前で買い物をしたり、休日に余暇
を過ごす人が減ってしまい、まちの価値がどんど
ん下落していることになります。不動産の価値が
下がれば賃貸ビルのテナントが埋めにくくなりま
す。そこで、行政としても人口が増えている今か
ら先を見越して、まちの価値を上げていくことに
取り組まねばならないと考えました。

リノベーションスクールの様子

草加市高砂二丁目地内まちづくり推進事業用地の提案内容イメージ図
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リノベーションまちづくりの始動

　草加市では2013年に「草加駅東口周辺にぎわ
い創出調査」を実施しました。調査によると、草
加 駅 周 辺は、“ 個 性や都 市 空 間の魅 力に欠け
る”“地区内の消費は伸び悩んでいる”“住民間の
交流が不足し、地域コミュニティも弱体化してい
る”という結果が出ました。そこで、旧道沿線エ
リアを草加の「都市核」とし、その生き残り策を
考えることにしました。
　また、まちづくりの考え方も切り替えました。こ
れまでの行政のまちづくりは施設等を作ることを
中心にしていましたが、そうではなく、まちに人々
が集うようなコンテンツや仕掛作りをすることに
したのです。そして、それは民間主導で進めるべ
きで、行政の役割は、民間の人たちがまちに必要
なビジネスを興し、まちを変えていくことを手助
けし、応援していくことであると考えました。そ
こで、2015年に「そうかリノベーションまちづく
り」がスタートしたのです。
　リノベーションまちづくりは、中心市街地にあ
る遊休不動産をリノベーションの手法を用いて再
生し、用途や機能を変更し、建物の性能を向上さ
せてその価値を上げていこうというものです。こ
れによって、新たな産業の創出、雇用の創出、コ
ミュニティの再生などの、地域経営課題を解決し、
エリアの価値向上につなげます。ただ、リノベー
ションしたからといってもすぐに価値が上がり家
賃相場が上がるわけではなく、徐々に価値を高め
ていくことを目指しています。
　さらに「リノベーションまちづくり実施５カ年
計画」を策定し、戦略的都市政策を公と民が協力
して描きました。2015年には「そうかリノベー
ションまちづくり構想」検討委員会、翌年にはそ
うかリノベーションまちづくり協議会を立ち上げ、
まちづくりの考え方や構想について参加メンバー
と共有し、アクションプランに落とし込みました。
具体的には、「家守会社」を立ち上げて、不動産
のオーナーとビジネスオーナーをつなぐ役割を果

たし、そこが不動産のオーナーから物件を借上げ
て、ビジネスオーナーに転貸する仕組みです。そ
して、その仕組みを推進するエンジンになるのが

「リノベーションスクール」で、年１回ずつ計５
回開催する予定です。
　今年までに２回実施し、家守会社はすでに３つ
立ち上がりました。第１回からは、18年間空き家
だった元寿司屋を地元の野菜を使ったバルに改装
し、市が所有する道路拡張の残り地を、飲食店と
チャレンジショップに変えて今年オープンする予
定です。さらに、第２回からは、元金属会社の建
物を洋食屋に、元喫茶店をカフェに、木賃アパー
トをお父さん向けの料理教室にしてスタートする
計画も進んでいます。このように、不動産オー
ナーにも市の取り組みが伝わり始め、少しずつ案
件が増え、まちが変わり始めています。

地域の不動産業者に期待すること

　「そうかリノベーションまちづくり」の正否の鍵
を握るのは、不動産オーナーと不動産会社です。
若い起業家が事業をしたくても、オーナーが物件
を提供してくれなければできません。若い起業家
とオーナーの間に入り、事業の内容と想いを翻訳
して伝え、理解を求められるのは、オーナーと信
頼関係のある不動産会社だけです。行政も不動産
会社と連携しながらオーナーの意識を変え、まち
づくりのために協力してもらえるよう働きかけて
いきたいと思います。まちづくりを進めるには地
域の不動産会社の役割は大変重要になります。

※１	 国土交通省「東京都市圏における鉄道沿線の動向と東武伊勢崎線沿線
地域の予測・分析」

子連れで働けるシェアアトリエ＆カフェ「つなぐば」（2018年６月オープン）
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米軍ハウスを生かした�  
まちづくり

─米軍ハウスを再生した『ジョンソンタウン』

（埼玉県入間市）が話題になっています。

社長　ジョンソンタウンは、最近はメディアにも
取り上げられ、多くの方に知られるようになり店
舗も増えてきましたが、ここは観光地ではなくあ
くまでも住宅地です。その考えで運営してきまし
たし、今後もそのつもりでやっていく予定です。タ
ウンの特長としては、古い米軍ハウスを中心にし
てまちをつくってきたことと、全ての物件が賃貸
で、定期借家契約ということです。賃貸を貫いて
きたのは、この土地と建物は戦前父が手に入れた
もので、それを私の代で売り飛ばすことはできま
せんでしたし、しっかり管理して次の世代につな
げていきたいという気持ちがあったからです。ま
た、当社は大家ですので、まちづくりに関して私
たちの考え方を反映することができるという良さ

があります。ただあまりにも制約が強いと住みに
くくなりますし、入居者の自由に任せすぎるとま
ちの良さが崩れてしまいます。両者のかじ取りが
難しいのですが、当社では２つのことを重視して
タウンマネジメントをしています。
　１つ目は「いいコミュニティをつくりたい」と
いうことです。分譲住宅のように隣の家の間に塀
を立て、隣人が誰だか分からないという関係はよ
くありません。そのため、隣との境に塀はつくら
ず、住人同士が仲良く過ごせることを大事にしま
した。
　２つ目は「まちなみの美観を大切にする」とい
うことです。米軍ハウスを中心にしたまち全体の
景観を私たちがしっかりと管理し、イメージを維
持していくことが大切だと考えました。そこで、建
物の外観については当社のルールを厳格に守って
もらい、植栽も背の高い樹木については当社が全
て管理をします。
　そのために管理事務所をタウン内に置いている

入居者と価値観を合わせ、
景観を維持しコミュニティを育てる

米軍ハウスを再生し、
「ずっと住みたい未来のまち」を創る

株式会社磯野商会／東京都中央区

1938年東京都生まれ。大学卒業後、大手電機メーカーに就職。1996年
に家業である株式会社磯野商会を引き継ぎ代表取締役に就任。事業の１つ
であった磯野住宅の再生に取り組み、現在のジョンソンタウンを創る。

磯野達雄 氏（右）

1976年東京都生まれ。大学卒業後、家業である株式会社磯野商会に就職。
当時スラム化していた磯野住宅を社長の達雄氏とともに立て直しを担当。
現在、同社常務取締役。ジョンソンタウンの責任者としてより良いまちづ
くりに取り組んでいる。

磯野章雄 氏（左）
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ことも特長です。経営効率としては悪いとの指摘
もありますが、心のかよったテナント様対応がで
きますし、タウンの品質向上には不可欠であると
の思いから敢えて置いており、営繕や工事担当な
ど４人（非常勤含め６人）を常駐で配置していま
す。そういった付加価値のお陰もあり、家賃を周
辺相場より高めに設定してもご入居いただけてい
るものと考えています。

─ジョンソンタウンが生まれた歴史的経緯につ

いて教えてください。

常務　ジョンソンタウンの歴史は、1936年に先代
社長が、農場経営を目的に広大な土地を取得した
ことから始まります。その２年後、近隣に日本陸
軍の航空士官学校が開校し、国からの要請を受け
将校用の住宅として50戸の日本家屋を建設し、賃
貸業をスタートさせました。
　第二次世界大戦後に航空士官学校は米軍に接収
されジョンソン基地となり、その後朝鮮戦争によ
る基地増強に伴い米軍属の住宅が不足したため、
今度は米軍家族向けの住宅整備の要請がありまし
た。そこで敷地内に24棟の米軍ハウスを建設し、
賃貸したことが現在のジョンソンタウンの原型に
なっています。
　1978年にジョンソン基地が日本に返還され、
居住していた米軍家族は国に帰りました。周辺に
あった600～700棟の米軍ハウスはほとんどが取
り壊されましたが、当社は日本人向けの賃貸住宅

としてそのまま残しました。しかし1939年の地
代家賃統制令によって家賃が低く抑えられたため
改修費もままならず、建物の老朽化や入居者の高
齢化が進み、徐々にスラム化していきました。
　1996年に現社長が家業を継ぎ、老朽化した住宅
の現状を見て、2000年頃から本格的に復興の検討
をします。その過程で建築家の渡辺治※1氏と出会
い、一緒にまちづくりの検討を進めた結果、2003
年に「米軍ハウスを残したまちづくりをする」と
いう決断をしました。米軍ハウスは建物をスケル
トン状態まで戻し、基礎や土台まで改修するとい
う大規模なリノベーションを行う一方で、昭和に
建てた日本家屋は取り壊し、米軍ハウスのDNA
を引き継ぐ新たな“平成ハウス”として35棟を建
て替えました。
　当初この住宅地は“磯野住宅”という名称でし
たが、おしゃれなまちなみを目指す中で、入居者
からも“改名しましょう”という機運が高まり、
2009年に「ジョンソンタウン」と命名しました。
　その後マスコミに取り上げてもらう機会も増え、
賃貸事業も順調に稼働し、2015年に都市景観大賞

「都市空間部門」大賞、2017年に「日本建築学会
賞（業績）」、「キッズデザイン賞少子化対策担当
大臣賞（優秀賞）」をいただきました。
　現在ジョンソンタウンは、敷地面積2.5万㎡、
約7,500坪の中に、米軍ハウス23棟、平成ハウ
ス35棟、日本家屋４棟、セキスイＭ１が７棟、そ
のほか10棟と合計79棟の建物が建ち、130世帯、

構造上の強化をし、再建した米軍ハウスタウン内には約15店の飲食店があり、ジャンルも多種多様
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210人が住んでいます。最寄りの西武池袋線入間
市駅から徒歩18分と、賃貸物件の立地としては有
利とはいえませんが、古き良きアメリカンスタイ
ルが好きな人たちを中心に口コミで広がり、大半
は東京からですが、カメラマンやライターなどの
クリエイターや自営業の方が入居しています。

コミュニティを大事にする�  
まちづくり

─タウンの運営面ではどのような取り組みをさ

れていますか？

常務　2003年から現在まで取り組んできたハード
の整備と同時に、「ずっと住みたい未来のまち」と
いうことをまちづくりのコンセプトにし、ソフト
面での充実を図っています。そこで、①子育てし
たくなるまち　②何かやりたくなるまち　③仲良
くなれそうなまち　④どんな人も住めるまち　⑤
のんびり静かに住むまち　⑥大きな犬と住めるま
ち　⑦文化活動あふれるまち　という７項目をタ
ウンの目指す方向として掲げ、その実現に向けて
取り組んでいます。
　“仲良くなれそうなまち”では、やはり塀を設け
ていないということが大きな要素になります。塀
が無いとお互いの様子がわかりますし、心の垣根
も取り払われます。その結果、自然発生的にご近
所付き合いが生まれ、タウン内で一緒に食事をし
たり、バーベキューをしたりしています。また、

“大きな犬と住めるまち”と掲げているように、
ペットは原則自由にしています。最近はペット可
の賃貸物件が増えたといっても大型犬などを飼え
るところはまだ少なく、それが理由でタウンに入
居希望される方もいます。タウン内ではペットの
コミュニティも生まれており、苦情やトラブルは
今のところありません。
社長　私たちは、入居申し込みの引き合いがあっ
た時から、本人や家族とできるだけ多く会うこと
にしています。いろいろなお話をするとその方の

価値観がわかります。やはり、コミュニティ作り
のためには、大家と入居者そして入居者同士の価
値観が合っていることが大切です。また、ジョン
ソンタウンは基本的に定期借家契約にしています
が、この方式を導入することで、価値観が合わな
いと思われる人とは再契約せずに済みますので入
居者の価値観のレベルを合わせやすくなりました。
　賃貸は分譲と違い、住人にも終の棲み処という
感覚が薄く、腰掛程度の場所に過ぎないと思って
いる方が多いと思います。それではいいコミュニ
ティは築けません。やはり賃貸でも「わがまち」
という意識を持ってもらうことが重要です。
　そのためにタウンでは、塀をつくらないことに
加えて“リビングポーチ”をつくることにこだわ
りました。建物の外に屋根付きのデッキやテラス
を設け、外でお茶を飲めば、道を行き交う人とコ
ミュニケーションが生まれ、お互いの顔が見える
関係ができます。

─タウン内でイベントも開いているのですか？

常務　定期的に開催しているのは、月１回、第１
日曜日のフリーマーケット“ワンデーマーケッ
ト”です。また昨年は、住民とテナントが一堂に
会したクリスマスパーティを初めて開催しました。
タウン内の住人同士はコミュニケーションがとれ
ているとはいえ、年に１回程度、皆が集まる機会
を設けるのもいいのではないかと思いました。

─その他、特徴的な試みを教えてください。

常務　家の外回りは規制がありますが、家の中は
かなり自由にDIYができます。もともと米軍ハウ
スにはDIYの文化がありましたので、当社として
も「センスある入居者がDIYしたほうが、当社で
リフォームするよりも価値が出るだろう」と考え
ました。基礎的な構造部分の改修・修理は当社が
行い、柱などの構造体をいじらない限り、内装は
DIYで自分好みに仕上げていいことにしています。
また、事前に相談してもらいDIYのイメージがお
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株式会社磯野商会

代 表 者：磯野　達雄
所 在 地：東京都中央区日本橋室町1-12-14
電話番号：03-3241-0561
Ｈ Ｐ：http://johnson-town.com/
事業内容：アパート、マンション、ビルの賃貸・管理。埼玉県入間市の

一区画をアメリカの郊外を想わせる街並みに整備し、ジョン
ソンタウンとして維持。同タウンは2017年「日本建築学会
賞」「キッズデザイン賞（優秀賞）」を受賞。

互いに合えば、原状回復はしなくてもいいことに
しました。建て替えで廃材となった昔の建屋の外
壁材や梁材などを保管していますので、希望があ
ればそれらを提供し活用してもらっています。
　また、タウンの情報発信や入居者の募集はホー
ムページやフェイスブックで行っています。新た
に始めた試みとしては、コミュニティ冊子「ジョ
ンソンタウンスタイル」の発行です。渡辺氏やカ
メラマンに参加してもらい“ジョンソンタウンク
ラブ”を社内で立ち上げ企画を練っています。昨
年発刊し、年４回を3年間、計12巻発行するつも
りです。

「ずっと住みたい未来のまち」を�  
目指して

─最近は店舗も増え、観光地として訪れる人も

増えています。

常務　タウンが有名になるにつれて店舗や来訪者
が増えましたが、課題もできました。まず店舗の
看板です。テナントが看板や商品を外に並べる場
合は申請制にして、当社が承認した物だけ可とし
ていますが、感性が豊かなテナントが多い中でど
れだけコントロールをすべきなのかという迷いも
あります。ある程度自由な発想を大切にしながら、
統一感を保てる方法を模索しているところです。
　また外部からの訪問者が多くなり、入居者から
不安視する声が増えてきました。ジョンソンタウ
ンは観光地ではなく住宅地だと考えていますので、

タウン内のセキュリティ確保も課題です。

─これからジョンソンタウンが目指す方向を教

えてください。

常務　「ずっと住みたい未来のまち」を目指してい
ますが、賃貸物件なので入居者の入れ替わりは避
けられません。できるだけ長く住んでもらうため
にはどうすればいいかということを常に考えてい
ます。立地は変えられませんので、多少不便でも
このまちがいいと思ってもらうために、付加価値
をどうつけていくべきかについて日々検討を重ね
ています。
社長　やはりまちの魅力は、コミュニティの形成
や、まちなみの美観の維持によってつくられます。
そのためには、入居者にもまちづくりの方針に共
感し管理に協力していただかなくてはなりません。
これからも入居者に「わがまち」という意識を
もってもらえるようタウンの魅力を高めていきた
いと思います。
※１	 建築家　株式会社渡辺治建築都市設計事務所所長。

2017年から広報誌「ジョンソンタウンスタイル」を発行
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協永ソフトエンジニアリング㈱ 代表取締役。日本大学理工学部 まちづくり科及び交通シス
テム工学科非常勤講師（科目：不動産概論）。一般社団法人HEAD研究会 理事、不動産マ
ネージメントTF委員長。その他、千代田区立番町小学校愛育会（PTA）会長、九段二丁目
町会 青少年部部長、千代田区立番町小学校運営委員、「UP DATE UP TOKYO」実行委
員　エリアディレクターを務める。

豊かな暮らしや安心感を�  
届けることが不動産の仕事

─社名に“ソフトエンジニアリング”とありま

す。そこに込められた思いを聞かせてください。

　父は約50年前に千代田区平河町で協永不動産
を興しました。自宅が事務所でしたので、子ども
の頃からお客様と気持ちで接する父の姿を見てい
ましたし、「たくさんの人を幸せにする仕事に就き、
多くの人を背負って生きていくのが男の生き方だ」
などと教わってきました。大学では都市計画とい
う分野があることを知り、建築学科で学ぶうちに、
人が生活する場所を幸せな空間にしたいと考える
ようになりました。卒業後は父のもとで10年程働
き、2001年に協永ソフトエンジニアリングを立ち
上げました。その際、改めて不動産業とは一体何
をする仕事なのだろう、自分はお客様に何を提供
できるのだろうか、ということを考えました。そ
して出た結論が「不動産業者は目に見える物はつ

くっていないが、取引の全てに関わり責任を取っ
ている」「人の心の中に安心感や幸せ、豊かさをつ
くりあげることが不動産の仕事だ」「そのために確
かな情報をもとに物件を紹介し、不安を取り除き、
お客様をサポートし続けることが私たちの商品だ」
ということです。そこで、父の思いを引き継ごう
と“協永”という看板をつけ、不動産業者はプロ
デューサー（エンジニアリング）であり不動産業
はサービス業（ソフト）だと考え、今の社名にし
ました。
　また、サービス業に大切なものは“時間”です。
人の事情には期限があるのでその期限の中で情報
提供をし、入居後もお客様に寄り添い続けるため
には、お客様の近くにいなくてはなりません。そ
こで、自分が生まれ育った番町・麹町に特化して
仕事をすることにしました。

─千代田区という都心の真ん中で地域密着の仕

事をするということは難しいのではないですか？

地域の歴史と文化の語り部になる

都心の真ん中で
まちづくりを実践する

橋本樹宜 氏

協永ソフトエンジニアリング株式会社／東京都千代田区
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　まず、地域の不動産業者のことを調べようと思
い、業者名簿にある約380社全てに電話をして、
何をしているのかを聞きました。すると、専業で
やっている不動産会社は20社程度で、しかもこの
地域の物件を専門に扱っている業者はいないこと
がわかりました。私が求めているのはこの地域に
住む人の幸せですが、そのために働いている会社
はどこにもいないということになります。
　父は学校の移転や郊外の仕事もしていましたが、
私は“住に関する地域のニーズを地域でかなえら
れる不動産会社”を目指すことにし、仲介業、つ
まりフィービジネスに徹することにしました。そ
のためにより深い情報提供を目指そうと、データ
ベース（DB）を構築することにしました。まず、
物件のDBです。このエリアには約470棟のマン
ションがあるので、戸数や間取り等のスペック情
報や住んでいる人の情報をデータ化していきます。
次が人のDBで、顧客リストです。さらに、地域
のDBです。消費者からのニーズが高い学域情報
をはじめ、ここに住めばどれほど楽しく過ごせて
家族を幸せにできるのかという情報を、仲介の仕
事の中で蓄積し、物件の紹介とともに提供してい
くことにしました。そこで、地域のイベントやお
店の情報をホームページに載せたり、地元の専門
学校の学生と協力して「Bene（ベーネ）」という
フリーペーパーを発行しました。

地域の歴史や文化を学び、�  
伝える

─まちづくりコンペにも参加されました。

　地域に特化するといっても、それまでは地域の
物件を専門的に扱っている一不動産会社にすぎま
せんでした。地域への取り組みの考え方が大きく
深化したのが、まちづくりコンペ※1への応募です。
これは千代田区の「飯田橋・北の丸公園周辺地
区」（約66ha）を対象にしたコンペで、日大名誉
教授や大学院生たちと「東都まちづくり研究会」

を結成し、参加しました。提案内容は「九段花
はな

見
み

櫓
やぐら

計画」と称したもので、現在の九段下から消防
署跡地を中心にした空間に“地域の歴史・文化、
名所、食等を紹介する観光の拠点「櫓

やぐら

」を整備し、
櫓ネットワークを形成する”という内容でした。
　残念ながらコンペは落選しましたが、この活動
を通じて地域の歴史をもっと知らなくてはいけな
いということを学びました。提案書にも“対象地
区は歴史・文化等の物的、心的遺産の宝庫である。
九段坂や中坂の果たした歴史的意味の再考から地
域の現代への適合化を探るのがテーマだ”と示し
たように、地域の歴史の話が考え方のベースにな
りました。また江戸・東京の歴史に詳しい千代田
区職員の小藤田正夫※2氏からは「歴史は過去と現
在をつなぐことだ。過去と現在をうまくつながな
いと未来は描けない。地域には昔から長い間評価
されているものが必ずある。過去をきちんと理解
した上で、それをどうやって未来に伝えていくの
かを考えることが我々の役割だ」ということを教
えてもらいました。そう考えると、私のやるべき
こと、そして今まで取り組んできたPTA会長の仕
事などの地域活動についても、これからどう生か
していくべきかが見えてきました。

都心ならではの新しいタウンマネ
ジメントの方法を模索

─具体的にどのように生かしていますか？

　その頃手掛けていた仕事の１つに、８年越しで

地元の学生と協力して発行したフリーペーパー「Bene（ベーネ）」
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関わってきた九段病院の移転があります。歴史的
な景勝地に立地する築80年のこの病院の院長は、
千代田区庁舎跡地に移転を希望しており、私自身
も地域に病院を残す重要性を感じていたので、地
域活動を始めることにしました。区有地に移るに
は地域の賛同を得なくてはならないため、地元の
九段二丁目町会の青年部長を引き受け、住人に対
して病院があることの必要性を伝え、一方で、町
会長と共に区長に直談判にも行きました。その甲
斐あって移転が決まり、さらに、病院と千代田区
の高齢者サポートセンターの合築という副産物ま
でもたらしました。高齢化が進む千代田区におい
て、福祉と医療のサービスが１つの窓口で受けら
れるという全国でも例のない施設になったのです。
　まちづくりコンペの対象になった九段坂の消防
署も移転することになり、その跡地を千代田区が
購入しました。区は地域整備計画として“北の丸
公園周辺地域基本構想計画”を策定しますが、町
会としてもその場所をうまく整備してもらわない
と困りますし、住人にもこの場所の意味を知り、
計画について当事者として考えてもらう必要があ
ります。そこで、九段坂界隈の歴史を住人に伝え
るため、「町会の大切な資産である九段坂公園をも
う一度皆で考える」というテーマで勉強会を開き
ました。そのための資料として、昔の写真や地図、
浮世絵や錦絵を集めることにしましたが、幸い九
段坂は江戸・明治を代表する景勝地だったため浮
世絵がたくさんありました。なかでも、真夜中に
月が出るのを待ちながら酒宴をして楽しむ納涼イ

ベント「二
にじゅうろく

六夜
や

待ち」の様子を題材にした絵は、
“いかにここが見晴らしのいい場所として大切にさ
れていたか。これからも景勝地であることを楽し
める場所にすべきだ”ということを理解してもら
うための良い教材になりました。
　千代田区に対しては、この場所を“常時観光、
非常時災害の拠点にすべきだ”という提案をしま
した。地域の繁栄と安全確保のために、その場所
がどう使われてきたのかという歴史的な事実をふ
まえて土地利用のあるべき方向性を示し、地域住
民主体の地区計画をたて、それを基にエリアマネ
ジメントをしていくべきであり、青年部長として
住人は私が束ねますということを伝えました。

─都心地域は大手デベロッパー主体の開発が進

んでいます。

　大手マンションデベロッパーやマンション管理
会社（PM会社）を集めた勉強会を開き、講師と
して「番町・麹町地域の街並みの根底にあるもの」
という内容で話をしました。供給ラッシュが続く
この地域において、分譲会社や管理会社にこそ番
町・麹町の文化や歴史を学んでもらう必要がある
と感じたからです。そこでは、ブランドを形作る
のは歴史であり、物件を販売する時はその歴史に
基づく地域性を上手く伝えることが効果的である
ということ、また管理業者も地域のお祭りや町会
活動に参加することが物件の付加価値を上げるこ
とに生かせるはずだという話をしました。
　お祭りは歴史の移り変わりの中で残ってきた地

域の文化です。そのお祭りで、管理会
社の人たちがお神輿を担ぐ人たちをも
てなす側として活動すれば、地域から
の見方が変わり、地域住民の一員にな
れるはずです。ピカピカの建物をつく
るだけで豊かさが得られるわけではあ
りません。そのマンションで子どもた
ちが育てば、そこが彼らの故郷になり
ます。そしてお祭りの時に冷たい飲み

田安門の高燈籠。明治時代は九段坂周辺のランドマークと
して親しまれていた九段坂「二六夜待ち」歌川広重 作
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代 表 者：橋本　樹宜
所 在 地：東京都千代田区六番町六番地一　パレロワイヤル六番町

502
電 　 話：03-3263-6565
Ｈ 　 Ｐ：http://www.kyoei-realty.co.jp/
業務内容：番町・麹町・九段及びその近隣の賃貸マンション・事務所を

中心に紹介する不動産会社。特に番町・麹町・九段エリアの
取り扱い物件数はNo.1。その他、売買管理やコンサルティ
ング、マンションの建替の相談にも応じる。

協永ソフトエンジニアリング株式会社

物を出してくれたということが記憶に残ります。
管理会社が率先してその役割を担い、まちのこと
を考え、真に豊かなマンションライフを提供して
ほしいと思います。
　マンションデベロッパーが物件を販売する際に
は、九段二丁目町会の青年部長として、当町会へ
の加入を義務付けてもらうよう直接お願いに行き
ます。地域価値を上げるためにはマンション住人
の町会への参加を増やすことは不可欠です。

─まさにタウンマネジメントの実践です。

　私はこの地域で生まれて育ってきましたのでこ
のまちに愛着や誇りがあります。そのため、この
地域に貢献できる仕事は何だろうかということを
真剣に考えてきました。それが“歴史の語り部に
なる”ということです。
　まちづくりやタウンマネジメントは、長屋や古
民家といったそのまちのシンボルになるものがな
いと成り立たないと思っていましたが、都心では
それがなくてもできるようにしなければなりませ
ん。そのためには「お祭り」は重要です。どのま
ちにも必ず大事にしなければいけない祭り事があ
るはずです。次世代のために大切な文化を残し、
その歴史を継承できるような土地の生かし方を考
えていけば、過去の人とも出会えるし、未来の人
にもつながるのだろうと思います。
　九段二丁目町会では「集合住宅の住民と力をあ
わせ、行きかう者の誰もがあいさつする町」を目
指しています。私が目指すのも人と人が横でつな

がるまちづくりです。その結果、オーナーとの関
わりも増えてきました。当社の売上は、賃貸管理
が２割、賃貸仲介が３割で、残りが売買仲介と開
発コンサルティングですが、管理こそが中小不動
産業者にとって最後の砦だと思います。賃貸管理
の仕事は、どうすればオーナーの利益を確保し、
資産を増やせるのかということを考える仕事です
が、まちづくりという目に見えない資産を最大化
できるのは、私たち中小不動産業者だけです。
　千代田区平河町にある平河天満宮の鳥居には

「町々安全、商職繁昌」と書いてあります。つまり、
人々が安心安全に暮らすことができ、仕事や暮ら
しも繁栄しますようにという意味で、これがまち
づくりの心です。そして繁栄とは、真の豊かさを
地域の皆が享受することなのだと思います。

※１　2016年（公財）都市パブリックデザインセンター主催の第19回「まちの活
性化・都市デザイン競技」

※２　本報告書26ページ参照。

マンションの住人も町会に入り、地域の文化活動を積極的に盛り上げる。町会
の神輿は九段坂にあるマンションからスタートする
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困ったときに頼られる�  
不動産屋になる

　私は大学で建築を専攻し、大学院では地域計画
のコミュニティ論を学びました。卒業後は広告宣
伝やSPツールなどを作る会社で働き、そこで企業
相手の営業の仕事を覚えました。父は建築会社を
経営しており、主に建売住宅の建築など手掛けて
いましたが、新しく新規事業を立ち上げるという
ことで私がその部門を任せてもらうことになり、
父親の会社に入社しました。それから１年後、不
動産事業のみを独立させ私も代表者になり、賃貸
の管理を中心に事業を始めました。一般的にまち
の不動産会社は個人相手の仕事が主なので、法人
相手の仕事はあまり得意ではありません。その点、
私は異業種で企業相手の営業をしていた経験から
企業の一括借り上げの案件を何件かまとめあげる
ことができ、事業は順調に拡大していきました。
不動産業を始めるにあたり10年経てば経営が安定

すると思っていましたが、６年目に入った時、ま
さに好事魔多しで、法人契約の大半が解約になり、
それまで大事に育てた社員を全員手放す事態に
なってしまいました。
　とてもつらい時期でしたが、よく相談にのって
もらっていた師から「人生には踊り場がある」と
教えてもらい、それならこれを機に、「自分は何の
ためにこの仕事をするのか」「これから何をするべ
きか」ということをじっくり考えようと思いまし
た。
　それから１年程経った頃、いくつかの飲食店の
支援に関わることになりました。最初は古民家を
店舗に改修した物件です。他社が募集していた商
店街の中にあるその物件は、家賃設定があまりに
も高く客付けに苦戦していましたが、主婦が２人
でカフェを開くために契約するという話でした。
私も自分が働く千駄木二丁目商店街の活動だけは
続けていたので、素人店主がビジネスを始めてす
ぐに潰れてしまっては商店街の悪い事例になると

不動産業を将来子どもたちが憧れる仕事に

「コトづくり」を増やし
地域を元気にする

1976年東京都荒川区生まれ。日本工業大学大学院建築工学研究科卒業。学部で都市計画、
大学院修士課程で地域計画を専攻。卒業後、営業職などを経て、建築業を自営する父親に誘
われ28歳で入社。配属された不動産の仕事に魅力を感じ、不動産事業のみを引き継ぐ形で
30歳で独立。地域商店街の会計理事も引き受け地域活動も行う。2011年東日本大震災を
きっかけに地域や業種の垣根を越えた勉強会「地域で働く不動産屋さんによる情報交換会（通
称ジバコー）」を有志と共に開始。毎年１、２回開催し、業界で活躍する人の話を参加者で
共有する。

徳山 明 氏

株式会社尚建／東京都文京区
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思い、挨拶に来た本人達の話を聞きました。２人
で法人を作り、費用を折半してカフェを始めると
いうことでしたが、「絶対に失敗するから」と計画
を全て白紙にしました。そして、カフェではなく
単価の高い飲食業に変更することを提案し、新た
に事業を組み立て直しました。さらに、２カ月後
には家賃が発生するということでしたので、フェ
イスブックで知り合いから設計、ロゴデザイン、
飲食メニューの開発などの専門家を募集し、一方
では銀行で融資を通したり、経営計画の作成や経
営者としての心構えなどを指導しました。
　次に相談を受けたのは、フレンチレストランで
す。当時、私は商店街のリーダー塾に参加してお
り、都内で頑張っている商店主を集めて視察会な
どを行っていました。その中の１人から、立ち退
き問題でもめているレストランがあるから何とか
してあげてほしいとの相談を受けました。紹介の
仕事は大切ですし、地域の不動産の問題は、当然
地域の不動産屋が対処しなくてはならないと考え
ていたので純粋な気持ちで手伝うことにしました。
やってみると相当大変な案件でしたが、立ち退き
のトラブルも解決し、店舗移設にあたり金融機関
に借り入れの交渉をしたり、クラウドファンディ
ングによる資金調達を行い、無事に新天地で開業
することができました。
　どちらも無償で、ボランティアの仕事でした。
私の中には「そもそも不動産屋は人の資産に口だ
けだしてお金をいただいている商売だ」という意
識がありましたし、不動産の仕事を始めて間もな
い頃に、会社の並びにある自転車屋のおじいさん
から「不動産屋なんか本当はいなくてもいいんだ。
ただ町の中に１軒だけ、本当に困った時に相談に
行けるような不動産屋は必要だから、そんな不動
産屋になりなさい」と言われたことがありました。
本当に困ったときに“あいつのところに行けば何
とかしてくれる”という不動産屋がまちに１軒だ
け必要だといわれて、とても励みになったのです。
だからどちらの案件も不動産のトラブルで純粋に

困っていたので、ボランティアでもいいと思いお
手伝いをしました。
　しかしその後、何件か飲食店の相談が舞い込ん
でくるようになり、お店のコンセプト作りから資
金調達まで、ビジネスの組み立て全体に関わるよ
うになりました。店舗づくりには内装の造作が必
要ですが、私の場合、建築の知識と経験が強みに
なりました。また、事業が成り立たないと不動産
業としてもらうフィーが発生しないので、コンサ
ルティングをするにあたっては、事業主自身の背
景や人柄まで全て知るようにしています。そのよ
うにして「店舗やお店を持ちたいという人をゼロ
から支援する開業支援」が当社の事業の柱の1つ
になりました。

木賃アパートを旅館に。�  
新たな賃貸契約への挑戦

　当社の周辺は谷
や

根
ね

千
せん

といって、近年東京の新た
な観光地としてインバウンド需要が大きくなって
いる地域です。そこには当社が管理している木造
アパートがありますが、ある日、そのアパートを
宿泊施設にするので１棟全部借りたいと、建築家
の宮崎氏※1が相談に訪れました。宮崎氏は、谷中
にある築58年の木賃アパートをカフェと自身の事
務所の複合施設（HAGISO）にリノベーション
した、この土地に縁のある建築家です。既に「ま
ち全体をホテルに」というアイデアがあり、宿の

千駄木二丁目商店街にある古民家をリノベーションして生まれたカフェ・飲食
店「Okaeri（オカエリ）」
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コンセプトやしっかりした事業計画を作成してい
ましたので、すぐに地方に住むアパートの所有者
に了解をとりました。しかし具体的に進める段階
で問題が発生しました。当初は借主がDIYで改修
することにしていましたが、耐震工事や屋根の葺
き替えまで行う必要があることが判明したのです。
念のため国交省へ直接確認に行くと、借主が改修
した部分の所有権は最終的に貸主に帰属するため、
今回の案件ほどの大規模な改修だと、貸主に贈与
税がかかると指摘されました。そこで、“前払い家
賃制度”を導入し、前受家賃で貸主自身が発注者
となり、旅館にコンバージョンしてから引き渡す
契約にしました。最終的に国交省や税務署に確認
し、10年の定期借家契約で５年の延長期間をつけ、
資金回収も５年でできる計画をたて、貸主にとっ
ても満足のいく内容になりました。法務上も、建
築上も、税務上も全てクリーンな契約になり、手
間はかかりましたが不動産のプロとしてしっかり
した仕事ができました。

“小商い”で�  
谷根千のまちづくり

　あるとき、知り合いのオーナーから、谷根千地
域にある谷中銀座商店街の真ん中で、定期借家契
約が切れて急きょ空き店舗になった物件があるの
でなんとかしたいという相談がありました。
　物件は町家形式の建物で、土間打ちの上が純和

風の作りで1階を店舗、２階は倉庫として使って
いました。月25万円の家賃設定ですが、間口が
1.5間、奥行き４間しかありません。しかも中に
階段があるため1階は有効面積が少なく、この商
店街の2階はほとんどが倉庫になっていることか
ら、上階を店舗にすることが難しい物件でした。
当然、そのまま募集しても引き合いもなく、あっ
たとしても既に商店街にある店と競合する店ばか
りでした。
　谷中銀座は観光型の商店街になってしまったイ
メージがあり、地元の人にはそのことを良く思わ
ない人もいます。実際に観光地になってしまった
結果、家賃が上がり、出店できるのは地元以外の
大手資本の店舗ばかりで、その店にお金が落ちて
も地域にはお金が回りません。また、そこで働く
人も地域外の人ばかりで、夜間は誰もいないまち
になりつつありました。一方、商店街の運営は大
変なものがあります。私は、その苦労を地元の商
店街で経験していたので、この物件に入居する人
には、商店街活動に参加し、地域のことも考え、
地域になじんだ商売をしてほしいという気持ちが
ありました。さらに、谷中は江戸時代からお寺の
造作に関わる大工、畳屋、板金屋などが多くいて、
明治に入ってからは美術館、博物館、東京美術学
校ができ、そこに関わる美術品関係者や、額縁屋、
絵画修復士などがいた地域です。そのような経緯
から、この物件を、地域にも馴染みの深い製造や
加工、デザイン制作などの「ものづくり」のため

珪素土塗りのDIYの様子
谷中のまち全体を１つの大きな宿泊施設として見立て、地域と一体になって建
つホテル「HANARE」。受付は「HAGISO」の2階にある
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に使って欲しいと思うようになりました。オーナー
もそれに賛同してくれたため、食品メーカーのサ
テライトショップ、民泊、バーなどの飲食店をは
じめ、この商店街には全くフィットせず、地域の
利益にも結びつきにくい引き合いは全て断りまし
た。そうこうしていると、借り手の希望者が誰も
いなくなってしまいました。
　この物件のネックは、面積が狭く、建物の使い
勝手に対して家賃がつりあわないことでした。当
初、オーナーも私も、テナントには谷中銀座で創
業したいという意思がある人で、できれば若い方
に使って欲しいと思っていました。しかしある日、
ツイッターに「若者が家賃で25万も払えるわけな
いだろう」というつぶやきがあるのを見つけまし
た。また最近は、小商いやスモールビジネス、副
業・兼業やパラレルワークという言葉が徐々に
キーワードになってきています。そこで私は、谷
中銀座商店街の真ん中で「“小商い”をしたい人」
のために小さい部屋をつくり、家賃を抑えれば貸
せるかもしれないと考えました。ひとつの建物を
みんなで使い、夢や希望を叶えるための「はじめ
の一歩」を踏みだせる場所にしようと事業を組み
立て直したのです。
　まず、１階を４畳大で1部屋、２階を３畳大で
2部屋に分けて３つのブースを作り、それぞれ家
賃を８万円台～11万円台に設定。専有部分は小さ
いですが、お店以外のスペースには通路を作り、２

階には商店街を上から眺められるスポットを用意
してお客様が自由に行き来できるようにしました。
また、谷中らしさや魅力を味わえる場所にしたい
という思いから、町家建築の構造をそのまま残し
ながら、大工職人によるリノベーションを行うこ
とで地域の歴史を守り、さらに、１階の壁面には
この地域で明治から昭和にかけて使われていた木
製建具を展示しました。
　すると今度は、工事代金の見積りが800万円程
に膨らんでしまいました。オーナーもそこまで費
用をかけるつもりはなかったのですが、私の考え
に同意してくれ、わざわざ借り入れまでしてくれ
ました。私もある意味自分のわがままで始めた事
業ですので、工事代金の半額を投資しました。こ
こでも“前払い家賃方式”を導入し、当社が10年
の定期借家契約で月25万円で借り上げ、３室を合
計30万円でサブリースし、６年目から両者に利益
がでるスキームにしました。改修の過程では、地
域の方にプロジェクトの意図を理解してもらおう
と、珪素土塗りのDIYや、クラウドファンディン
グで工事資金の募集をしました。そのようなこと
も広告効果になり、物件の完成のタイミングで1
階は台湾茶販売のお店、２階は刃物の研ぎ屋とハ
ンドメイドのレザーショップの入居が決まりまし
た。３店舗が営業を開始してまだ間がないですが、
刃物の研ぎ屋は地域の方に利用され喜ばれていま
すし、また共同運営のため、スタートアップの起

Things.YANAKAの外観
Things.YANAKA2Fの刃物研ぎ屋「研ぎ陣」。江戸時代から伝承されてきた
手研ぎを生業とする
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業者にとっても同じ建物に仲間がいることの安心
感があるようです。

「モノづくり」から�  
「コトづくり」へ

　今回の谷中銀座商店街のプロジェクト名の
「Things.YANAKA」の「Things.」は、「コトづ
くり」の「コト」から来ています。私は普段から
物件探しの相談があったときは、「どんなことがや
りたいの？」ということを聞くようにしています。
人が何かを始めるときは「やりたい」という気持
ちを大事にしますし、「やりたい」は「コト」につ
ながります。「やりたい」を叶えるための「コトづ
くり」応援プロジェクトが「Things.YANAKA」
です。
　これまで地元の不動産会社として進むべき方向
を真剣に模索してきて、ちょうど創業から10年を
むかえたタイミングでこのプロジェクトに出会い、
自分がやるべきことが見えてきた気がします。今
までの不動産業者はまず先に「モノ」をつくりそ
こに人や店舗を入れてきましたが、これからは人
がやりたい「コト」を考えて、それを実現するた
めに「モノ」を提供していくという役割に変わっ
ていくべきだと思います。空き家は社会環境の変
化の中でその役割を失ってしまったから空き家に
なっているので、空き家に新たな役割を与えるた
めには、用途変更をしたり、スモールビジネスに
合うような使い方の提案をしなくてはなりません。
一方、スモールビジネスをしようとする人は、企
画まではできても事業を継続する力がない人が多
いようです。事業が頓挫しないようにするには、
私が飲食店に対して行ってきたように、市場をつ
くり、事業計画の立案といった、ビジネスそのも
のを支援することも不動産業者の役割になるで
しょう。これからはもう、ただ単に物件の仲介を
するだけの仕事はなくなると思います。
　嬉しいことに、このプロジェクトについては谷

中銀座商店街の店主のなかでも、特に年配の方に、
「お前よくやった」と言ってもらえました。代替わ
りした若い店主よりも年配の方のほうが、商店街
の空洞化や商店街活動の担い手不足を心配してい
ました。商店街に新しい種類のお店と新しい引き
出しができたことで、地域と商店街と観光の“三
方良し”を実現することができたと思います。こ
れからも既存の建物を使った「コトづくり」を多
くの不動産業者が行っていけば、商店街を活性化
し、地域の価値を上げることができると思います。
　いつだったか、宮崎氏から「徳山さんはまちの
フィルターのような存在だ」と言われたことがあ
ります。千駄木に住みたい、小商いを始めたいと
いう人に対して、「その人がこのまちに向いている
かどうかを判断し、駄目な人は断る」という役割
をしている人だということです。その意味で不動
産会社はまちの玄関のような存在だと思います。

不動産業を、�  
子どもが憧れる仕事にしたい

　私は名刺の裏面に、志として「今の小さい子供
が『将来不動産屋さんになりたい』と言ってくれ
る仕事や業界にすること」と書いています。不動
産業は法律、建築、マーケティングの知識が必要
な総合職ですし、人間関係の調整も必要なレベル
の高い仕事です。自分が人生をかけてやっている
仕事の地位が低いのは嫌ですし、志を名刺の裏に
入れたのも、自分が迷ったときに立ち戻る原点を
確認する意味もあります。谷中のプロジェクトも
そのためにやりましたし、このような志をもつ不
動産業者もいるということを地域に示したかった
という思いもあります。そして、「コトづくり」を
応援するような仕事を増やしていくことが消費者
にとって不動産業がもっと身近な存在になること
につながると思います。
　不動産業者は昔、周旋屋といわれていました。
周旋の意味を調べると、「モノとモノ、人と人との
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代 表 者：徳山　明
所 在 地：東京都文京区千駄木2-23-3 ラ・レジダンス・ド・千駄木1Ｆ
電 話：03-5685-2201
Ｈ Ｐ：http://www.naoken.com/
業務内容：千駄木、谷中、根津を中心に不動産仲介管理業を展開するほ

か、リノベーション、地域活性化、遊休不動産の再活用、開
業支援などの事業を行う。また、地域や職種を超えての勉強
会「地域で働く不動産会社による情報交換会（ジバコー）」
も定期開催している。

株式会社尚建

間にはさまれて、なおかつ自分が傷だらけになっ
ても仲立ちをする」とありました。その意味で、
理不尽なことやつらいことがあっても、“そうです
よね”と一度全て飲み込んで、自分が傷つきなが
らも潤滑油となり物事を良くしていくというのが
不動産業者の本来の仕事なのだと思います。

「原点」と「北極星」を�  
掴んでおく

　私はよく、何かを始めたいと相談に来る人に対
して、「原点と北極星を掴んでおくといいよ」とい
うことを話しています。人がやりたいことには必
ず原点があるはずです。別にやりたいことと現在
やっていることが一致しなくてもいいのです。私
もやりたいことを不動産業という手段を使って
やっているだけです。経営を始めると厳しいこと
が当たり前のように起こりますが、その際“自分
はこうだったんだ”と戻れる原点があることが大
切です。北極星は志のことです。困った時や迷っ
た時でも向かっていける、遠い先にある明るいも
のを持っていればそれは勇気になります。不安や
寂しさを感じたときには原点に戻ればいいですし、
勇気が欲しくなれば北極星にいけばいいのです。そ
して、原点と北極星の間から自分がやりたいこと
をみつければいいと思います。
　2011年の東日本大震災をきっかけに、地域や職
種を超えた不動産業者による勉強会「地域で働く
不動産会社による情報交換会（ジバコー）」を始

めました。開始
以来15回も続け
ているのも、お
せっかいかもし
れませんが、自
分が経験した苦
しみは他人には
味わってほしく
ないという思い
があるからです。困ったとき、すぐに相談できる
人が身近にいるというのはありがたいことですし、
そういう人と巡りあえる場になればいいと思って
います。
　小さな子ども達の中の1人でも「大きくなった
ら不動産屋さんになりたい」と言ってくれたら、
私の夢は成就します。その時は、「ああ不動産業界
のレベルが上がったぜ」って涙流して喜ぶでしょ
うし、それで私は不動産業を引退するかもしれま
せん。

徳山氏の名刺の裏側。自身の志が書かれている

地域や職種を超えての勉強会「地域で働く不動
産会社による情報交換会（ジバコー）」の様子

※１	 宮崎晃吉氏　HAGISO 代表 ／ 建築家。

ⓒ日本仕事百貨
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神奈川県出身。早稲田大学商学部卒。株式会社藤田観光に入社し、フォーシーズンズホテル
椿山荘東京を経て、1994年、父親が創業したオリエンタル産業に入社。
2002年に代表取締役社長に就任。2013年、100年後に残すべき街をつくるため、社名を

「株式会社NENGO」に変更。建築工事業・不動産事業・PORTER'S PAINTS事業などを
展開する。

お客様を幸せにする�  
住宅を作る

─不動産から建築まで事業領域が広いですが、

どのように展開されていったのですか？

　私は大学卒業後、ホテルでサービス業に従事、
その後父が創業した耐火被覆工事を行うオリエン
タル産業㈱に入社しました。サービス業から建築
業に移って最も驚いたことは、お客様からありが
とうと言われることを大切にするのではなく、ま
ず利益を優先にする業界の風潮でした。このよう
な姿勢で人の生活基盤となる家やまちづくりに携
わってはいけないと思い、企業理念を作りました。
それが、「私たちは企業活動を通じて“世のため人
のため”に貢献します」というものです。
　次に取り組んだのが、“地球環境を守る”という
ことです。大学で環境経済学を学んでいたことも
あり、住宅の仕事を通じて地球環境の保全に寄与
しようと、断熱の仕事をするようになりました。

断熱材の提案や工事をしていると、必然的に建物
自体に目がいくようになります。その時に感じた
ことが、“消費者は家を買うまでは一生懸命だけれ
ど、そのあとは自分の家に関心や愛情を持ってい
ない”というものです。そんなある日、アメリカ
人が家族で家のペンキを塗っているTVを見て、す
ぐに「これだ」と思いました。自分たちの家に皆
で手を入れることで、家族の絆が深まり、住まい
やまちに愛情や興味を持つことができるのではな
いかと考えたのです。そこで、世界で一番のペイ
ントを探し、豊かな色と本物の質感を持つオース
トラリアのポーターズペイント（PORTER’S 
PAINTS）に出会い、総代理店契約を結びました。
しかし、当時はペイントは全く売れませんでした。
それならば自分たちでペイントを使う物件を作っ
てしまおうと建築工事業を始めました。

─建築工事業から不動産業に展開されたのです

ね。

不動産業は「目の前の人を幸せにする」
プロフェッショナル

地域の“らしさ”をデザインし
 「100年後の街つくり」を目指す

的場敏行 氏

株式会社NENGO／神奈川県川崎市
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　社内で建築工事部を立ち上げると、ポーターズ
ペイントがご縁で設計士やデザイナーからたくさ
ん仕事をもらえるようになりました。しかし、そ
れは単なる下請け仕事にすぎず、自分たちが思っ
ているような仕事はできませんでした。やはり、お
客様を本当に幸せにする物件を作るには、自分た
ちが川上からコントロールできなくてはならない
と思い、不動産業を始めることにしたのです。そ
して、今から約15年前に不動産事業部を設け、日
本で初めての中古不動産売買専門サイト「おんぼ
ろ不動産マーケット」を立ち上げました。当時は
リノベーションという言葉もなく、中古物件を検
討する人は、購入後の住まいのイメージを明確に
できないまま、不動産会社とリフォーム工事を
別々に依頼していました。そこで当社では、中古
物件の購入からリノベーションまでワンストップ
で行うサービスをスタートしました。その後、賃
貸物件管理や「仕立てる賃貸」事業、そして新築
のコーポラティブハウス事業へと展開していきま
した。

プロとして目の前の人を�  
幸せにする

─「仕立てる賃貸」は、どのように行っているの

ですか？

　賃貸物件のオーナーが古い物件が空き室になっ

て困っていても、多くの不動産会社は家賃を下げ
るか設備のリフォームの提案をするだけでした。
しかしオーナーは投資をしても果たして入居者が
つくかどうか心配です。そこで発想を逆転させて、
入居者を先に決めて、そのあと入居者の意見を聞
いてリノベーションするという仕組みを作りまし
た。それが「仕立てる賃貸」です。オーナーは入
居者が既に決まっているので安心してお金がかけ
られますし、入居者は賃貸物件を、間取りそのも
のから自分の好みの部屋に“仕立てて”住むこと
ができます。“住まい手参加型”で部屋を作るため、
入居者の満足度は非常に高く、外出先から帰る際
も、賃貸マンションに帰るのではなく、あたかも
所有しているマンションに帰るような感覚を持っ
てくれるようです。その結果、入居期間の長期化
につながり、賃貸経営が安定します。入居者はコ
ミュニケーション能力の高いクリエイティブ系の
職業の人が多く、自分の作品のショールームとし
て部屋の一部を使ったり、自分の部屋に友人を招
いて、部屋作りの世界観を熱く語ったりしている
ようです。その結果、物件には同じような価値観
を持つ人が集まり、ウエイティング客ができ、空
き室が出てもすぐに埋まるようになります。そう
なれば物件全体の価値が高まり、家賃も上げるこ
とができます。このように「仕立てる賃貸」は、
貸し手も住まい手も幸せになれる仕組みです。
　この取り組みは部屋毎に行っていましたが、当

日本で初めての中古不動産売買専門サイト「おんぼろ不動産マーケット」自然由来の水性インテリアペイント「PORTER’S PAINTS」事例
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社は企画、入居者募集、デザイン、工事、管理ま
で全て一気通貫でできるので、最近では一棟全体
のリノベーションや、大手企業からの依頼も増え
ています。

─今までの不動産業者とは全く違う発想です。

　私たちは不動産業をやっているとは思っておら
ず、コンサルティング業またはプロデュース業だ
という感覚で仕事をしています。不動産には情報
の非対称性があるといわれていますが、旧態依然
とした、こちらが情報の提供者で、消費者は受取
手というスタンスは一切持っていません。
　当社の企業理念には“世のため人のために貢献
する”とありますが、それは「目の前の人を幸せ
にする」ということです。目の前の人を幸せにす
ることができれば、自分の周りにはいつも幸せな
人があふれてきます。その結果、自分も幸せにな
ります。そのためには目の前にいるお客様の家族
やバックグラウンドを把握し、その人にぴったり
合う不動産を提案することがプロとしての最低条
件です。
　私は社員に、お客様に対して“あなたにとって
ナンバーワンのパートナーになりますので、私に
仕事を下さい”といえるように、「ナンバーワン」
で「オンリーワン」の存在にならなくては駄目だ
といっています。当社のコーポレートマークは

「富士山」です。富士山は日本一の山ですが、二
つとあらず（不二）とも書きます。また、“ブラッ
クジャックを目指そう”とも言っています。スペ
シャルな仕事をすれば、無理な営業をしなくても
紹介やリピートの仕事が入り、高い報酬がもらえ
るからです。したがって当社はあい見積もりの仕
事は一切受けません。お客様も私たちも時間と費
用が無駄になりますので、最初にコンサルティン
グ契約を結んでから仕事を進めます。
　そのためのスタンスとして常に大事にしている
のは、「親兄弟や友達に対して話すことと、お客様
に対して話すことを一緒にする」ということです。

自分の親が物件を買おうとしている時に、専門家
から見て良くないと思ったら買うのを止めるはず
です。しかし仕事になった瞬間に、目先の契約を
考えて逆のことをしてしまいがちになります。お
客様と一期一会の出会いの中でそのような仕事を
していると会社の信頼も失いますし、業界もよく
なりません。自分の親なら止めるように、目の前
の人が例えその物件を気に入っても、専門家から
見て駄目だったら止めるようにアドバイスをする
ことが大切です。“コンサルティングの視点と専
門家としての見地を生かし、目の前の人を幸せに
する”という姿勢が当社の仕事のスタンスです。

地域の気候・歴史・風土・文化を�  
読み込む

─社名に込められた意味を教えてください。

　2013年、創立30周年のタイミングで社名を㈱
NENGOとしました。その際ミッションとして掲
げたのが、「100年後の街つくり。気候、風土、
歴史、文化をいかし『らしさデザイン』をするこ
とで“住みたい”“遊びたい”“働きたい”街をつ
くります」というものです。つまり、“将来（数十
年後）を見据えて家づくり、まちづくりをしてい
きましょう”ということです。
　これから日本の人口は減少していきます。日本
を元気にするために不動産業界がすべきことは、ま
ず、夫婦の愛情が深まり、子作りや子育てがした
くなるような家づくりをすることです。もう１つ
が、まちの「らしさ」を作ることです。人口が右
上がりの時代では、どこであろうと人が集まって
いましたが、これからはそうはいきません。まち
の「らしさ」を作り、それに心地よさや愛着や憧
れを感じることができて始めて人が集まります。 
　そして、「らしさ」にはオリジナリティが必要
です。「らしさ」をデザインするには、その土地の

「気候、風土、歴史、文化」を読み込んで、まちを
どうしたいのか、どうしていくべきなのかを考え
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なくてはなりません。

─具体的な事例を教えてください。

　川崎市川崎区日進町にある食品包材会社の本社
ビルと工場や社員寮だった建物のオーナーから建
屋の活用について相談をいただきました。建物を
壊してもいいし、残してもいいということだった
ので、企画にあたっては、“算数（収支計算）”“国
語（コンセプト）”“美術（デザイン）”の順で考
えました。コストを計算すると、更地にして新築
に建て替えるより、建物を残して活用する方が合
理的と判断しました。次に日進町の歴史や風土を
読み込みました。このあたりは高度成長時代を支
えてきた京浜工業地帯に働く労働者のための簡易
宿所街（ドヤ街）が立ち並ぶ場所で、今でも良い
意味で“猥雑さ”が残ります。一方、近くの羽田
空港は国際空港となりました。そこでまず、「東海
道の宿場町だった川崎を“世界の宿場町”にしよ
う」「スケベな街を“セクシーな街”にしよう」と
いう街のコンセプトをつくりました。そして、こ
の物件にクリエイティブな会社や飲食店が集まる
ハブを作り、世界中からさまざまな人が集まり触
れ合うことで、“発酵”し、新たな仕事や文化を生
み出す拠点にしようとプロジェクトの関係者で考
えました。さらに、建物とまちが刻んできた歴史
的背景を感じられるよう、外観は極力変えずまち
になじむようにリノベーションし、シェアオフィ
ス、カフェ、ファブラボなど多彩なテナントが入
居する複合ビル「unico」として2017年にオー
プンしました。
　また同プロジェクトがきっかけで川崎市から簡
易宿所街の活用の相談を受け、その内1棟を購入
し、日本をはじめ世界中から学生が集まる就職活
動の聖地にしようと構想しています。
　大山街道沿いのプロジェクトもまちの歴史や文
化を読み込み、まちがどうなって欲しいかを考え
た上で進めた結果、“住みたい、遊びたい、働きた
い”街になるための起爆剤になりつつあります。

　それ以外にも、ユニークな企画としては、南武
線久地駅からほど遠いゴルフ練習場とバッティン
グセンターの活用例があります。オーナーからは
バッティングセンターをアパートに建て替えたい
という相談がありました。ゴルフは比較的高齢の
大人がやりますが、野球は若い親や子どもが対象
になります。そこで運営を立て直すために、その
世代から人気のあるアンダーアーマー社※1をまず
誘致しました。そして近くの使われなくなったビ
リヤード場に、青年層から人気のボルダリング施
設を誘致することで、親子三代が揃って訪れス
ポーツを楽しむことのできる“スポーツヴィレッ
ジ”にできると発想し、プロデュースを行いまし
た。その結果、休日には家族連れでにぎわう場へ
と生まれ変わりました。

企業理念・ミッションの浸透と�  
社員の自立をはかる

─企業理念の浸透はどう図られていますか。

　企業理念の浸透は日々の中で繰り返し確認して
いく必要があります。そのために私と社員4人が
車座になって理念について話し合うミーティング
を、１人当たり３回行っています。“目の前の人を
幸せにするということはどういうことか”“どうす
ればそれが実現できるのか”ということについて
じっくり語り合いながら、社内に理念に基づく考

unico外観
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え方を根付かせていきます。

─若い社員に力強いメッセージを出しています。

　これから日本は厳しい時代を迎えることになり、
若者は大変です。社員には１人で生きていく力を
身に付けて欲しいことから“自分ブランドを確立

しろ”と要望し、評価制度もアウトプットの比重
を高め、“二足のわらじ”の働き方も可にしました。
独立できるくらいの人間がいれば、社内に絶対い
い影響を及ぼします。
　私の経営者としての理念は、利他の心を持ち、
まず社員とその家族の幸せを大切にすることです。

　大山街道沿いに築29年の賃貸マンションと未
利用の隣地を所有するオーナーから、「数社の不動
産業者に未利用地について提案を依頼したが、ど
うもしっくりこない」と相談がありました。話を
聞くと、自分の要望がはっきりと形にできていな
い様子でした。そこでじっくり対話を重ね、要望
を聞きだした結果、将来子どもが相続するにして
も売却するにしても、選択できるように、新築の
木造賃貸物件にすることにしました。
　というのも、この場所の建ぺい率と容積率であ
れば、高層の賃貸ビルを建てることは可能ですが、
RC造で建てると既に建っているマンションと築年
数が合わず、相続が発生する際に困ります。その
ため減価償却期間を合わせることのできる木造の
提案をしたのです。そして、それまでオーナーは
無借金経営をしてきましたが、計画的に負債を負
うことも決めました。

　それからまちのコンセプトを考えることにしま
した。まず、新しくできる建物がこのまちにどう
あるべきかを考え、地域の歴史をひも解きました。
大山街道は江戸赤坂御門を起点として雨乞いで有
名な大山阿夫利神社に延びる道で、かつて多くの
物資が往来し文化や情報が行きかっていた歴史あ
る街道でした。それが今では１日１万台の車が通
る、単なる通過道路になり、趣のあった建物はほ
とんどが高層マンションに変わってしまいました。
また、人口動態を見ると、若者は流入しているに
もかかわらず、昼間人口と夜間人口がまるで違う
谷間のまちになっています。このようなまちの歴
史と現状を重ね合わせ、オーナーの要望を取り入
れつつ、どんなまちにしたいかということを考え
ました。
　その答えが“人が歩くスピード、もしくは自転
車が走るスピードが最も心地よい街”というもの
でした。
　さらに歴史や文化を調べると、ここは芸術家岡
本太郎※2の生誕の地であり、人間国宝の濱田庄司
※3のゆかりの地です。そして、畳屋や内装屋など
の職人が店や軒を構え、伊豆方面から魚介、茶、
椎茸、タバコが江戸に運ばれていました。
　そこから出てきたキーワードが、①アート　②

【大山街道プロジェクト】
事例紹介

コンサルティンググループシニアマネージャー

和泉直人 氏

提案した物件の外観
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なるな、仕組みをつくれ”“会社を利用し尽くせ”
と日頃から伝えています。

株式会社NENGO

代 表 者：的場　敏行
所 在 地：神奈川県川崎市高津区下作延7-1-3
電 　 話：044-829-3324
Ｈ 　 Ｐ：http://www.nengo.jp/
業務内容： 建 築 工 事 業、 耐 火 被 覆・ 断 熱 工 事 事 業、PORTER'S 

PAINTS事業、不動産事業、仕立てる賃貸事業、コーポラ
ティブハウス事業、ブランディング・コンサルティング事業

※１　UNDER ARMOUR。アメリカのメリーランド州ボルチモアに本社を置くス
ポーツ用品メーカー。

※２　芸術家（1911年－1996年）。代表作品は大阪「太陽の塔」渋谷駅
「明日の神話」など。

※３　陶芸家（1894年－1978年）。

その次に協力会社とその家族、その次がお客様、そ
して地域社会、株主という順番です。やはり社員
にはつらい人生を送って欲しくないので、“歯車に

教育　③手仕事　④食　です。これらの結果をま
とめて、大山街道のコンセプトを「食とアートと
文化に囲まれた、自然と共存するヒューマンフレ
ンドリーな小さな街」にしていこうと提案しまし
た。
　具体的なプランとしては、この街道沿いは歩道
が少なく危ないので、まずセットバックの条例を
生かして安全性を確保し、１階をレストラン、も
う１棟のマンションとの間を入居者や地域の人が
共有できるポケットパークにすることにしました。
ポケットパークは「たまり場」として、母親同士
のコミュニケーションの場になったり、マルシェ
を開催して近隣の農家で採れた野菜を販売したり、
街とつながる図書館を作り、母親がレストランに
いる間も子どもたちが安心して遊べるようにしま
す。また、建物や外壁にはポーターズ・ペイント
を塗り、ポケットパークに敷き詰めたタイルも手
仕事で仕上げました。さらに、２階の住居には大
学の教授が入居者として入り、その一部で寺子屋
を開設してくれたのです。
　このプロジェクトはオーナーや入居者の満足度
がとても高いものになりました。入居者は10年住
んでもいいと言ってくれています。このように街

のコンセプトをしっかり決めてハードを作りこん
でいくと、賃貸物件でも長く住みたいと思ってく
れるのです。
　お客様にとって何が価値なのかということを考
える上で、その地域の気候、風土、歴史、文化を
読み込んでいくと、価値の創造に結びつくファク
ターが必ず見つかります。その要素を徹底的に磨
くとその先にビジョンができ、それを強い思いで
実現していけば、目の前の人全てが幸せになると
いう結果が生まれてきます。

ポケットパーク
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1955年生まれ、名古屋市出身。大学卒業後、畑違いの業界に就職する。1980年に兄から
呼び戻され、株式会社泉不動産へ入社。1985年、代表取締役就任。パラオ博物館改修ボラ
ンティアに参加。現在、被害者支援連絡協議会会員、社会福祉法人理事、公益財団法人評議
員、ＮＰＯ法人各理事を兼任。

借地・借家の管理業に特化する

─この地域はまだ古い長屋が多く残っています。

　当社は宅建免許制度ができた1952年に創業し、
1962年に株式会社となり免許登録しました。法人
としては、今年創業66年の不動産会社です。当
社がある名古屋市中村区はJR名古屋駅の東西に隣
接する利便性の高い地域です。駅前には高層ビル
が林立する一方で、終戦前後に建築された古い長
屋が今なお多く立ち並んでいます。
　20代の頃、ある地主から「お前たち不動産屋は
私の持っている更地の土地を欲しがるが、私たち
が一番困っているのは借地や古い借家の世話。値
上げや契約更新、補修交渉をしようと思っても大
手も銀行も本気で手伝ってくれへん」と言われま
した。
　不動産屋の２代目としてこの言葉はショックで
した。しかも借地借家人も困っていたのが現状で

した。古い長屋の借家管理は当時、家賃統制令も
あり、手間も掛かりトラブルもありますが、「誰も
やらない事なら、しっかりと正面から取り組みま
しょう」ということから始まりました。
　1989年には管理部を発足し、本格的に「老朽
化した建物・借地借家問題」に取り組むようにな
りました。戦時中の住宅供給不足を受けて、1941
年の借家法の改正で貸主に正当な事由がなければ
賃貸借を終了できなくなり、1939年から続く地代
家賃統制令（1986年解除）で家賃水準は低く抑
えられました。そのため、賃貸業は回転率の高い
学生マンションやワンルームマンションに傾斜し
ていき、戦後からある長屋は、賃料の値上げもし
にくく、老朽化で修繕費がかかることから、金食
い虫で負の不動産として見られています。そのた
め当社は居住用においてはアパートやマンション
の管理は極力行わず、30年近く借地と借家の管理
に特化してきました。
　入居者は高齢者も多く、家賃の値上げをお願い

不動産で人を幸せにする、
最良の提案を探求

信頼は社会への貢献の
対価である

小酒井比呂志 氏

株式会社泉不動産／愛知県名古屋市
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する際は鬼といわれることもありますが、“今の住
まいをいい状態で続けるにはお互いが協力するし
かない”と腹を割って話します。また、借地・借
家人に対しては毎月全員に請求書を出しています。
駐車場を含めると何千通にもなりますが、借主に
は“貸してもらっている”ことを、地主には“借
りていただいている感謝の気持ち”を毎月確認し
てもらうために必要なことだと思います。

日本初、産学協同で長屋活用の�  
リノベーションスクールを実施

─老朽化した長屋の改修は困難が伴います。

　家主は潜在的には建て替えたいという要望を
持っていますが、マンションや商業ビルに建て替
えたとしても採算がとれる保証がありません。ま
た、入居者のほとんどが高齢者で、生活保護を受
けている方もいますので、安易に退去を求めるこ
ともできません。さらに、連棟式のため３軒長屋
の真ん中の１軒が空いても解体できなかったり、
借地と借家が混在する場合もあり、いつもその場
しのぎの補修ですませていました。
　長屋をプラスの資産にするためにどうすべきか
を考えていた時に、たまたま名古屋大学の小松尚
准教授とお話する機会があり、当時話題になって
いた映画の「“千と千尋の神隠し”に出ていた古い
旅館が若者の間でカッコいいと受けるのなら、学
生を対象にして長屋の面白さをわかってもらうプ

ロジェクトをやってみたらどうか」と盛り上がり
ました。それが『向こう三軒両隣　一緒に住まう
まちづくりワークショップ長屋再生計画！』です。
今のリノベーションスクールのようなもので、
2002年に名古屋大学小松研究室＋子ども建築研
究会へ参画・協賛し実施しました。
　具体的には、大学や高校にポスターを貼り参加
者を集め、大学生にはすべての長屋を訪問し、写
真を撮り、構造や間取りなどを調べ、図面を起こ
し、系統だてて整理してもらいました。長屋の中
には、お稲荷さんがあったり中庭があったりする
ものがあります。その中の１軒の長屋を公開し、ど
う使ったら面白い活用ができるのかについて考え、
発表をしてもらうことにしました。そこでまず、参
加者全員で現地見学をし、その後チーム分けをし
てワークショップを行い、活用方法が決まったら
段ボールで模型を作り、最後に作品を並べ発表コ
ンテストをしたのです。作品はいろいろなアイデ
アに富んだものでしたが、そこから出てきた共通
のキーワードは“コミュニケーション”でした。
つまり、“長屋を通じて地域のコミュニケーショ
ンを図り、地域コミュニティを再生する”という
ものです。発表コンテストには当社が管理してい
る家主全員に参加してもらい、「あなたの持ってい
る長屋は決して負の財産ではなく、やり方次第で
はプラスの財産になります。子どもたちはその可
能性をこんなに評価しているのですよ」というこ
とをわかってもらうようにしました。

中村区の長屋

長屋再生計画のポスターと資料
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─家主に意識の変化はみられましたか？

　長屋の改修にスポットライトをあてたおかげで
“古いものは悪いもの”という考え方も薄れてきた
と思います。この地区では建築家の向井一規氏※1

に依頼をし、「RE長屋－ITO」をはじめ４軒の長
屋をリノベーションしました。どれも家主には好
評で、機能に加えてデザインにもお金を払ってい
いという雰囲気がでてきました。住居系のリノ
ベーションは10軒程度行いましたが、それ以外に
も店舗へのコンバージョンも手掛けており、四

し

間
け

道
みち

では、当社のプロデュースで土蔵をフレンチレ
ストランや和食の料理店にしました。
　不動産業者は建築家と違い、単純に長屋や壊せ
ない建物を残し、おしゃれにリノベーションをす
ればいいという発想だけではなく、改修による収
支を考えながら、再生後の維持管理の方法を含め
た事業全体を組み立てることが大切です。

地元業者だからできる�  
被害者支援

─DVやストーカー被害者の支援をしています。

　不動産の仕事をしていると、警察から物件や身
元調査を依頼されることがあります。あるとき、犯
罪の被害者のために部屋を探してほしいと依頼が
ありました。当社ではアパートやマンションの管
理はしていないため大手管理会社を紹介しました
が、その会社で引っ越し理由などを詳しく聞かれ

て、本人がその場で泣き崩れてしまったそうです。
そこで、当社の社員を同席させて本人と婦人警官
の３名で店に行き、社員が本人の代理人となり話
をまとめました。その後、地域でも「被害者支援
連絡協議会」が立ち上がり、その後10年以上お手
伝いしています。
　支援の際には、性犯罪やDV、ストーカー被害
などを受けた女性の心の傷を深めないように事前
に警察から本人の状況を聞き、面談の場所も必ず
個室を用意します。紹介する物件は安心して暮ら
すことができるよう、防犯カメラ、オートロック
などのセキュリティ完備、５階以上でエレベー
ターから近い部屋などの条件設定を行い、経験豊
かな女性営業社員が担当します。それ以外にも被
害者と同じ目線で、身体のスピードを合わせ、つ
かず離れず寄り添ってあげることが大切です。大
事なのは守秘義務だけではなく被害者への心遣い
です。そのために、社員はセミナー等に参加して
心のケアの方法を学んだり、犯罪リスクについて
社内で情報共有もしています。また、被害者が無
職の場合でも保証人がたてられるようにし、初期
費用も極力かからないよう管理会社と調整します。
　この活動を通じて社員には、不動産業は社会の
ためにあり、不動産業界が信頼されるかどうかは
社会へ貢献した対価として得られるものだ、とい
うことをわかって欲しいと思っています。

学生たちによる発表会の様子
名古屋城下を流れる堀川の西側に位置する四間道に立つ、土蔵を改修したレ
ストラン
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代 表 者： 小酒井　比呂志
所 在 地：愛知県名古屋市中村区井深町15番17号
電 　 話：052-452-8900
Ｈ 　 Ｐ： http://izumi-realestate.com/
業務内容：名古屋市中村区で65年以上にわたり不動産売買仲介、賃貸

仲介、不動産管理、貸事務所、バイクガレージ、月極駐車場
を行う。また、長屋再生事業や不動産の活用事例研究の他、
犯罪被害者とその家族のために不動産に関する情報提供等を
している。

株式会社泉不動産

※１	 建築家。愛知県名古屋市。向井一規建築設計工房代表。
※２　Private Finance Initiative。公共施設等に民間の資金等を活用すること。

リスクを考え、人が幸せになる�  
不動産活用を提案する

─今後、不動産業者の役割は変わりますか？

　不動産業界を取り巻く環境が大きく変わってい
ます。AIが進歩すれば単純なマッチング業務だけ
では私たちの仕事は必要がなくなります。これか
らはお客様への提案のレベルを高めると共に、仕
事を通じて世の中を良くすることを考えなくては
なりません。長屋の再生プロジェクトや被害者支
援を行っているのもそのためです。
　当社は事業領域を「人と不動産の関わり」とし
ています。人×不動産＝幸せ、つまり不動産は人
を幸せに導くものであり、そのために不動産業者
の関わり方がとても重要だということです。高度
成長期のような、不動産を持ってさえいれば幸せ
になる時代は終わりました。私たちが関わり最適
な不動産の活用方法を提案し、その先にある幸せ
を実現しなくてはなりません。そのためには深い
専門知識をもち、リスクを踏まえた高度な判断が
できることが不動産業者の必要条件になります。

─大都市圏は大手企業による開発ラッシュです。

　ある地主から、某駅前の土地の利活用について
相談がありました。大手ゼネコンやデベロッパー
からは何十億もかける高層階建ての総合ビルの提
案があったようでしたが、当社では大きな借金を
して長期に渡り運営維持をしていくにはリスクが
高いと判断し、数億円の平屋でキャッシュフロー

重視の提案をしました。結果地主は当社の提案を
選択し、リスクも少なく高額な家賃を得ています。
また、空き地の管理に困っていた地主には、ア
パートを建てるのではなく「どんぐり広場」にし
て自治体に賃貸する提案をしたこともあります。
高度成長期には、土地があればビルやマンション
を提案すればよく、ワンパターンで楽な仕事のよ
うでしたが、これからは創造力を生かして既存の
物件や地域に魅力を与え、長期的な独自資源の観
点から提案をすることが求められています。
　日本は東京の一極集中が進み、どこの都市も東
京と同じまちづくりをしています。そのしっぺ返
しが今地方に来ています。私たち地域の不動産業
者は、これからはどのようにまちをつくり、地域
の魅力を高めていくかを考えなくてはなりません。
　最近若い社員が取り組んでいるのが学童保育で
す。学童保育を行うには行政との協議と地元の方
達とのしっかりとした連携が必要となってきます。
　これからのまちづくりの１つの方向にPFI※2の
考え方があります。必要な施設を行政に代わって
民間がつくりそれをマーケットで生かすところに
不動産業の未来があるかもしれません。その延長
上にあるのが「地域のサポート」です。行政の仕
事などをお手伝いしながら地域の未来図を地元の
方達と一緒になって描いていくつもりです。それ
は行政だけの仕事ではなく、私たち不動産業者も
積極的に関わっていくべきだと思うからです。
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1977年 京都市生まれ。2001年、京都産業大学卒業後、ミサワホーム近畿株式会社に入社。
住宅メーカー営業勤務ののち、2005年、株式会社フラット・エージェンシーに入社。
2015年、代表取締役に就任。

『まちづくり・コミュニティ・サービス』をキーワードとした創造的な住空間を演出し、安
心・安全、豊かで楽しい暮らしを提供することを使命として取り組んでいる。単なる不動産
会社ではなく、まちづくりに貢献できる企業を目指して邁進中。

地域の「まちづくり業」を目指す

─43年前の創業当時から学生向けのビジネス

を展開していたのですか？

　創業のきっかけは、父が若い頃に世界を旅し、
滞在先のイギリスで親身になって部屋を探しても
らった経験から、日本に来る外国人のお世話をし
たいと考えたことでした。当時は外国人の入居を
許可してくれる大家は少なく、苦労をしたようで
すが、店舗の近くに大学が多かったことから、学
生向けの賃貸の斡旋と管理を主として事業を広げ
ていきました。

─まちづくりに早くから取り組まれています。

　1997年に当時の建設省から発表された「不動産
業リノベーション報告書」には、“これからの不
動産業はまちづくり産業を目指すべきだ”という
ことが示されていました。この業界は社会からあ

まり信頼されてないことをずっと感じていました
ので、この言葉で当社が目指す方向が明確になり
ました。その頃から私たちは、地域の“よろず相
談所”の役割を果たして人と人をつなぎ、地域に
ある課題や問題を拾い集めて、どうすれば解決で
きるのかについて考え始めました。

若手起業家支援と�  
地域活性を目指す

─地元の商店街の活性化に取り組まれています。

　当社の近くにある新大宮商店街は古い商店街で、
その中には京町家も結構並んでいます。３～４年
前からシャッターを閉める店も増えており、どう
したら昔の活気を取り戻せるのかについて考えて
いました。そこで、当社は町家の改修の実績もあ
りましたので、それを活用すれば若い事業家を呼
べるのではないかと思い、商店の所有者に１軒１
軒訪問して回りました。

若手起業家、学生、留学生を支援し、
地域を活性化させる

不動産業は地域に根付いた 
「まちづくり業」

吉田創一 氏

株式会社フラット・エージェンシー／京都府京都市
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─具体的にどのような手法で行ったのでしょう。

　ポイントは２つあります。「前払い家賃制度」
を導入したことと、「若手起業家支援」と「地域
活性」を目的に用途を検討したことです。
　商店のオーナーの中には改修費を出せない人も
いますし、町家をそのまま子どもに承継したいと
いう人もいます。そこで、オーナーと10年間の定
期借家契約を結び、当社が所有者に10年分の家賃
を一括で前払いします。その費用でオーナーは改
修をし、改修後の物件を当社が転貸するスキーム
です。この方法なら、改修部分の所有権の帰属先
はオーナーになりますし、転貸終了後はきれいな
状態で家が戻ってきます。
　改修した町家はゲストハウスやカフェやバル、
チョコレート製造販売などのお店になっています。
町家を活用し、若い事業家が商店街に入ってくれ
ば地域が活性化します。そのために、当初３年間
は低い家賃設定にし、商売が順調になれば家賃を
上げていくなど、彼らがスタートアップしやすい
方法も取り入れています。また、当社でも一級建
築士を採用し、町家の工事を直接請け負える体制
を整えました。京都で事業をしたいという若い起
業家は結構いますので、オーナーもテナントも当
社も利益が上がる持続的なビジネスになりつつあ
ります。
　一方、部屋を借りに来る学生に聞くと、家と学
校またはバイト先の往復しかしておらず、４年間
過ごしても京都のことをあまり知らないことがわ

かりました。せっかく京都に勉強に来ているのだ
から、まちをもっと好きになってもらいたいとい
う気持ちもあり、新大宮商店街が彼らの寄り道の
場所になればと思っています。そのためには、若
い事業家と商店街の人たちが融合して新たなコ
ミュニティをつくることが大切ですし、私たち不
動産業者は、そのお手伝いをしながら、地域の魅
力をもっと外に発信しなくてはなりません。そう
すれば、さらに地域に人が集まるようになり、結
果的に私たちのビジネスにつながっていきます。
　商店街に180軒くらいの店があるなか、当社が
若い事業者に仲介した案件はこの２年間で16件に
なりました。商店街の取り組みが盛り上がってき
たおかげで、新しいお付き合いも生まれましたし、
京都市がモデルケースとして注目してくれ、いろ
いろ相談してくれるようになりました。

─「TAMARIBA」というコミュニティスペー

スも運営されています。新大宮商店街の改修物件

コミュニティスペース「TAMARIBA」外観

「TAMARIBA」でのイベントの様子（夏マルシェ）
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　学生に聞いても地域の人に聞いても、残念なが
ら不動産会社には怖いイメージがあり、簡単には
相談に行きにくいといわれます。そこで、オープ
ンな雰囲気にして地域の人に気軽に相談に来ても
らえるような場所として「TAMARIBA（たまり
場）」をつくりました。社有の賃貸マンションの商
業スペースを改装し、１階にカフェとオープンス
ペース、奥に「すまい相談室」を設け、２階を管
理事務所にしました。相談室は常駐ではなく、相
談員が2階から下りてきます。カフェで儲けるつ
もりは全くありませんでしたが、リフォームの案
件を年20数件ほどいただくようになりました。
　当初は不動産の相談窓口として始めましたが、
最近では地域の人が使ってくれるようになりまし
た。１階のオープンスペースは無料で貸し出して
いるので、絵画展などのイベントが年130回ほど
開かれています。正月には餅つき大会、夏にはマ
ルシェを開催します。地域の人が集まり交流が生
まれ、徐々に地域に根付いた場所になりつつあり
ます。

─商店街以外にも、学校や工場跡地などいろい

ろな活用の提案をされています。

　10年前に閉校になった美術学校の所有者から、
建物の活用方法について相談され、シェアアトリ
エ「THE SITE」をつくりました。この物件から
自転車で行ける範囲には京都造形芸術大学や京都
精華大学など芸術大学がいくつかあり、その学生

たちに聞くと、卒業したあと引き続き制作をした
り、作品を保管しておく場所がなく、結局あきら
めたり実家に戻ったりしているとのことでした。
確かに芸術で活躍できる人はごく一握りかもしれ
ませんが、卒業後も京都に残り、活動してもらい
たいとの思いで、安い家賃で借りられる工房兼
シェアアトリエをつくったのです。
　「385PLACE」は西陣織の工場で、オーナーか
ら使っていないフロアを貸せないかと相談があっ
た物件です。この物件は西陣織の需要が高かった
時代に建てられた立派な建物ですが、一般的な事
務所では立地的にテナントを見つけるのが難しい
場所です。ここも、近くに同志社大学や立命館大
学があることから、学生や若い起業家が使える
シェアオフィスにしました。

─京町家の保全にも尽力されています。

　京町家は京都の宝です。2000年に当社が開催し
たセミナーがきっかけで京町家を仲介したことが
ありますが、そのあと借主が何千万円もかけて改
修した物件を見て、その素晴らしさに感動し、町
家の利用が京都の活性化につながると確信しまし
た。そこで十数年前からその保全と活用に取り組
み、店舗と住居合わせて累計で250軒程度を再生
してきました。当社は賃貸事業が中心なので買取
りではなく、借りて運用する方法をとっています
ので、最近は、空き家になってはいるけれどまだ
手放したくないというオーナーからの問い合わせ
が増えています。京町家については同業者が一緒
になって守っていこうという雰囲気が形成されて
おり、京都府景観条例ができたのもその影響が大
きいと思います。（公財）京都市景観・まちづくり
センターには現会長の父が参加し、京町家の専門
相談員という役割も務めています。

学生や留学生を支援し、�  
課題を解決する

シェアアトリエ「THE SITE」
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─賃貸物件もさまざまな形態で運営されていま

す。「シェアフラット」について教えてください。

　「シェアフラット」は十数年前に始めました。
管理していたマンションで学生が自殺したことが
きっかけです。周りの人に聞くと本人には誰も相
談する人がおらず、悩みを１人で抱えてしまって
いたようです。そこで、学生向けの賃貸物件を
シェアハウス方式にして入居者間で交流ができる
物件を開発しました。コンセプトを“not alone　
１人暮らしだけど１人じゃない”とし、名前は
シェアハウスとアパート（フラット）をかけ、商
標登録もしました。この方式にすることで家賃も
安く抑えられるため学生にはさらにメリットが出
ます。かねてからビジネスを通じて社会の課題解
決をしたいと考えていましたが、シェアフラット
がその１つの解になりました。大学に案内すると
好評で100室単位で借り上げてもらっています。
現在20棟運営していますが、物件毎にフェイス
ブックを設けたり、新入生歓迎会や座談会形式で
就職セミナーなどもしています。

─マンスリーマンションはどのような人が対象

なのですか？

　マンスリーマンションを始め
たのは、佛教大学から夏のス
クーリングで全国から短期間人
が来るのでなんとかならないか、
という相談があり、空き部屋を
短期間貸したことがきっかけで
す。京都には大学だけでなく京
セラやロームなどの大企業があ
り、全世界から研究者が１カ月
から１年単位でやってきます。
研究者がトランク１つでやって
きて、その期間暮らせるキッチ
ンと家具付きの部屋のニーズが
年々高まっており、今では売上
の２割以上を占めるようになり

ました。そのような部屋が京都では250室あり、
平均稼働率は85％ですので、ほぼ空きがない状態
です。敷金・礼金・仲介手数料なしで貸していま
すが、大学や大手企業が借主なので安心です。

─留学生の支援も熱心にされています。

　京都市には現在１万人の留学生がいますが、１　
万5,000人まで増やそうと計画しています。大家
の意識は大分変わってきましたが、受け入れる物
件はまだ少ないのが実情です。そこで、当社では
7年前に、他社に先駆けて複数名の外国人を正社
員で雇用しました。彼らには部屋探しだけでなく、
ゴミ出しの指導や入居ルールの説明などと共に、
生活面での困りごとの相談といったサポートもし
てもらっています。入居審査も家賃保証も当社が
行いますが、住み方をきちんと理解してもらって
いるので事故は全くありません。そのおかげで大
家の理解も進み、海外の研究者や留学生を年間約
300件程度斡旋できるようになりました。
　さらに、京都市が留学生の就職支援や交流促進
をしようと立ち上げた「京都グローカルセン
ター」というプロジェクトにも参加しています。

「シェアフラット」外観と内部の様子
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入居した留学生と話していたら、“就職の応募の仕
方がわからない”“大手企業しか受けていない”と
いう話を聞きました。そこで、地元京都にも素晴
らしい会社があることを知らせようと、当社が主
催して留学生向けのセミナーをしています。この
ような長年の取り組みが認められて（公財）京都
府国際センターから感謝状が贈呈されました。

本業を通じて�  
社会の課題を解決する

─ユーザーの声に真摯に耳を傾けて事業展開さ

れています。

　2017年には、京都のまちの課題を不動産を通じ
て解決してきたことが評価され、京都市ソーシャ
ルイノベーション研究所から第２回「これからの
1000年を紡ぐ企業認定」を受けました。学生でも
留学生でも差別せずお客様１人ひとりの声を聞い
て、それに対してどうしたら応えられるのか、と
いう事をずっと考えています。
　「THE SITE」では改修費用に4,500万円とい
う見積もりが来た時には悩みましたが、芸大の学
生から、卒業後に活動する場所がないという話を
ずっと聞いていましたので、社会のためだと思い
投資を決断しました。新大宮商店街も、“だんだん
シャッターが多くなったね”という地元の人の話
がきっかけで始めましたし、シェアフラットも痛
ましい事故がきっかけでした。きっかけは何であ
れ、社会の要望が高い事業には必ず実績がついて

株式会社フラット・エージェンシー
代 表 者：吉田　創一
所 在 地：京都市北区紫野西御所田町 9-1
電 　 話：0120-75-0669
Ｈ 　 Ｐ：https://flat-a.co.jp/
業務内容：賃貸仲介や不動産売買、建築、リフォーム業をはじめ、京町

家の保全と再生に関わる事業や、短期滞在型賃貸などを展開
する。また、新大宮商店街の活性化などにも積極的に取り組
んでおり、多目的スペース等を併設した地域の交流サロン

『TAMARIBA』を運営している。

きます。
　新しいプロジェクトに取り組むには、自らリス
クをとることが大切ですが、その決断が難しいの
も事実です。しかし最終的には、“その事業が社会
の役に立つのか”“その事業が社会の課題を解決す
るのか”という視点で思い切って判断していくこ
とが大事だと思います。
　よく京都は“勝ち組のまちだ”といわれますが、
それだけ大手や競合は参入してきますし、人口減
少の中でこの先どうしていくのか、日々悩んでい
ます。学生は大勢いますが、下手をすれば京都に
４年間いるだけで、素通りされるまちになってし
まう危機感があります。
　順調に業績が伸びているのも社員のおかげです。
社員はインセンティブや人事制度ではなく“お客
様の喜びが私たちの喜び”“社会に貢献し社会から
必要とされる企業になる”という企業理念に共感
してくれています。就職セミナーでも、「君たちの
仕事は不動産業ではなく“まちづくり業”だよ」
と説明しています。

創業40周年記念の集合写真
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1982年熊本県生まれ、合志市出身。2005年立命館大学産業社会学部卒業。株式会社UFJ
銀行（現 株式会社三菱UFJ銀行）、野村不動産株式会社勤務を経て、2010年に熊本へ戻り、
家業である株式会社フジ開発に入社。合志市を含めた11団体で設立したまちづくり会社で
ある株式会社こうし未来研究所のタウンマネージャーを兼務し、地元自治体と共に空き家利
活用や公共施設利活用を進めている。

地方の社会問題解決のために�  
投資を呼び込みたい

─地域の空き家対策に取り組もうと思った経緯

を教えてください。

　私は京都の大学で地域活性化と都市政策を専攻
し、京都太秦地区を“映画のまち”として大学と
地域が一体となって再生するプロジェクトの立案
を手掛けました。卒業後は都市銀行で法人の融資
担当として企業の財務分析や格付け業務に従事し、
その後大手不動産会社に転職。出向先の投資顧問
会社で、投資一任勘定による資産運用を担当した
り、年金基金や機関投資家向けに不動産私募ファ
ンド等を案内する業務に従事していました。しか
し、リーマンショックが起こり、不動産そのもの
の価値の低下ではなくファイナンスがつかないこ
とでデフォルトする現象を目の当たりにし、不動
産ビジネスの魅力と怖さを学びました。同時に、
投資家には単にリターンを得ればいいというだけ

でなく「社会的に意義の高いものに投資をしたい」
と思っている人も多いことを知りました。それな
らば、そのお金を地方の社会問題の解決に使うこ
とはできないかと考え、2009年に地元に戻り、父
が創業した当社に入社し、翌年社長に就任しまし
た。業務は売買仲介を基本にしながら、相続や土
地の有効活用などの不動産コンサルティング業務
を中心に据えています。
　地域の空き家問題に取り組むようになったのは、
父が大阪府不動産コンサルティング協会の事業に
参加し、私もセミナーの受講などを通じて、これ
からは空き家問題が地域の大きな課題になると気
付いたからです。そこで得た知識をもとに、早速、
周りの不動産会社や合志市の職員に働きかけまし
たが、いろいろな壁にぶち当たりました。まず、私
たち不動産会社が一般の市民から信頼されていな
いという悲しい現実です。本来、家のことで困り
事があればまず不動産会社に相談すると思います
が、実際にはそうではなく、「相談しても売れとい

空き家対策は壮大な“種まき”

行政の「信用力」を借りて
社会問題を解決する

上田耕太郎 氏

株式会社フジ開発／熊本県合志市
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われるだけだから無駄だ」と思われていたのです。
一方、同業者に声をかけても「その仕事はいつ手
数料につながるのか」と言われてしまい、儲かる
見通しが立たないと同業者も動かないという現実
にもぶつかりました。
　行政にも働きかけました。2015年に“空家等対
策の推進に関する特別措置法”が施行され、各地
方自治体も空き家対策計画を作らなくてはなりま
せんでしたが、行政の最優先課題は防犯防災の観
点で、まちの資産が毀損しているという感覚では
ありませんでした。空き家が増えることはまちの
価値が下がることになるということを市の職員に
伝えても、「過疎の地域とは違い、合志市は人口が
増えている」という反応でした。

まちづくり会社を作り、�  
空き家問題を解決する

─まちづくり会社の役割や業務の内容について

教えてください。

　市の職員と意見交換する中で、「当社が空き家の
利活用を進めるためにプロジェクトを立ち上げる
ので、それを支援することはできないか」と相談
しましたが、「その仕事は不動産会社の日常業務の
延長なので、公平中立の観点からは支援できない」
との回答でした。それならば、行政を巻き込み利
害が直接発生しない人たちと半官半民の会社をつ
くり、その会社が市民の相談業務を担えば、公平
中立性も担保でき、空き家の問題にも対処できる
のではないかと考えました。そして市の職員と構
想を練り、市議会の予算承認を経て、2015年４月
に市が23％出資し、その他商工会、公共交通会
社、ガス会社、銀行、大学など11の団体・企業の
出資により「株式会社こうし未来研究所」（以下研
究所）を設立しました。利害関係のある不動産関
係の企業はあえて出資せず、私が非常勤の運営ス
タッフであるタウンマネージャーとして参加して
います。

　研究所の主な仕事は、①重点土地利用区域のエ
リアマネジメント　②空き家対策事業　③PRE

（公的不動産）包括事業　で、政策上は行政が行
いたいが、収益性を伴うために実施できなかった
事業です。そのため研究所は市のシンクタンク兼
事業推進のプレイヤーの位置付けになります。そ
して事業で得た収益を、「合志市のまちづくり」の
ために継続的に“まち”へ還元し再投資していき
ます。
　①については、2017年３月に「合志市空家等対
策計画」をまとめました。合志市はここ数年人口
が増えていますが、昭和50年代の高度成長時代に
利便性の良い場所に分譲された大規模団地の建物
と、居住者の老齢化が同時に進む一方で、若い子
育て世代がその周辺部に住むという現象が起きて
います。このままでは行政はいつまでもインフラ
整備をし続けなくてはならないことから、老朽化
した大規模団地の空き家に若い世代を呼び込み、
新陳代謝を進めるというものです。さらに、空き
家の予防対策の重要性も計画の中で明確化しまし
た。2013年の総務省の住宅土地統計調査では、合
志市のその他住宅の空き家は740件だったのに対
し、市が実施した実態調査では260件でした。そ
の差は“荷物や仏壇がある”“盆や正月などで使
う”という理由で放置されている住宅で、空家特
措法上の「空き家」とは定義されず市場にも出て
こない「空き家予備軍」です。このような予備軍
を空き家にしないように、今から徹底して予防対
策にウエイトを置かなくてはなりません。
　②に関しては、「ファーストプレイス合志」と
いう雇用促進住宅の利活用を進めています。この
物件は雇用・能力開発機構が求職者用につくった
団地で、市に払い下げの要請がありました。規模
は５階建ての建物が２棟、総戸数80戸で、各住
戸の広さは２DK・40㎡です。その際に機構から
提示された条件が２つありました。１つは既存の
入居者に限り既存の賃料設定を維持すること、も
う１つは施設を10年間は維持することです。また、
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既存の入居者からも、市に取得してほしいという
要望があったため検討したところ、この物件を市
が行政財産として取得すると、公営住宅の適用を
受け、エレベーターの設置など何千万円単位の改
修費が必要になることがわかりました。そこで、市
が普通財産として取得し、研究所に貸し付け、研
究所がそれをサブリースすることにしました。研
究所としては、リノベーションのモデルケースと
して空き室を活用しエリア価値の向上につなげる
試みをするとともに、事業収益も期待できます。
市は賃料が入るうえ、職員の人件費も含めた管理
コストが削減され、修繕費の負担もありません。
地域にとっても、バリューアップした物件に魅力
を感じ、新たな入居者が入ってくればコミュニ
ティの活性化が期待できます。既に一部リフォー
ムをして募集を開始していますが、2018年にはリ
ノベーション協議会熊本支部と提携し、５室をリ
ノベーションしてモデルルーム的に使い、入居者
を募集します。最終的に建物を壊す可能性もある
ことから入居者によるDIYも可にしています。
　③については、総務省が公共施設等総合管理計
画に基づいて、各地方自治体に対して所有する公
共施設の更新コストの試算を求めました。その結
果、施設や設備の修繕のための財源が不足してい
ることが判明し、そのためには公共の不動産や施
設を2～3割程度削減しなくてはなりません。地
域の最大の不動産オーナーは実は自治体です。
PRE※1の観点からも行政は無駄な部門を合併した
り、機能の統廃合が必要になります。現在、研究
所では行政機能集約に伴う庁舎統合で利用されな

くなる西合志庁舎
（旧西合志町役場）
の利活用検討を進
めています。西合
志庁舎は地域の象
徴的な建物（トロ
フィービル）であ
り、200人以上の
職員が働いていた
オフィスビルから人がいなくなれば、エリアの価
値を毀損してしまう可能性があります。そのため、
公共は維持管理コストを削減し、民間事業者によ
るアイデアを導入してエリアの価値向上につなげ
る利活用方法を検討しています。いろいろな民間
事業者と対話するマーケットサウンディングを通
じて、地域の課題である「子育て支援」「文化・学
習の交流」「雇用の創出」などを解決することがで
きる、最適なテナントミックスを提案していきた
いと考えています。その結果として、西合志庁舎
の改装費用はテナントの賃料で捻出する「独立採
算制」を想定しており、遊休化した公共施設利活
用の好事例にしていきたいと思います。

─まちづくり会社として具体的に取り組み始め

たことを教えてください。

　市は2017年の６月から空き家相談専用の市民
ダイヤルを設けましたが、職員では専門的な対応
ができないため、研究所が受託し、地域おこし協
力隊※2で宅建士の有資格者を１名採用し、相談に
のっています。また空き家バンク事業においても、
多くの自治体は移住定住にウエイトを置いていま
すが、合志市の場合は人口を増やすことではなく、
現在管理されていない空き家を１件でもなくし、
将来的に管理されなくなるであろう空き家を１件
でも多く市場に流通させることを目的にしていま
すので、不動産会社からの問い合わせや客付けを
可としています。行政という信頼の窓口を使って、
空き家やその予備軍を掘り起こし、宅建業者が商

ファーストプレイス合志

「ファーストプレイス合志」事業スキーム図
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※１	 Public Real Estateの略で「公的不動産」をいう。地方自治体等が保有する
各種の不動産の管理・活用を合理的なものにすべきという認識を背景につく
られた用語。

※２　都市から地方に生活の拠点を移した者を、地方公共団体が「地域おこし協力
隊員」として委嘱。隊員は一定期間地域に居住して、地域おこしの支援や地
域協力活動を行いながら、その地域への定住・定着を図る総務省による取組。

品化し案内や契約まで行う仕組みを構築しました。
自分1人では作れなかった仕組みが行政との協力
でようやく出来上がり、その主旨に宅建協会や宅
建業者が賛同してくれています。
　また、空き家予備軍対策のためには所有者の意
識を変えることが必要です。そこで研究所のタウ
ンマネージャーとして相続問題を含めた所有者向
け勉強会を開催し、啓蒙活動を始めました。各所
有者が自分の利益や都合ではなく、地域をよくす
るために家のことを考えてくれるようになれば空
き家問題は良い方向に向かうと思います。
　さらに、今年で３回目になりますが、私が講師
兼モデレーターになり合志市の職員研修も行って
います。テーマは「遊休公共施設をどう利活用す
るか」です。市の職員に具体的な公共施設を指定
して、エリアの価値を上げるためにその施設をど
う再生し、どのようなテナントを誘致すればいい
のかについて、収支計画を踏まえて考えてもらい
ます。税金が原資である公共不動産を保有する地
域最大の不動産オーナーとして、行政職員には、
施設や空き地をどう使えば地域の魅力が向上する
かを議論する機会を通じ、“オーナーは地域を良く
する役割がある”という意識を強くもってもらい
たいですし、志を同じくする仲間づくりをして欲
しいと思います。

選ばれるまちになるために

─これから期待される成果が楽しみです。

　父からは「本業はどうするんだ」とよく言われ
ます（笑）。空き家対策のプロジェクトは結果が
出始めればその延長線上で当社にも何らかの恩恵
はあると思いますが、そこに至るまでは時間がか
かり、なかなかお金になりにくい仕事です。
　しかし、私が行政や同業者を巻き込んで行って
いることは壮大な“種まき”だと思っています。
私たちのまちが20年後に住みたいまちとして選ば

れなくなってしまえば、私の仕事はなくなります。
父の代から40年以上続いている不動産会社とし
て、このまちを捨てて他で商売するようなことは
したくありません。このまちの価値が維持され、さ
らに向上していくことが私たちのビジネスの発展
につながります。このまちが良いまちになれば、結
果的に私たちに還ってきます。「まちの活性化なく
して、本業の発展なし」です。

─他の自治体や不動産業者からいろいろと相談

が来ると思います。

　不動産業者から相談がきた時は“地域と行政を
巻き込むように”と伝えています。本当に地域を
良くしたいと思うなら行政の協力は不可欠です。
行政からもらうのは補助金等ではなく「信用力」
です。自分がやるべきだと思う事と行政の課題が
一致しているのなら、行政をどんどん巻き込み、
信用力を借りてマーケットを作ればいいのです。
　行政の中には必ず志の高い職員がいます。民間
の感覚を持ち、地域をなんとか良い方向に変えて
いきたいと思っている方と地域の課題を共有し、
政策に落とし込んでいけば、やりたいことが必ず
現実化していきます。

リノベーション後の部屋
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─合志市の現状と課題について教えてください。

　合志市は2006年に旧合志町と旧西合志町が合
併してできた市で、広さは約53㎢、人口は約５万
9,000人、世帯数が約２万2,000世帯です。しか
し、市街化区域は１割ほどしかなく９割が市街化
調整区域です。しかも、市街化区域には商業や工
業地域がほとんどなく住宅用途地域がメインで、
そこに市民の７割が住んでいます。市は熊本市の
北側に面し、大きな山や川がないことから、熊本
市の住宅建設地域が外延化する過程で、昭和46年
（1971年）に決定した熊本都市計画を受けて、地
区計画により市街化調整区域の宅地開発が行われ
ました。
　特に昭和50年代から急速に団地の開発が進み、
市には800～1,000区画もある大型団地が７つも
あります。その所有者の多くは団塊の世代で、こ
こにきて急に高齢化が進んでいることから、これ
らの団地を新しく生まれ変わらせることが市の大
きな課題です。実際、2015年に「合志市空家実態
調査」を行ったところ、空き家が260件あり、そ
の内24件が特定空き家候補でした。
　幸い合志市は熊本市のベッドタウンとして、ま
た多くの企業が進出する産業都市として人口・世
帯ともにここ数年増えており、“住みよさランキン

グ※1”でも常に上位に位置し、“快適度”と“安
心度”の面でも全国トップクラスの評価を得てい
ます。したがって、やり方によってはまだまだ魅
力的な地域にもなり得ますし、古い団地の世代交
代をうまく進められれば長く成長できるまちにな
ると考えました。そこで、人口が増えて需要のあ
る間に空き家対策の仕組みをしっかりと作ること
にしました。

─具体的な空き家対策の取り組みについて教え

てください。

　空き家が増えると地域の価値が下がります。一
旦価値が落ちれば人口減少がそこに輪をかけ、さ
らに価値が落ちるというスパイラルに陥ります。
市のスローガンである“稼げる町、健康都市合
志”を実現するためには、生産年齢人口を確保す
るためのエリア価値の向上が必要になります。実
際に自治会で話を聞いても、「隣近所で維持管理が
できていない空き家が少しずつ増えている」と市
民は高い関心を持っていますので、行政課題とし
てもきちんと対応する必要があります。
　ただ、空き家問題の解消を目標に掲げても、実
際に新しい住まい手と契約までできないと対策と
しては不十分です。そこで、行政がやりたいけれ
ど制度上できない事業を推進するために、まちづ
くり会社、「株式会社こうし未来研究所」を2015
年４月に立ち上げました。出資者は市のほか、地

地域の価値を高めるために
民間の力を最大限に活用する

高齢化率と空き家の状況（行政区別）

熊本県合志市副市長　
株式会社こうし未来研究所代表取締役
熊本第二高校-熊本商科大学卒。1979（昭和54）年に
合志町事務史員として入庁。2011年政策部長、16年
政策監、17年合志市副市長に就任。

濵田善也 氏
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株式会社フジ開発

代 表 者：上田　耕太郎
所 在 地：熊本県合志市須屋1984-2
電 　 話：096-345-1800
Ｈ 　 Ｐ：http://www.fuji-kaihatsu.com/
業務内容：熊本県合志エリアおよび熊本市北部エリアにて、不動産売

買・仲介をはじめ、相続や土地有効活用についてのコンサル
ティグなどを行う。

※１　東洋経済新報社発表。住みよさランキング「九州・沖縄」で、合志市
は2014年〜2016年３年連続でトップ。2017年は福岡県福津市に続き
２位。“快適度”は全国で13位、“安心度”は同12位。

域づくりに関連する地元企業11社です。
　まちづくり会社ではまず、まちづくりを進める
上での重点区域土地利用計画を策定しています。
熊本都市計画をたてた昭和46年とは社会環境が大
きく変化しましたので、まちづくり会社にシンク
タンクの役割をもたせ、新たな計画を立案します。
２つ目が、公共施設の総合管理計画に基づく公有
施設の管理受託事業です。具体的には、市が払い
下げを受けた「ファーストプレイス合志」という
雇用促進住宅のサブリース事業や、図書館の指定
管理の受託です。３つ目が2017年に策定した「空
家等対策計画」に基づく空き家の相談業務です。
2015年の実態調査でわかったことは、“空家法の
定義では空家等にはならないが、事実上は居住実
態がない建物”、つまり「空き家予備軍」が多く存
在していることです。さらに、空き家の位置と高
齢化率を重ね合わせると、高齢化率が高い地域は
空き家の予備軍が多いことが推測されました。そ
こで、「空き家等対策計画」では、その方針として、
①発生の抑制　②管理不全の解消　③有効活用　
④推進体制の構築　を掲げ、調査結果をもとに
「空家利活用重点対象エリア」と「空家予防重点
対象エリア」を定めて、対策推進のための仕組み
を整備しています。

─地域の活性化という目的のために民間の力を

利用されています。

　市では2017年の６月から空き家の相談窓口を
設けましたが、月に10件程度の相談が入ります。

市の職員では不動産の専門的な内容について答え
られませんし、その結果、売りたい・貸したいと
なった場合でも契約まで関わることができません
ので、まちづくり会社が相談業務を受託していま
す。まちづくり会社が“課題解決や収益事業”と
いった行政として持てなかった部分と、“信用力”
という民間企業では持てなかった部分を補完する
役割を果たし、所有者と民間企業をつなぐことで、
不動産会社を介して空き家を流通市場にのせるこ
とができますし、行政は特定空き家の対策に専念
できます。
　民間の力を借りて空き家を利活用し、そこに若
い世代が流入すれば地域が魅力的になります。そ
うなれば地域の財産価値が上がるので、人が住み
たいまちになり、持続可能なまちになります。そ
のような正のスパイラルを作るために、まちづく
り会社にそのハブの役割を期待しています。

空き家対策の推進体制
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1978年生まれ。明海大学（千葉県浦安市）不動産学部不動産学科卒。
ディズニーリゾート、ファーストリテイリング勤務を経て、2002年より三井不動産グルー
プにて東京、福岡で11年勤務する。2013年6月に鹿児島へUターンし、人口減少問題、
空き家問題、地域コミュニティ衰退の現状を目の当たりにし、現在は不動産業をしながら地
域コミュニティ活性化活動に取り組んでいる。イベントを地域で開催し、これからの社会で
必要なことを地域で学ぶ人財育成プログラムを構築している。

市
いち

場
ば

で多様な住人の�  
つながりをつくる

─まちづくりに関わり始めたきっかけを教えて

ください。

　千葉の大学に在籍中、家業を継ぐ前にいろいろ
な仕事を経験したいと思い、東京ディズニーラン
ドやユニクロで販促の企画立案やスタッフのオペ
レーションの仕方を学んだり、趣味の音楽活動を
通じて舞台の演出やイベントの企画などをしてい
ました。卒業後は大手不動産会社に就職し、東京
で７年、福岡で５年、主に新築物件の販売、売買
仲介の仕事にたずさわりました。鹿児島に戻り父
の会社で働き始めたのが2013年６月です。事業
内容は、賃貸仲介、賃貸管理、売買仲介が中心で、
不動産コンサルティングも行っています。
　故郷に戻るまでは、帰省するのは人で賑わう盆
と正月の時期だけでしたのであまり感じませんで
したが、いざ暮らし始めてみると、市の中心部で

ある天文館あたりも閑散としているのに気が付き
ました。１階が空き店舗になっていたり、ビルが
一棟丸ごと空いていたりするのを見ると、今後こ
のまちはどうなっていくのだろうという危機感と
不安感でいっぱいになりました。騎

き

射
しゃ

場
ば

の周辺も
市場が火事で焼けてしまい、横丁は賃貸マンショ
ンに変わってしまうなど、人の数もまち並みも昔
の面影はなくなっていました。
　危機感はあるものの何から始めていいかわから
ず、学べる機会はないかと探していたところ、知
り合いから教えてもらった賃貸住宅フェアで、青
木純氏※1などの先進的な話を聞くことができまし
た。それに感銘を受け、その年の８月に北九州市
で行われた第５期のリノベーションスクールに参
加しました。それが“まちづくり”に取り組み始
めたきっかけになりました。

─騎射場とはどのような所なのですか？

　スクールではたくさんの人と出会い、多くのこ

人財を育成し地域に新たな産業を興す

市
い ち

場
ば

で人の交わりを創り、
まちを活性化する

須部貴之 氏

有限会社すべ産業／鹿児島県鹿児島市
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とを教わりました。早速この地域の特長を把握し
ようと統計情報などを調べました。市電の停留所
の名前になっている「騎射場」は、江戸時代に薩
摩藩士達の流

や

鏑
ぶさ

馬
め

の練習場があった所です。そこ
から半径500mの地域には、人口が約1.5万人も
いますが、その内20代前後の若い人は約3,000人
おり、鹿児島大学へ通っている学生が約１万人で
す。鹿児島大の学生が卒業後も鹿児島に残る割合
は３～４割程度なので、若い人はいてもまちの姿
が見えにくい傾向がありました。一方、歴史的に
は江戸時代から昭和初期まで異人館と外国人の居
留区があり、現在も鹿児島大の留学生会館がある
ことから、県内では外国人が最も多いエリアです。
しかも、県庁の近くなので転勤族や医療関係者も
多く、このエリアは多種多様な人が住んでいる地
域だといえます。しかしほとんどの人たちは、家
と学校、家と職場を往復するだけで、住人同士が
全くつながっていないことがわかりました。そこ
で何とかしようと、人と人がつながるための仕掛
けをいろいろと試してみましたが、なかなかうま
くいかず悩んでいた時に、加藤寛之※2氏からマー
ケットやイベントで人をつなげることができると
いうことを教えてもらったのです。

─「のきさき市」というマーケットを始めました。

　人口の1/3が若者ということは、この地域で
マーケットを開けば若い人が参加し、そのエネル
ギーをまちの中に充満することができるはずです。

そこで、東京青山のファーマーズマーケットや福
岡県久留米市の日曜市など全国のマーケットの視
察に行きました。その中で、京都の五条通りで開
かれている「のきさき市」に出会いました。そこ
では、商業通りに面しているため土日は閑散とし
ているビルの前の軒先や駐車場などの空き地を借
りて店を集め、一日限りの市場を開いていたので
す。このやり方にピンときました。この方法を騎
射場の商店街の軒先や銀行の駐車場や近くの公園
を使って行えば、賑わいをつくれるかもしれない
と考え、のきさき市の仕掛け人である石川秀和氏
※3に軒先の使い方や運営方法についてアドバイス
をもらいました。

─視察の半年後には第１回開催にこぎつけてい

ます。

　やはり、このままではまちが衰退してしまうと
いう危機感が強く、５年後の2020年までには何
らかの形にしないとまちがもたないと思ったので、
視察に行ったその年の11月には第１回のきさき市
を開催することにしました。運営スタッフは知り
合いのデザイナー２人、切り絵の作家、飲食店経
営者と私と妻の６人です。準備期間は実質３カ月
くらいしかありませんでしたので、ほぼ毎日徹夜
状態でしたが、SNSと口コミだけで70～80店が
集まりました。
　場所の確保については、騎射場中央通り会の会
長と鹿児島市市役所の産業支援課が協力してくれ、

のきさき市のイベントの様子騎射場の停留所
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３人で商店街を回り、オーナーに軒先を貸し
てもらえるようお願いをしました。商店会の
会長は地元愛の強い方で、市場の話しをする
と「すぐやれ」と言ってくれて、自ら「須部
君が騎射場を盛り上げるためにイベントをす
るから、ぜひ場所を貸してあげて欲しい」と
回ってくれました。また市の職員からも「市
も後援するので大丈夫です」と言ってもらい、
オーナーを説得しました。

人を育て、  
地域に雇用を生む

─マーケットの開催で地域にどのような影響が

ありましたか。

　のきさき市は今年で５回目※4を迎えますが、100
店舗以上が出店し、１万人以上が集まるイベント
になりました。最初の２年間はメディアへの露出
を増やすために年２回の開催にし、集客のター
ゲットを毎回設定しました。１回目は20～30代
の女性、２回目は家族連れ、３回目は学生、４回
目は離島の人と年配者、５回目は留学生や外国人、
という具合です。このイベントを開催する目的は、
まちの財産である人と人とをつなげ、まちづくり
について当事者意識をもった仲間を見つけること
でしたが、実際、２つの小学校のおやじの会がつ
ながったり、実行委員会にも学生や社会人など職
種も年齢も様々なバラエティに富んだ人材が集ま

るようになりました。
　のきさき市の実行委員会は、今ではコアメン
バー５名、実行委員10名、ボランティアキャス
ト30名の規模の組織になりました。実行委員では
６回の講座を設け、学びながらワークショップ形
式で企画を詰めていきます。企画は、“やりたいこ
とがイベントのコンセプトに合致しているか”“費
用を含めた実現性”“社会的に意義があり求められ
ていることなのか”という視点から選ばれ、イベ
ント終了後には委員の卒業式も実施します。チー
ムビルディングから企画立案、資金調達、プロ
モーション、メディア戦略まで多岐にわたる経験
ができるので、学生にとっては学校で学ぶことが
できない内容をまちの人と一緒に学べるまたとな
い機会になります。
　これまでの５回の開催を通じて、“地域の人がつ
ながる”という面では一定の効果がでたことから、
来年からは“人材育成の場にする”ということに
比重を移すつもりです。そのために開催を年１回
にして鹿児島大学の学園祭と同時に行い、学生の
中から新たにビジネスを作ることができる人材を
育て、地域に雇用を生んでいけるような場にした
いと思っています。

「のきさき市」実行委員会

第１回から第５回までの「のきさき市」のポスター
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イベントを通じて  
物件のコミュニティを作る

─磯浜ビルのリノベーションのプロジェクトに

ついて教えてください。

　鹿児島駅から車で５分程北に行った磯地区には、
薩摩藩主島津氏の別邸と庭園があった仙厳園、

「明治日本の産業革命遺産」に登録された旧集成
館があります※5。そこからほど近いところにある、
私の同級生が相続した賃貸物件が「磯浜ビル」で
す。既に築年数は40年以上経ち、ひび割れがあり、
隙間が空き、雨漏りもしていて、赤錆や白蟻の害
も見られました。そのため６室中３室が空いてお
り、入居者からのクレームも多い状況でした。管
理会社は建て替えを勧め、大手ハウスメーカーか
らは解体費込みで１億円の見積もりが出ており、
そのタイミングで同級生から私に相談がありまし
た。知り合いの建築士に物件を調査してもらった
ところ3,400万円程度でリノベーションできそう
だったので、大きな借金をするのではなく、リノ
ベーションをして賃料を現在の４万円から７万円
にし、18年で返済する提案をしました。結果的に
その提案が通り、募集と管理を当社に任せてもら
いました。
　リノベーションをするにあたり、３室が入居中
だったので、工事中は他の部屋に移動してもらい
ながら６カ月かけて改修をしました。物件の目の
前は錦江湾で、桜島と海が一望できる一方で、近
くにはコンビニが１軒あるだけということから、
募集にあたってはターゲットを海が好きな県外の
移住者としました。また、既存の入居者はお互い
仲が良く、コミュニティが既に形成されていたの
で、DIYのワークショップを行って、そのコミュ
ニティを可視化することにしました。「薩摩切子」
文様の外壁塗装と１階の芝張りのワークショップ
には合わせて80名が参加し、休憩時間には近所で
有名な“ぢゃんぼ餅”の食べ比べを行いながら参
加者のコミュニケーションをはかりました。また、

女子がヘルメッ
トを被り外壁を
塗る姿にはテレ
ビの取材も入り、
参加者もフェイ
スブックで拡散
してくれました。
その結果、空い
ていた３室が完
成と同時に決ま
り、プロフィー
ルも北海道と東京からの転勤族やウインドサーフ
ィン好きの人というように、狙い通りの結果にな
りました。完成後は住人同士がバーベキューや音
楽イベントなどを行うなど、人が集まり、人のつ
ながりがある物件になりました。

─“コミュニティ創り”がキーワードです。

　これからは“物件にコミュニティを創ることが
価値になる”と思います。先日も２棟募集中の新
築戸建ての開発現場で、オープンハウスをしなが
ら「まちかど縁日」という販促イベントをしまし
た。駐車場の敷地で地元のおやじの会の人に餅つ
きをしてもらい、知り合いのジャグラーを呼んで
地域の家族や子どもたちを集めました。地域に新
しい家が建ち、既存の住人と新しい住人が交わる
イベントを行うことで、参加した人は“地域住人
の様子がよくわかり、溶け込みやすい雰囲気だ”
と感じてくれたようで、２棟ともすぐに成約しま
した。そのためにかけた広告費は実質０で、経費
は餅米代とお茶代だけです。
　最近は新築賃貸マンションや建売住宅が盛んに
つくられていますが、オーナーは大きなリスクを
抱えます。そこで、人が交わる仕掛けをすること
で、地域住人と入居者、そして入居者同士がつな
がってコミュニティを生むことができれば、それ
が物件の価値となり、入居者を決めやすくなりま
す。しかし、そのような仕掛けやイベントを企画

磯浜ビル
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できる人が不動産業界にはあまりいません。イベ
ント会社に依頼すると彼らはイベントそのものの
出来栄えや集客数しか考えませんが、私の目的は
コミュニティづくりやその先の物件や地域のファ
ンづくりです。そこで近いうちに、入居者の募集
にあたって販促イベントを企画し、マネジメント
する仕事を作りたいと思っています。不動産の取
引の仕組みを知っている人間が行うことに意味が
ありますし、いずれはこの業界にもそういう事が
できる人材を育てていきたいと思っています。

10年後を見据えた�  
仲間づくり

─異業種交流会なども積極的に行っています。

　福岡で仕事をしていたときは、異業種のビジネ
スランチ交流会に参加して人脈づくりに役立てて
いました。しかし、鹿児島に戻ると知り合いの社
長は同級生くらいしかおらず、地元にいながら疎
外感を感じていたことと、参加者でいるより主催
者になった方が自分を知ってもらえる機会が増え
ると思い「ビジネスランチかごんま会」を2013
年に立ち上げました。会は“信頼・感謝・成長”
をコンセプトに、「信頼関係を作ってからビジネ
スしよう」ということをスローガンに掲げていま
す。鹿児島にも異業種の交流会はいくつかありま
したが、昼に開催しているものがなく、毎月第３
木曜の昼に実施したことで、参加者の４割は女性

になりました。内容は私のあいさつの後、昼食を
とりながら参加者全員が１分間スピーチを行い、
昼食後に興味がある者同士で名刺交換をするとい
うシンプルなものです。毎回40人程度が集まりま
すが、今年で48回※4となり、延べ400人以上の経
営者が参加しています。

─同業者の勉強会もいくつか企画しています。

　まず、「不動産会社の未来をつくる勉強会」を
実施しています。仲のいい同業者約10社が集まり、
毎月参加者の１人が担当となり、リノベーション
や買取再販のノウハウなど各社の得意分野につい
て話をしたり、現地見学会や物件情報の交換など
を行います。
　さらに、2017年の11月には「リノベーション
スクール＠鹿児島」を開催しました。目的は“仲
間づくり”と“行政を巻き込むこと”です。私は
全国各地へ赴きまちづくりについて知見を得てい
ますが、まちづくりに関心はあってもどう動いて
いいのかわからないという人が多いので、知識レ
ベルを一緒にすることで、私がやろうとしている
ことについての理解を深めたいと思いました。ス
クールに参加した人が「これは須部さんがやって
いることと一緒ですね」と思ってくれれば、共通
の言語で共通の会話ができる仲間が生まれます。ま
た、開催にあたり鹿児島市が腰を上げてくれたこ
とにも大きな意味があります。市の若い職員と

“これから開かれたまちをつくる”ということを今

住人同士のバーベキューの様子磯浜ビルでのワークショップの様子
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代 表 者：須部　純範
所 在 地：鹿児島県鹿児島市下荒田4丁目46番23号
電 　 話：099-253-2000
Ｈ 　 Ｐ：http://www.sube.co.jp/room/
業務内容：鹿児島市で不動産の売買、賃借、仲介、管理、調査、コンサルティングを行う傍ら

で、イベントを通じて地域のコミュニティを形成。さらに地域の活性化のために「の
きさき市」の開催やリノベーションスクールの誘致などを実施している。

有限会社すべ産業

※１　株式会社まめくらし 代表取締役 。株式会社都電家守舎 代表取締役。大家
業としてカスタマイズ賃貸やDIY型賃貸のパイオニア。

※２　都市計画家。㈱サルトコラボレイティヴ代表取締役。
※３　㈱HLC代表。本社：京都市下京区。
※４　2017年12月時点。
※５　2015年「明治日本の産業革命遺産」として「旧集成館」〔旧集成館機械工場

（現・尚古集成館本館）、旧鹿児島紡績所技師館（異人館）など〕が世界遺
産に登録された。

※６　丸順不動産㈱代表取締役。本社：大阪府大阪市阿倍野区。

から共通認識として持っておけば、10年後には彼
らは出世し、まちづくりを推進してくれることに
なります。スクールはそのための関係作りであり、
下地作りのためのツールです。

人財育成をして�  
地元で産業を育んでいく

─物件を探しに来た人には、物件ではなく、ま

ず地域の案内をしています。

　住まいはお部屋も大事ですが、それ以上に周り
の環境が重要です。当社に物件を探しに来た人に
は、まずその人の仕事や生活スタイルを聞きます。
そして、一緒にまちを歩きながらエリアの紹介を
しつつ、その人のスタイルに合いそうな人に会っ
てもらいます。そうして、ある店が気に入ればそ
の近くの物件を紹介したり、職種によっては同じ
仕事をしている人の周りの物件を探します。当社
ではまちや人が先で、物件の紹介は最後にします。
このような案内方法ができるのも、この地域に精
通し、どこに誰が住んでいるのかを把握している
からです。のきさき市の効果も徐々に現れ始めて
おり、「騎射場が面白そうだから」という理由で移
住してくる人も何人も出てきました。

─まちづくりについて今後の展望を教えてくだ

さい。

　理想は大阪の丸順不動産の小山社長※6が進めて
いるようなまちづくりです。歩ける範囲に欲しい

店が全て揃っていて、しかも地域の人とお店、そ
してお店同士の関係性が見える中で商売が生まれ、
成り立っていくのが理想です。まちの中に今はな
い産業を興していくには、例えば“私がカフェを
やるのでパン屋をやってくれませんか”というよ
うな関係性が生まれることが必要だと思います。そ
のためには、まず人を集め、人をつなげて化学反
応が起きる場づくりが必要で、のきさき市はその
ために行っています。
　まちおこしだけを目的にするなら空き店舗に出
店する事業者を外から集めればいいわけですが、そ
れでは一過性になってしまいます。大学があるま
ちということを最大限に利用して、のきさき市の
運営を通じて学生にビジネスのノウハウを学んで
もらい、卒業後は地元で起業して欲しいと思いま
す。一方地元を離れて、東京や大阪で起業する人
たちがいてもいいのです。大切なことは、一緒に
学んだ者同士がつながり、地元の外と中でお互い
に仕事をアウトソーシングし合う関係を持ち続け
ることです。地元で楽しい思い出をつくり、外に
出た人がいつでも帰ってこられる環境をつくり、
外にいたとしても地元に恩返しすることができる
流れをつくりたいと思います。
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地元、八幡（鹿児島市下荒田）の地域に根差した不動産屋 ㈲窪商事の代表取締役。一般的
な不動産売買に加え、まちづくり、女性専用シェアハウスの運営、障がい者向け賃貸マンショ
ンの経営、投資家への新築賃貸マンションのコンサル業、新築住宅の建て売り販売、分譲地
の造成販売、住宅のリノベーションなどを主な仕事としている。バスケと釣りと飲み会は人
一倍好き。

窪 勇祐 氏

まちの人たちが�  
交わる場所を創る

─“つむぐば”というシェアスペースをつくった

経緯を教えてください。

　“つむぐば”は、人と人、人と地域がつながって
欲しいという思いを込めて、まちづくりの一環と
してつくりました。きっかけは㈱ブルースタジオ
の大島氏※1の講演を４年前に聞いたことです。そ
の講演で“団地をリノベーションし、住人だけで
なく地域の人も使える広場をつくったことで、地
域のコミュニティが生まれた”という話を聞き、
私も地元でこのような事をしたいと思いました。
　たまたま自社ビルで賃貸していた１階の部屋が
空いていましたので、地域の人達が集まるコミュ
ニティスペースをつくり貸し出すことにしました。
内装は、知り合いの工務店に頼めば50万円程度で
できますが、それだと誰も関わることなく、箱が
完成するだけです。そこで、地元の不動産業の先

輩である、㈲すべ産業の須部氏※2に協力してもら
い、鹿児島大学の学生や工学専門学校の学生たち
の実践の場、そしてDIYに興味を持つ主婦たちの
体験の場として、リノベーション体験ワーク
ショップを実施しました。「学ぶ」「描く」「一緒に
つくる」ということをコンセプトに全７回開催し、
プロの講師からレクチャーを受けながら、壁の塗
装、床材の貼り付けなどの内装工事をしました。
参加費を学生無料、大人500円で募ると、毎回10
名ほどが集まり、その内容はブログで細かく公開
しました。2016年3月に完成し、レンタル料は３
時間まで500円で、用途は火を使うこと以外は何
をしてもいいとしました。現在は、ほぼ毎日予約
が入っている状態です。利用者は女性が多く、セ
ミナー、勉強会、展覧会、雑貨の販売などが行わ
れているほか、初めて開業を考えている人が試験
的にお客さんを呼び、自分の商売がどれくらい通
用するのかを試す人もでてきました。今では月
３万円くらいの収入となっています。

社会のために良いと思ったことは、
すぐ実行に移す

人と人を紡いで
まちを創る

有限会社窪商事／鹿児島県鹿児島市
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社会的弱者のための�  
物件を創る

─シングルマザー向けのシェアハウスも始めま

した。

　船井総合研究所が開催したセミナーで、東京に
はシングルマザー向けのシェアハウスがあるとい
う話を聞いて、鹿児島でも実現したいと思いまし
た。私は父子家庭で育ち、幼少時代はとてもさみ
しい思いをしました。できればそのような子ども
は増やしたくない、子どもたちをいい生活環境で
育てたいという思いから始めました。
　物件は５室あり、家賃は水道光熱費などを含め
５万円です。この物件の特徴は、ファイナンシャ
ルプランナー（FP）と心理カウンセラーによる定
期相談と、必要に応じて弁護士、看護師、司法書
士などの相談が無料で受けられることです。多く
のシングルマザーは生活することに精一杯で、
やっとの思いでこの物件にたどり着いた人ばかり
です。そこで、FPに入ってもらい家計相談とライ
フプランを作り、少しずつでも子どもや将来のた
めにお金を蓄えていけるようにしています。また、
心理カウンセラーには誰にも言い出せない悩みを
打ち明けて安心してもらえるようにと考えました。
専門家たちは皆私の仲間ですが、この主旨に賛同
してくれて、こちらから費用を払うと申し出ても、
社会貢献でやっているからと、無償で相談に応じ
てくれます。

　私も入居者から相談を受けて、時々一緒に食事
をしながら「携帯を見ながらご飯を食べてはだめ
だよ」と子どもたちに話をしたりします。前向き
に頑張るシングルマザーを応援するために、みん
なで助け合うシェアハウスを目指しています。

─鹿児島初の、車椅子の方も住みやすい賃貸住

宅をつくっています※3。

　鹿児島市内で起業セミナーがあり、そこで出
会った鹿屋市の車椅子の方と話していたら、鹿児
島市に移住したいと思い部屋を探しても車椅子の
条件で入れる物件が１つもなく、結局あきらめて
今のところにいるといわれました。確かに、多く
の物件はエントランスに段差があり、車椅子で部
屋の床やクロスを傷つけたらすべて取り換えるよ
うにいわれてしまうため、結局は実家に住むか、
古い物件で我慢するしかありません。その話をきっ
かけに他の障がいのある方にも聞いて回りました
が、段差がある廊下幅の狭い普通の賃貸物件に苦
労して住んでいることがわかりました。
　そこで、全てバリアフリー、手すりなどをDIY
でつけても可、原状回復義務なし、という車椅子
の人も住みやすい新築賃貸物件をつくることにし
ました。RC造５階建て、エレベーター付きの20
戸のマンションで、物件内にはレンタルスペース
も用意し、2018年４月末完成です。この物件も
シェアハウス同様、途中で止めるわけにはいきま
せんので、自社所有の物件でつくりました。

住み手のことを重視して�  
住宅の企画を考える

─賃貸物件や建売でもいろいろな企画にチャレ

ンジしています。

　2017年の８月に完成した賃貸住宅は、各部屋の
広さが３SLDK・90㎡という戸建て並みの広さで、
オール電化、エコキュート、ロフト付きでイン
ターネットを無料にしたグレードの高い物件です。

コミュニティスペース「つむぐば」
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この物件は私が設計から携わりましたが、コミュ
ニティスペースを設けたことが特長です。かねて
から、同じ物件に住む人たちがお互いに顔も名前
も知らないというのはおかしいと思っていました。
その点、コミュニティスペースがあれば入居者同
士が顔見知りになり、一緒にクリスマス会やバー
ベキューをしようということになるかもしれませ
ん。そんな思いに共感してもらえたのか、正式に
募集をかける前の建築中に、全て契約成立となり
ました。
　私はこれからの賃貸物件は、コミュニティがあ
ることが価値になると思います。コミュニティス
ペース自体は収益を生みませんが、結果的にはそ
れが物件の価値になり収益につながります。最近
鹿児島でも新築マンションやアパートを作るオー
ナーが多く、コンサルティングを頼まれることが
ありますが、残念なことに、多くのオーナーは入
居者のことより自分の目の前の利益、つまり机上
の収支計算や利回りにしか関心がありません。こ
の点が仕事をしていてすごくジレンマを感じると
ころです。オーナーも不動産会社ももう少し住む
人のことを考えて物件をつくると、より良い賃貸
経営ができると思います。
　注文住宅が専門の設計士による建売分譲住宅も
企画しています。この物件も、家は住み手、特にお
母さんの目線でつくることが必要だと考え、私で
はなく妻の意見を大きく取り入れました。いわば
設計士と妻のコラボレーションで企画した住宅で
す。

─事業全体はどのように展開されていますか？

　当社は父が創業し約40年になります。私も他の
仕事をしながら家業を手伝っていましたが、その
後専念するようになりました。初めての売買の仕
事で競売がらみの難航した物件をうまく処理でき
たことから、この仕事の面白さを感じました。現
在は、売買仲介が５割で、残りは収益物件と建売
住宅の販売が半々です。収益物件は当社が土地か
らコンサルをして投資家に買ってもらいます。コ
ミュニティスペース、シェアハウス、車椅子専用
住宅など“人の役に立つ”ことをコンセプトに社
会的意義のある物件をつくり、その運営費用は本
業と賃貸収入で培っています。

地域の活性化のために�  
ネットワークを作る

─地域活動も積極的に展開されています。

　2014年に「トラストバンクかごしま」という
勉強会を立ち上げました。“家族信託”に興味を持
ち、これからの高齢化社会に向けてビジネスチャ
ンスになると思ったことと、鹿児島ではまだほと
んど事例がなかったため、広めていきたいと思い
始めた勉強会です。今では行政書士や弁護士、FP、
コンサルタントなどが集まり、毎月輪番でそれぞ
れの専門分野について１時間ずつ２名が発表をし
ています。この会がきっかけでいろいろなプロジェ
クトが始まるようになり、先日も他のメンバーが
ビジネス支援付きシェアオフィスを立ち上げまし
た。当社のシェアハウスも皆で応援してくれてい
ます。一緒に学ぶことで新たなビジネスを生むこ
とができればいいですし、参加メンバーだけでな
く、その周りにいる人たちも幸せになればいいと
思い続けています。

─地元の青年会も立ち上げられました。

　青年会は、４年前に地元のオーナーなど５人と
立ち上げました。きっかけは、当社のテナントでコミュニティスペース付きマンション
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代 表 者：窪　勇祐
所 在 地：鹿児島県鹿児島市下荒田3丁目33-8
電 　 話：099-251-8822
Ｈ 　 Ｐ：http://kubosyouji.com
業務内容：鹿児島市下荒田で不動産売買・賃貸の仲介、買取、無料査定

等を行うほか“オーダーしながら造る”オリジナル分譲住宅
等を展開する。また、シングルマザーのためのシェアハウス
や車椅子専用住宅など、人の役に立つことをコンセプトにし
た物件造りにも積極的に取り組んでいる。

有限会社窪商事

※１	 本報告書34ページ参照。
※２　本報告書148ページ参照。
※３　2017年11月時点。2018年5月1日入居開始。

接骨院を開業した人から、新規の顧客開拓がなか
なかうまくいかないという話を聞いたことです。そ
の時「私たちの仕事はただ店舗を貸すだけではな
く、その後も何らかの形でテナントの力になり、応
援しなくてはならない」と思いました。そのため
には、紹介し合える地元の仲間作りが必要です。
また、近くの商店街も火事があってからは地元の
人が離れてしまい、かつてのフレンドリーな雰囲
気がなくなっていました。
　そこで、まず飲み会をしようと、この地域の自
営業者や若手の社長を集めました。回数を重ねる
毎に参加者が増え、やがて会を作ることになって
私が初代会長となり、会の名前を“八幡青年会”
としました。その後、恒例行事として、毎月地域
の飲み会を開催し、地域の人を集めて花見をした
り、町内会の人と鹿児島大学の水産学部祭りの手
伝いをしたり、地域の運動会に参加したりしてき
ました。また最近では、20年振りに“八幡コミュ
ニティ夏祭り”を地域の人たちと復活することが
できました。花見は参加者が100人以上にもなり、
留学生や大学生と地域のお年寄りや子どもたちが

楽しく交わり、忘年会には学校の先生も来てくれ
ます。復活した夏祭りも町内会活動に若手が参加
したことが後押しになりました。地域のことを町
内会のお年寄りだけに任せて“うちのまちは何も
やっていない”といっているだけではあまりにも
無責任ですし、私たち若手がまちを盛り上げ、皆
が幸せになればいつかその恩恵は自分達にも還っ
てくるだろうと思います。

人と人がつながる�  
まちづくりを目指す

─ビジネスでも地域活動でも、良いと思ったら

すぐ実行に移す。その行動力に感心します。

　私は鹿児島で生まれ、小学校からここに住みそ
れ以来一度も鹿児島を出たことがなく、ここでビ
ジネスをしています。いつも仕事は誰かの役に立
ちたいと思ってやっていますし、お金のためだけ
ではなく、お客様や地域のために働きたいという
気持ちをとても強く持っています。
　私自身、人と交わることが好きです。コミュニ
ケーションが希薄になってきている昨今、住宅の
仕事を通して、人と人、人と地域がつながるまち
づくりに貢献したいと思っています。そして、仕
事の基本はつながりだと思います。人のために一
生懸命やっていたら、一緒に手伝ってくれる仲間
は自然と集まってくれるものです。

トラストバンクかごしまの会議の様子
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